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１ 「点検・評価」の趣旨 

   伊勢市教育委員会では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の趣旨に則

り、効果的な教育行政の推進に資するとともに、住民への説明責任を果たすため、

「教育委員会が所管する事務の点検・評価」を実施し、報告書にまとめました。 

   

【参考】 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定に

より事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況

について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に

提出するとともに、公表しなければならない。 

 

２ 「点検・評価」の内容等 

(1) 点検評価の対象 

本市の教育の取り組むべき施策の方向性を示した「第３期伊勢市教育振興基本

計画」に掲載されている主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）（事

務事業）を対象として、計画の進捗状況を策定時に設定した指標などに基づいて

点検、評価し、今後の事務事業の方向性の検討に活用します。 

 

(2) 「点検・評価」の手順 

「第３期伊勢市教育振興基本計画」の施策に基づいて行った令和６年度の事務

（教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務事業）に関し、成果指標に基

づいて事務局の評価（施策評価）を行った上で、基本施策ごとに点検・評価をし

ました。 
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３ 学識経験者の知見の活用 

点検・評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見を活用

することが求められることから、次の２名に意見を求めました。 

名 前 所    属 

中西 康雅 三重大学教育学部教授 

上野 祐一 皇學館大学教育学部准教授  

 

４ 結果の公表 

この令和７年度「教育に関する事務の管理及び執行状況の点検・評価」の結果

は、次の方法により公表します。 

   

①議会への報告 

②ホームページへの掲載 
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教育委員会制度 

(1) 制度の概要 

   教育に関しては、政治的中立性と継続性・安定性の確保が強く要請されるため、

地方公共団体の長から独立した執行機関として「教育委員会」が置かれ、それぞ

れに属する権限の範囲内で相互に対等かつ独立に事務を執行します。 

   教育委員会は、地域の学校教育、社会教育、文化、スポーツ等に関する事務を

担当し、その具体的な方針や施策は、複数の委員の合議により決定します。 

 

(2) 教育委員会の構成  

平成 27 年４月１日に「地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改

正する法律」が施行され、教育委員会を代表する教育委員長と事務局を統括する

教育長を一本化し、新たな職として教育長を置くこととなりました。 

伊勢市では、前教育長が在任期間中であったことから、同法附則第２条の経過

措置により、教育委員会の組織体制は、引き続き５名の教育委員で構成されてい

ましたが、平成 28 年４月１日に新教育長が就任し、教育委員会の構成は、教育

長と４名の教育委員となりました。 

その後、教育委員会会議の場において、教育委員から新制度による教育長が教

育行政に大きな権限と責任を有することとなったことから、教育委員には、今ま

で以上に教育行政に対するチェック機能の強化が求められていること、また、い

じめや不登校、発達支援など、教育現場の抱える教育課題に対し、さまざまな視

点から教育について話し合う必要があることから、教育委員の増員について提案

がありました。 

教育委員の増員については、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第 

３条但し書きにより、条例において増員可能であることから「伊勢市教育委員会

委員定数条例」を制定し、伊勢市教育委員会は、教育長と５人の委員で構成され

ることとなりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 4 - 

  【教育委員会名簿】  

職  名 氏  名 任  期 備  考 

教育長 小林 貴法 
令和７年４月１日 ～  

令和10年３月31日 
 

教育長職務

代理者 
畑井 祐樹 

令和３年12月23日 ～ 

令和７年12月22日 

教育長職務代理者就任 

令和６年 12 月 23 日 

委 員 中村 文大 
令和４年12月25日 ～ 

令和８年12月24日 
 

委 員 右京 博巳 
令和５年12月23日 ～ 

令和９年12月22日 
 

委 員 駒田 聡子 
令和６年11月 1日 ～ 

令和10年10月31日 
 

委 員 中西 康裕 
令和６年12月23日 ～ 

令和10年12月22日 
 

【参 考】 

・教 育 長・・・人格が高潔で、教育行政に関し識見を有するもののうちから、

市長が議会の同意を得て任命される。（任期３年） 

・教育委員・・・人格が高潔で、教育行政に関し識見を有するもののうちから、

市長が議会の同意を得て任命される。（任期４年） 
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教育委員会の活動 

（１） 教育委員会の会議 

伊勢市教育委員会会議規則の規定に基づいて開催（原則として毎月１回）し、

45 議案を審議、可決・承認しました。 

会議日程は、市の掲示板に告示するとともに、ホームページにより市民に周

知しています。また会議は原則公開とし、会議録はその都度作成して、ホーム

ページ上で積極的に市民に公開しています。 

  ≪定例会≫ 開催回数：全 11 回（原則毎月１回） 

開催月日 案  件 

4.22 議案第 22 号 学校運営協議会委員の任命について 

議案第 23 号 伊勢市立図書館電算管理システム更新業務受託者選定委員会規 

則の廃止について 

5.17 議案第 24 号 校務用コンピュータ機器（ノートパソコン）の取得について 

議案第 25 号 伊勢市奨学生選考委員会委員の委嘱又は任命について 

議案第 26 号 伊勢市社会教育委員兼伊勢市立公民館運営審議会委員の委嘱に 

ついて 

6.10 議案第 27 号 令和６年度教育関係補正予算（第３号）について 

議案第 28 号 令和６年度「教育に関する事務の管理及び執行状況の点検・評 

価」報告書について 

議案第 29 号 図書館協議会委員の任命について 

議案第 30 号 伊勢市スポーツ推進審議会委員の任命について 

7.25 

 

議案第 31 号  令和７年度使用中学校用教科用図書の採択について 

議案第 32 号 伊勢市子ども読書支援プロジェクト実証事業業務受託者選定委 

員会規則の制定について 

8.19 

 

議案第 33 号  職員の人事異動について 

議案第 34 号  令和６年度教育関係補正予算（第４号）について 

議案第 35 号  奨学生の決定について 

議案第 36 号  伊勢市体育施設条例の一部改正について 

議案第 37 号  伊勢市社会教育委員兼伊勢市立公民館運営審議会委員の辞任の 

承認及び補欠委員の委嘱について 

10.28 議案第 40 号 伊勢市学習等供用施設条例の一部改正について 

議案第 41 号  伊勢市立公民館の指定管理者の指定について 
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議案第 42 号  伊勢市学習等供用施設の指定管理者の指定について 

議案第 43 号  伊勢市小俣児童体育館の指定管理者の指定について 

11.25 議案第 44 号 令和６年度教育関係補正予算（第６号）について 

議案第 45 号 伊勢市立図書館規則の一部改正について 

議案第 46 号 学習者用端末の取得について 

12.25 議案第 48 号 伊勢市教育長の職務に専念する義務の特例に関する規則の一部 

改正について 

1.16 議案第 １号 伊勢市子ども読書支援プロジェクト実証事業業務受託者選定 

委員会規則の廃止について 

議案第 ２号 令和７年度学校業務員、給食調理士及び幼稚園教諭の人事異動 

方針について 

2.13 議案第 ３号 令和７年度教育関係予算について 

議案第 ４号 令和６年度教育関係補正予算（第 10 号）について 

議案第 ５号 伊勢市附属機関条例の一部改正について 

議案第 ６号 伊勢市外国語指導助手の報酬及び費用弁償に関する条例の一 

部改正について 

議案第 ７号  伊勢市立公民館条例等の一部改正について 

3.27 

 

 

 

議案第 10 号 伊勢市教育委員会事務局等処務規則等の一部改正について 

議案第 11 号 外国語指導助手の勤務条件等に関する規則の一部改正について 

議案第 12 号 伊勢市教育委員会事務決裁規程及び伊勢市教育委員会文書管理

規程の一部改正について 

議案第 13 号  令和７年度伊勢市幼稚園・小中学校教育方針について 

 

 

≪臨時≫  件数：全６件（随時） 

月 日 案  件 

4.1 議案第 20 号 伊勢市立の小学校及び中学校の管理運営に関する規則の一

部改正について 

議案第 21 号 伊勢市立小中学校共同実施組織規程の全部改正について 

8.28 議案第 38 号  職員の人事異動について 

9.5 議案第 39 号 職員の人事異動について 

11.27 議案第 47 号 令和７年度伊勢市立小中学校教職員人事異動方針について 
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3.3 議案第 ８号 学校長、教頭異動内申について 

議案第 ９号 教諭等異動内申について 

3.21 議案第 14 号  職員の人事異動について 

議案第 15 号  職員の任免に関する教育委員会の意見の聴取について 

3.28 議案第 16 号  伊勢市学校運営協議会の設置等に関する規則の一部改正に 

ついて 

 

≪協議会≫ 開催回数：全 12 回（毎月１回） 

    各課から事業の進捗状況、イベント・行事開催等の報告 

（２） 研修会、協議会等への出席 

市町等教育長会議、南勢志摩地域教育長会議などに出席しました。 

出席日 内  容 

4.24 第１回市町等教育長会議 

4.25 

～26 

第 34 回東海北陸都市教育長協議会定期総会並びに研究大会 

【令和６年度 刈谷大会】 

6.28 第１回南勢志摩地域教育長会議 

7. 3 第２回市町等教育長会議 

8. 9 三重県市町教育委員会教育委員等研修会 

10. 3 第３回市町等教育長会議 

11. 7 三重の教育談義 

11.26 第２回南勢志摩地域教育長会議 

 2.14 第４回市町等教育長会議 

 

（３） 学校訪問等 

入学式、運動会、卒業式等に合わせて各委員が学校を訪問しました。 

出席月 内  容 

４月 小中学校入学式 

５月 小中学校訪問、小中学校運動会 

６月 小中学校運動会 

10 月 小学校運動会 

１月 二十歳のつどい 

３月 小中学校卒業式 
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（４） 職員任免の状況 

   事務局 小学校 中学校 幼稚園 
スポーツ

施設 
計 途中退職 途中採用 計 

正
規
職
員 

事務員等 60     60 1  59 

給食調理士  25    25   25 

業務員 1  10   11   11 

幼稚園教諭    13  13   13 

再任用 3 1    4   4 

計 64 26 10 13 0 113 1 0 112 

会
計
年
度
任
用
職
員 

事務員等 47   1  48 1 4 51 

給食調理士  68    68 7 17 78 

業務員等 7 21  2 16 46 3 3 46 

ＡＬＴ 18     18 2  16 

看護師等  1    1 1 1 1 

学習支援員等  78 20 10  108 2 9 115 

非常勤講師  22 9   31 1 2 32 

部活動指導員   11   11 1 3 13 

養護教諭    1  1   1 

計 72 190 40 14 16 332 18 39 353 

 合計 136 216 50 27 16 445 19 39 465 

  

措置状況 

【前年度の指摘事項】 

今後、不登校やインクルーシブ教育に力を入れ

ていくとのことであるが、多様化していくこれか

らの時代において、とても必要不可欠な取り組み

であり、是非とも誰一人取り残さない教育の推進

のためご尽力いただきたい。 

また、従来の活動をそのまま行うのではなく、

Web技術の活用等を含め新型コロナウイルス感染

症の期間に得られた新しい教育の形を引き続きめ

ざしていただき、今後より一層、教育委員の方々

の学校活動への参観や先進地視察等を通して、新

しい取り組みを行っていただきたい。 

【措置状況】 
不登校対策として小学校７校の校内に別室（ねす

とルーム）を設置し、支援員（ねすとルームサポー

ター）を配置した結果、短時間でも登校できるよう

になった、授業に参加できるようになったなどの効

果があった。 

今後も先進地視察や総合教育会議など、新たな知

見や考え方を取り入れる場を積極的に活用し、教育

施策の向上に努めていきたい。 

 

自己評価 

・議案等の資料を教育委員会の一週間程度前には教育委員の手元に届くように送付することで、委員が

教育委員会までに議案等に目を通し、当日の審議を円滑に遂行することができた。 

・市長と教育委員が教育施策について協議・調整する場である総合教育会議において、重点施策である

子ども読書活性化プロジェクトについて議論を行い、今後の施策の方向性について市長と共有すること

ができた。 
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今後の課題と取組 

・教育委員会の会議は公開しているものの傍聴者は少ないため、教育委員会の活動内容等を積極的に市

民に情報発信していく必要がある。 

 

（点検・評価） 

【中西】 

教育委員会の活動を遂行するにあたり、円滑に遂行できていることは評価できる。また、市長と教育

委員が教育施策について協議・調整する場である総合教育会議において、重点施策である子ども読書活

性化プロジェクトについて議論を行い、今後の施策の方向性について市長と共有できたことも評価した

い。今後も限られた時間の中で、議論できる仕組み作りがなされていくことを期待したい。 

 

【上野】 

多様化していくこれからの社会において、特に不登校への対策、支援に力を入れておられるとお聞き

しました。これはとても必要不可欠な取り組みです。是非とも誰一人取り残さない教育の推進のためご

尽力をお願いいたします。 

また、今後より一層、教育委員の方々の学校活動への参観や先進地視察等を通して、これまでの教育

活動の不易の部分は大切にしながら、新しい取組についても是非積極的に行っていただくよう進めてい

ただきたいと思います。 
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「教育委員会が管理・執行する事務」の点検評価 

基本施策１：確かな学力と社会を形成する力の育成 
（事務局の評価） 

施策名 ① 学力の育成 部署名 学校教育課、教育メディア課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

現在の教育を取り巻く社会情勢は、人口減少や少子高齢化、経済や社会のグローバ

ル化、急速な技術革新に伴う超スマート社会（Society5.0）等が進む中で大きく変化

しています。このような社会を生きる子どもたちには、基礎的・基本的な知識及び技

能、それらを活用して課題を発見・解決するために必要な思考力・判断力・表現力、

そして主体的に学習に取り組む態度をバランスよく育成する必要があります。また、

個性を生かし多様な人々との協働を促す教育の充実に努めることも大切です。 

そのために、子どもたちが「何を理解しているか、何ができるか」、「理解してい

ること、できることをどう使うか」、「どのように社会、世界と関わり、よりよい人

生を送るか」の視点から、必要な資質・能力を身につけられるよう、主体的・対話的

で深い学びの実現に向けた授業実践が求められます。 

また、社会全体のデジタル化・オンライン化が進む中、学校教育においても１人１

台端末等ICTを日常的に活用しながら、多様な子どもたちを誰一人取り残すことなく育

成する「個別最適な学び」と、子どもたちの多様な個性を最大限に生かす「協動的な

学び」を一体的に充実させていくことも求められています。そこで、これまでの授業

実践とICTのベストミックスを図るとともに、子どもたちの学習における状況を教員が

丁寧に把握し、自らの指導方法を不断に見直し、改善していくことが必要です。さら

に、このような教育実践を支える、情報機器及びネットワークの整備も同時に進めて

いく必要があります。 

加えて、子どもたちが確かな学力を身に付けるためには、学習指導要領の「よりよ

い学校教育を通じてよりよい社会を創る」という目標を学校と家庭・地域が共有し、

連携・協働しながら、新しい時代に求められる資質・能力を育むととともに、家庭に

おける教育力の向上と生活習慣や学習習慣を確立することが必要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 学習指導要領の着実な実施 

   学習指導要領に示された、各教科の資質・能力を育成するため、教員が目標・学習内容・評価基

準等を把握し、子どもたちが見通しをもち、自らの学びを振り返り、主体的に学ぶことができる授

業づくりを実践します。 

 

② 子どもたちの学習における状況把握と授業改善の取組の推進 

   子どもたちの学習内容の理解・定着や課題を把握するとともに、それに基づいた授業改善の研究

や取組を推進します。 

 

③ GIGAスクール構想の推進 

     １人１台端末等ICTを活用し、「個別最適な学び」や「協働的な学び」を推進し、そのために活用

に係る教員研修の実施や、コンピュータ等機器の環境整備を進めます。 

   また、子どもたちがICTを適切・安全に使いこなすことができるよう情報リテラシーや情報モラ

ル等の情報活用能力の育成を進めます。 

 

④ 学校・家庭・地域と連携した取組の推進 

   家庭の教育力の向上、家庭での生活習慣、家庭学習の習慣の確立に向け、三重県やPTAと連携し

取り組みます。 
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数値目標 

成果指標 
Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元現状値） 
Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

目標基準準拠検査（※

２）の国語において、

小学校は「十分満足」

「おおむね満足」に該

当する評定となった児

童の割合、中学校は「十

分満足できるもののう

ち特に程度が高い」「十

分満足」「おおむね満

足」に該当する評定と

なった生徒の割合（※

３） 

小学２年生 92％ 

小学３年生 87％ 

小学４年生 86％ 

小学５年生 87％ 

中学１年生 89％ 

中学２年生 86％ 

 

（小学２年生 84％） 

（小学３年生 88％） 

（小学４年生 79％） 

（小学５年生 82％） 

（中学１年生 83％） 

（中学２年生 81％） 

小学２年生 85％ 

小学３年生 91％ 

小学４年生 82％ 

小学５年生 75％ 

中学１年生 89％ 

中学２年生 87％ 

小学２年生 96％ 

小学３年生 95％ 

小学４年生 90％ 

小学５年生 87％ 

中学１年生 90％ 

中学２年生 90％ 

目標基準準拠検査の算

数・数学において、小

学校は「十分満足」「お

おむね満足」に該当す

る評定となった児童の

割合、中学校は「十分

満足できるもののうち

特に程度が高い」「十分

満足」「おおむね満足」

に該当する評定となっ

た生徒の割合（※３） 

小学２年生 92％ 

小学３年生 84％ 

小学４年生 83％ 

小学５年生 83％ 

中学１年生 74％ 

中学２年生 81％ 

 

（小学２年生 86％） 

（小学３年生 91％） 

（小学４年生 83％） 

（小学５年生 80％） 

（中学１年生 67％） 

（中学２年生 77％） 

小学２年生 88％ 

小学３年生 86％ 

小学４年生 85％ 

小学５年生 76％ 

中学１年生 81％ 

中学２年生 77％ 

小学２年生 95％ 

小学３年生 96％ 

小学４年生 87％ 

小学５年生 87％ 

中学１年生 85％ 

中学２年生 85％ 

「学校における教育の

情報化の実態等に関す

る調査」（文部科学省）

（※４）において、「で

きる」と回答した教員

の割合 

47.6％ 

（44.3％） 
49.3％ 80.0% 

普通教室（普通学級・

特別支援学級）及び特

別教室における電子黒

板の設置率 

55.7% 

（38.8％） 
96.3％ 100% 
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主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①②④ 学力向上推進事業 

6,434,999 

目標基準準拠検査（CRT）を市内全小中学校（対

象及び実施教科：小学校２～６年生国語・算数、中

学校１年生国語・数学、中学校２年生国語・数学・

英語）で実施し、授業改善及び個に応じたきめ細か

い指導に生かした。また、研究校を「教育課程一般

に係る実践研究」について２校指定し、課題解決に

向けた計画的・継続的な授業改善に係る実践研究を

行った。 

6,153,862 

③ 小学校・中学校教育用

コンピュータ管理経費 
191,609,060 

ICTアドバイザー・ICT支援員による学校の支援、

機器・ソフトウェアの導入・更新や保守管理を行う

ことで、ICTを活用しやすい環境づくりやサポート

を行った。 
 283,330,934 

改善措置状況 

施策・事業名 学力向上推進事業 

【前年度の指摘事項】 

・数値目標となっている目標基準準拠検査の結果

については、令和２年度現状値よりも低下してい

る学年もあることから、児童生徒の分野・内容ご

との到達度等をもとに実態に応じた指導・支援を

行っていただきたい。 

・家庭の社会経済的背景(SES: Socio-Economic 

Status)が低い児童生徒ほど、各教科の正答率が低

い傾向が見られる一方、「主体的・対話的で深い学

び」に取り組んだ児童生徒は、SESが低い状況に

あっても各教科の正答率が高い傾向が見られる。」

といった報告もあり、伊勢市の状況を調査される

ことを期待する。 

【措置状況】 

市内全小中学校の担当者が参加する学力向上推

進会議にて、伊勢市の目標基準準拠検査の分析結果

と今後の活用について外部講師による講演を開い

た。また、全国学力・学習状況調査やCRTの結果を

踏まえ、小学校全校に学校訪問を行い、各校の課題

の確認や授業改善の方法について伝えた。各校への

要請訪問においては、目標基準準拠検査やみえスタ

ディチェック、全国学力・学習状況調査の分析結果

も踏まえ、具体的な授業改善の方法について助言を

行った。 

施策・事業名 学力の育成 

【前年度の指摘事項】 

成果指標にある「学校における教育の情報化の

実態等に関する調査」において「できる」と回答

した教員の割合」が前年度より改善しているもの

の、目標値と大きな差がある。「児童生徒のICT活

用を指導する能力」「授業にICTを活用して指導す

る能力」に課題があるとの事で、教員向けの研修

講座を企画するなど対策に取り組んでいただきた

い。 

今後、より一層ICTを用いた指導能力が必要と

なる。そのような意味で、ICTスキルアップ講座

をはじめ、ICTアドバイザーやICT支援員等を配

置し、教員が児童生徒のICT活用を指導するため

の能力の向上の機会を設けている点について評価

できる。今後もこのような活動を通して、より多

くの教員が「学校における教育の情報化の実態等

に関する調査」において「できる」と自信を持っ

【措置状況】 

 教員向けの研修講座としてICT活用力向上研修会

を各校で実施したり、ICTスキルアップ講座を夏季

研修講座として開設したりして児童生徒のICT活用

を指導する能力の育成に取り組んだ。また、授業に

ICTをより活用するために、デジタル教科書の研修

会やドリルソフトの研修会も新設した。 

また、各校のICT活用の課題に応じてICT支援員

やICTアドバイザーを派遣して、ICT活用支援のニ

ーズに応じた。 
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て回答できるようにしていただきたい。 

自己評価 

・数値目標となっている目標基準準拠検査の結果については、昨年度の結果と比べ向上傾向がみられる 

学年と、課題のある学年があり、数値は目標値には至っていない。家庭学習での基礎的な知識・技能の 

積み上げがなされにくいことにも原因があると考える。 

・令和６年度も、学習指導要領に示されている主体的･対話的で深い学びの実現に向けた授業改善及び評

価について、多くの学校から講師の派遣依頼があり、各校の状況に応じた助言及び支援を行うことがで

きたと考える。 

・ICTの効果的な活用を通した「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的な充実について、三重

県コンテンツアドバイザーの助言を受けながら、GIGA通信や研究発表会等を通して市内小中学校に発信

することができたと考える。 

・目標基準準拠検査や全国学力･学習状況調査、県独自の学力調査（みえスタディ･チェック）の結果を

踏まえた学校訪問を丁寧に行い、学力向上に係る課題や取組の共有を行うことができた。学校によって

抱える課題は異なるため、それぞれの学校の結果を分析し、伝え、適切にアプローチしていくことの重

要性を感じるとともに、来年度もこの取組を継続していきたいと考える。 

・県事業「わかる授業推進事業」では、国語、算数・数学における効果的な少人数指導（習熟度別少人

数指導、 ティーム・ティーチング）を推進し、子どもたちの確かな学力の育成につなげることができた。

指導係内でもその様子を共有し、また公開授業をとおし、他の小中学校へ還流していくことでこの取組

での成果を広めていくことにつながると考える。 

今後の課題と取組 

・「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」の「できる」の項目が昨年度より５ポイント下が

った。教員の能力が高くなると自己評価も厳しくなると考えられるが、昨年度と同様に「できる」の４

項目のうち「児童生徒のICT活用を指導する能力」が最も低いので、引き続き児童生徒に効果的にICT

を活用させることができるかのスキルの伸長をめざす必要がある。 

・GIGAスクール構想５年目となるので、ネクストGIGAと言われるセカンドステップに向けてこれまで

の成果と課題を明らかにしつつ、蓄積した活用実績や調査研究結果を踏まえ、活用を焦点化していく必

要がある。 

・各校で家庭学習の手びきを作成し、家庭へも周知を進めたことで、小学校の家庭学習の時間について

は、昨年度と比較すると少し改善が見られた。令和７年度においても、各校の家庭学習への取り組ませ

方を調査しつつ、家庭学習の効果を高める方策を検討する必要がある。その中でタブレット端末のドリ

ルソフトを効果的に活用し、学習内容の理解・定着に役立てたい。 

・目標基準準拠検査等、学力調査の結果について、校内で情報共有し、学校全体で系統的な取組ができ

るように、学校訪問や研修会をとおして指導し、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善

を推進する必要がある。 

・指導主事による出前研修の実施や要請訪問をとおし、目標基準準拠検査及び全国学力・学習状況調査

等を活用した学力の実態の分析結果に基づいた課題解決に向けた授業改善の方法について、各学校の実

情に合わせ助言を行っていく必要がある。 

※１：令和２年度（2020 年度）の実績値は新型コロナウイルス感染症の影響を受けている可

能性があるため、令和元年度（2019 年度）の実績値も併記（以下の施策についても同様）。  

※２：学習指導要領に示された目標をどれだけ達成したか、目標にどれだけ近づいたかを評

価する学力検査  

※３：目標基準準拠検査の結果は整数で算出されるため整数表記  

※４：「教材研究・指導の準備・評価・校務などに ICT を活用する能力」「授業に ICT を活用

して指導する能力」「児童生徒の ICT 活用を指導する能力」「情報活用の基盤となる知識や態

度について指導する能力」からなる。  
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（点検・評価） 

【中西】 

数値目標となっている目標基準準拠検査の結果については、令和２年度現状値よりも低下している学

年もあることから、児童生徒の分野・内容ごとの到達度等をもとに実態に応じた指導・支援を行ってい

ただきたい。 

また、成果指標にある「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」において「できる」と回

答した教員の割合」が前年度より低下し、目標値とも大きな差がある。ただ、「ややできる」を含めた

場合には、県平均、全国平均と比較しても好い実績値が得られているとのことで、今後も教師向けの研

修講座を企画するなど対策に取り組んでいただきたい。 

 

【上野】 

昨年度もコメントをさせていただきましたが、これからより一層ICT機器等を用いた授業の指導能力

や活用能力が必要となってきます。そのような点におきまして、ICTスキルアップ講座だけではなく、

ICTアドバイザーやICT支援員等の適切な配置や、教員自身が児童生徒のICTの積極的な活用に向けて

指導するための能力の向上の機会を設けている点についてとても評価できます。今後もこのような活動

を通して、より多くの教員が「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」において「できる」

と自信を持って回答できるようにしていただきたく思います。 

 また、目標基準準拠検査（CRT）につきましては学年によって向上傾向が見られる学年とそうでない学

年が引き続き見られます。指導主事等による出前研修の実施や要請訪問も行っていただいているとお聞

きしましたが、それだけにとどまることなく経年の比較・分析を行うなどして、引き続き児童生徒の学

力向上に尽力していただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 ②グローバル教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

現代社会は、政治、経済、文化等、どの分野においても世界とのつながりが重要になっています。今

の子どもたちが大人になる頃には、訪日外国人と接する機会が増加したり、子どもたちが卒業後に海外

へ赴任する機会が訪れたりするなど、外国語を用いたコミュニケーションの機会が格段に増えることが

予想されます。 

このようなグローバル化が進展している今、国際的な視野をもち、自分の意見や考え方を発信する力

の育成が求められています。そして、異なる文化や考えをもつ人たちと触れ合い、協働して、ともに成

長し、新たな価値を生み出すことが重要になってきます。 

学校では、互いの国・地域の食文化や伝統行事等を紹介し合う取組や、本市で出会う外国人の方との

交流等、多文化共生教育を進めています。 

自分の意見や考え方を発信したり、交流を深めたりするために求められるのが、語学力、とりわけ国

際的な共通語となっている英語でのコミュニケーション能力です。令和２年度（2020年度）には小学校

高学年で外国語科が、また、中学年で外国語活動が実施されています。英語力を高めるためには、今後

も、カリキュラム編成や小学校における教員の指導力の向上について、取り組む必要があります。また、

子どもたちの異文化理解の精神、豊かな語学力、コミュニケーション能力を育成するためのより良い学

習環境づくりを進めることが重要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 小中学校における英語教育の推進 

   ALTを活用した授業実践に伴う教員の指導力向上及び子どもたちの外国語によるコミュニケーシ

ョン能力の向上に努めます。 

 

②  ALTとの交流による国際理解教育の推進 

   子どもたちがALTと交流する場を設定し、外国語での生きたコミュニケーションを体験すること

で、外国語への関心を高めます。また、異文化理解の機会とします。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元現

状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

中学校卒業段階で英検３級以上相当の英

語力を習得した生徒の割合（※１） 

43.7％ 

(42.8％) 
50.2％ 52.5％ 

ALT との夏季休業中等における児童生徒

の交流事業及び ALT による教職員対象の

校内研修の実施日数（年間）（※２） 

－ 

（－） 
６日 ９日 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① ② エンジョイイングリッ

シュ事業 
12,882,110 

ALTとふれあい、一緒にさまざまな活動に取り組

むことは、コミュニケーション能力の向上、異文化

理解につながる良い機会となった。 

英語学習への興味関心、意欲向上を図るきっかけ

のひとつとして、英語検定料の補助を行った。 

平成30年度よりALTによる就学前施設訪問を行

っている。ゲームや歌、絵本の読み聞かせをとおし

て、子どもたちと英語に親しむ活動を実施した。 
12,335,546 
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①② ALT活動事業 

75,019,331 

中学校の外国語科、小学校の外国語科、外国語活

動の授業で担当教員の補助を行うため、外国語指導

助手を雇用した（直接雇用９人、JET参加者９人（２

名：任期満了、１名：退職）。ALTと英語でのコミュ

ニケーションを行う中で児童生徒が英語に親しみ、

英語力の向上につながった。 
70,440,854 

改善措置状況 

施策・事業名 エンジョイイングリッシュ事業 

【前年度の指摘事項】 

「ALTとの夏季休業中等における児童生徒の交

流事業及びALTによる教職員対象の校内研修の実

施日数（年間）」について、計画的に取り組んでい

ただきたい。 

【措置状況】 

 夏季休業中には、「小学生ちょこっと英語体験」

「中学生英語スピーチコンテスト」を行い、ALTと

児童生徒が交流する機会を設けた。 

４月に開催した第１回外国語担当者会議におい

て、ALTを活用した教職員対象の校内研修の実施に

ついて周知をした。 

施策・事業名 エンジョイイングリッシュ事業 

【前年度の指摘事項】 

「中学校卒業段階で英検３級以上相当の英語力

を習得した生徒の割合」については、目標値に近

づいてはいるが、国際的な視野をもち、自分の意

見や考え方を発信する力の育成に取り組んでいた

だきたい。 

【措置状況】 

 中学校の英語担当教員へ、中学校卒業段階で英検

３級以上相当の英語力をつけることをより意識し

指導をするよう働きかけた。グローバルな視野を育

成するために、「自分の夢」や「より安全な世界の

ために」等のテーマを設定して「中学生英語スピー

チコンテスト」を行った。また、郷土について外国

人観光客や県民に対して英語で情報発信を行う「ワ

ン・ペーパー・コンテスト」への参加を呼びかけた。 

施策・事業名 エンジョイイングリッシュ事業 

【前年度の指摘事項】 

小学校と中学校の先生方が連携していただき、

系統的な指導を行うことができるような体制づく

りの構築をお願いしたい。 

【措置状況】 

 小中外国語担当者研修会を実施し、「これからの

英語教育における小中連携の方向性」について研修

を行った。また、各中学校区で情報交換を行い、各

校の取組や成果と課題について話し合った。 

 授業の参観や交換授業の実施についても周知を

した。 

自己評価 

・中学校担当教員の日頃からの意識した指導により、中学校卒業段階で英検３級以上相当の英語力を習

得した生徒の割合を伸ばすことができたと考える。 

・令和６年度は、夏季休業中のALTとの交流活動「小学生ちょこっと英語体験」及び「中学生英語スピ

ーチコンテスト」を集合型にて実施をすることで、児童生徒の英語への意欲や英語をツールとしたコミ

ュニケーション能力を向上させることができたと考える。 

・外国語担当者会議や外国語担当者研修会において、英語教育における言語活動の充実やデジタル教科

書活用等の周知を行った。教員が小中の繋がりやCAN-DOリストを意識することで、児童生徒が学ぶべき

内容が明確となり、児童生徒の英語力向上につながったと考えられる。 

 

 

 



- 17 - 

今後の課題と取組 

・英語への親しみがもてるよう、授業にて英語でコミュニケーションすることの楽しさを体感させると

ともに、タブレット端末を効果的に活用しながら子どもたちの意欲が高まるような指導がなされるよう、

教職員に働きかけたい。またALTへは、授業以外にも積極的に子どもたちと活動をともにし、英語と触

れ合う時間を数多く設けるよう働きかけていく。 

・「英語検定」「中学生英語スピーチコンテスト」「小学生ちょこっと英語体験」の活動への参加をとおし、

子どもたちの英語への興味関心を高める取組を推進する。「小学生ちょこっと英語体験」では、例年決ま

った児童の参加が目立っていることが課題である。今後は、いろいろな児童が参加できるような工夫を

していく。 

・講師を招聘し、教職員の研修の機会を保障していく。 

・市内小中学校において、どのような実践が行われているのかの交流がなされていないことが現状であ

る。教職員及びALTの指導力向上に向け、授業参観及び研修会等を通じ、自分自身の授業を振り返った

り、より良い取組を自分の授業に生かしたりできる環境を整えていく。また、子どもたちが小学校英語

から中学校英語へスムーズに移行ができるよう、小学校と中学校の教員が交流する場を設定していく。 

※１：中学３年生全体の人数に対する、英検３級以上を取得している生徒数と実際に英検３

級以上は取得していないが、それに相当する英語力を有していると英語担当教員が判断

する生徒を合わせた生徒数の割合 

※２：ALT が平素の学校における授業や行事で子どもたちと関わる以外に、夏季休業中等に教

育委員会主催で実施する ALT と児童生徒との交流事業、ALT を活用した教職員の指導力向

上に向けた校内研修会（小学校）の実施日数 

 

（点検・評価） 

【中西】 

数値目標を設定している「中学校卒業段階で英検３級以上相当の英語力を習得した生徒の割合」につ

いては、前年度と大きな変化はなかったため改善に取り組むとともに、国際的な視野をもち自分の意見

や考え方を発信する力の育成に取り組んでいただきたい。 

一方、「ALTとの夏季休業中などにおける児童生徒の交流事業及びALTによる教職員対象の校内研修

の実施日数（年間）」についても計画的に取り組んでいただきたい。 

市内小中学校において、どのような実践が行われているのかの交流がなされていないことが現状であ

るとの課題が指摘されており、授業参観及び研修会等を通じ、教師の能力向上に取り組んでいただきた

い。 

 

【上野】 

これからの時代を生きる子どもたちにとって外国語（英語）能力は必要不可欠です。そのような意味

において「英語検定」「中学生スピーチコンテスト」「小学生ちょこっと英語体験」など児童生徒が楽し

みながら英語と触れ合う機会を設けていただいている点について高く評価できます。今後もこのような

活動を継続的に続けていただき、成果指標である「中学校卒業段階で英検３級以上相当の英語力を習得

した生徒の割合」について目標値に近けるようにしていただきたく思います。 

また、小学校英語から中学校英語へ入ったとたんに楽しかった外国語（英語）の授業が急に難しく感

じる生徒が多いという声もよく聞きます。現在も小学校と中学校の教員が交流する場を設けていただい

ているとお聞きしましたが、今後も是非先生方が連携していただき、系統的な指導を行うことができる

ような体制づくりの構築をお願いしたいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 
③主体的に社会を形成する力の

育成 
部署名 学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

社会が急速に変化する中、子どもたちは、あらゆる課題に出合い、それらの課題を解決しながら新し

い道を切り拓くことが重要になってきます。子どもたちが生活や社会の中で出合う課題について、主体

的に判断し、自らの能力を発揮するために、学校での学びと社会とのつながりを感じながら学びに向か

う必要があります。また、選挙権年齢が18歳以上となったことや成年年齢が引き下げられ、子どもたち

が早い段階から社会を形成していく力を身に付ける必要があります。 

社会を形成していく力を身に付けるには、SDGs（持続可能な開発目標）について理解し、誰一人取り

残されない持続可能な未来の社会を主体的に創造する基礎となる力を育むことが重要であり、現代社会

におけるさまざまな問題を、自らの問題として主体的に捉え、身近なところから取り組んでいくことが

大切です。そのためには、これまでも取り組んできた環境教育をはじめ、国際理解や福祉、防災等SDGs

との関係性を意識した教育に取り組んでいく必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 社会参画力の向上 

   環境、文化、福祉、ボランティア等に関する体験・交流学習、地域の方とのふれあいを通した体

験活動、創意工夫を生かした学習活動を実施します。 

 

② 社会の形成者として行動する力の育成 

社会科を中心として地域や社会にある課題や政治の働きについて関心をもち、多角的に考えたり

話し合ったりする授業づくりを推進します。 

 

③ 実社会で必要とされる力の育成 

   社会科や家庭科を中心に自立した消費者としての役割や責任ある消費行動についての学習を推進

します。 

 

④ SDGsに関する取組 

   地球温暖化防止、ごみ減量やリサイクル等に関する教育を地域や地元企業等と連携して実践的で

探求的な環境教育を推進します。 

その他世界で起きている諸問題について、子どもたちが自らのこととして課題を理解し、主体的 

に解決をめざす実践的な活動を推進します。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元現状

値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

地域や社会をよくするために

何をすべきか考えることがあ

る児童生徒の割合。（※１） 

小学校 
64.3% 

（56.4%） 
83.5% 68.0% 

中学校 
65.0% 

（42.9%） 
77.0% 66.0% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①②③

④ 

豊かな心を育む体験交

流活動推進事業 

3,350,605 

園児児童生徒が自然を大切にする心や他を思い

やる優しさ等豊かな心を育むことを目的に、市内幼

稚園及び小中学校で行われる自然や環境、文化やボ

ランティアについての体験や交流、創意工夫を生か

した教育活動を支援した。 
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2,580,483 

〇実施幼稚園・学校数 

 幼稚園 ２園・小学校 22校・中学校 ５校 

 

中学校では、思春期保健相談士や助産師を講師と

して招き、自分のいのちが大切に守られ今まで成長

してきたことやありのままの自分を大切にするこ

となどの話を聞き、生徒の自己肯定感を高め、自分

自身を見つめる機会とする「いのちの学習」を実施

した。 

〇実施校数 中学校10校 

改善措置状況 

施策・事業名 豊かな心を育む体験交流活動推進事業 

【前年度の指摘事項】 

 地域や外部の人材を活用し、児童生徒の体験的

な学びの機会をより一層増やし、地域や社会づく

りに貢献できる人材を育成していただきたい。 

【措置状況】 

 地域に出向いた体験活動や地域の方との交流学

習が行われるよう、市内全小学校及び市立幼稚園と

中学校５校において、「豊かな心を育む体験交流活

動推進事業」を実施した。全中学校において、講師

を招聘し「いのちの学習」を実施した。他課の実施

する体験教室や学校から要望があった場合に講師

を紹介した。  

施策・事業名 豊かな心を育む体験交流活動推進事業 

【前年度の指摘事項】 

主な取組に挙げている持続可能な開発目標

（SDGs）などを踏まえ、資源の有限性、貧困、イ

ノベーションなど、地域や地球規模の諸課題につ

いて、児童生徒が自ずからの課題として考え、地

域や社会づくりに参画する態度を育成していただ

きたい。 

【措置状況】 

 豊かな心を育む体験交流活動推進事業において、

それぞれの園・学校の創意工夫した学習を通して、

園児児童生徒が考え、気づき、行動する学習を実施

するよう依頼した。各園・学校において、農業体験

や環境学習等、地域の特色や外部人材を生かした教

育活動が行われた。 

自己評価 

・「豊かな心を育む体験交流活動推進事業」により、全ての市立幼稚園及び小学校と中学校５校が、自然

環境や農業等の体験活動、講師を招聘しての講話や交流等、創意工夫した教育活動の実施が可能となっ

た結果、より多くの園・学校が多様な地域の人材とつながり、園児児童生徒が新たな気づきや課題意識

を持つ機会を創出できたと考える。 

・「地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある児童生徒の割合」が昨年度と比較すると、

小学校は6.9%、中学校は7.3%増加した。本事業を継続して実施し各園・学校において社会の形成者の素

地となる体験や活動等を積み重ねることができたことが、実績値に反映されたものと考える。 

・中学校で行われる「いのちの学習」では、あかちゃんふれあい体験をふくむいのちの学習を２校が実

施、思春期保健相談士や助産師による講話を８校が実施した。毎年度各校が対象学年の生徒の実態に応

じた講話を講師に依頼でき、また、録音された胎児の心臓の音を聞いたり直接乳幼児と触れ合ったりす

る体験等を行うことができていることからも、自分や他者の命について考える貴重な機会として必要性

が高いと考える。 

今後の課題と取組 

・地域や社会をよくするために何ができるかを主体的に考える子どもたちの育成を図るため、各園・学

校において学校や地域の特色を生かした工夫された教育活動が継続して行われるよう、園・学校を引き

続き支援する。 

・学校が地域や外部の人材とのつながりを増やせるよう、外部団体や人材を紹介する。また、外部団体

や人材との連携を図る。 

・体験活動等がより各校のねらいに沿ったものへと発展させられるよう、各校で行われる教育活動を共
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有する。また、気づきや課題意識を持つ機会の創出はできたが、更に気づきについて考えたり話し合っ

たりする活動や、課題解決をめざし主体的に行動する活動を充実させることに課題があることから、児

童生徒が体験や交流学習から得た気づきや課題を、自分事として考え、行動することにつながる実践の

共有を図る。 
※１：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において「地域や社会をよくするために何

をすべきかを考えることがありますか」、令和５年度からは「地域や社会をよくするため
に何かしてみたいと思いますか」という質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の児
童生徒の割合。  

 

（点検・評価） 

【中西】 

前年度に続き、成果指標「地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある児童生徒の割

合。」が大幅に向上したことは評価できる。今後も地域や社会で学ぶ機会を設け、多様な立場の方々と

の学びを通じて社会の形成者として必要な学習を実施していただきたい。 

また、課題解決をめざし主体的に行動する活動を充実させることに課題があることから、子どもたち

の日頃の学習活動そのものが問題解決・課題解決につながることを教師から意味づけなおしていただき

たい。 

 

【上野】 

「地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある児童生徒の割合」の実績値が示してい

る通り、これまでの様々な体験や活動の成果が表れてきており、大変評価できると思われます。これか

らも豊かな心を育む体験交流活動を積極的に行うことにより、児童生徒が自ら考え、気づき、行動する

機会を設けるような場を大切にしていただきたいと思います。 

 また、地域や外部の人材を活用し、児童生徒の体験的な学びの機会をより一層増やし、地域や社会づ

くりに貢献できる人材を育成していただきたいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 ④ キャリア教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

社会が急速に変化し、就労内容の多様化等が進む中、子どもたちが、自らの生き方や働き方について

考えを深め、職業生活に必要な知識や技能を育むことや、学習生活と社会のつながりを意識した教育の

必要性が一層高まっています。 

誰もが、自分が進みたい道を見つけることができるような教育を進めるとともに、見つけた自分の道

に向かって成長することができる力を育んでいかなければなりません。 

学校では、キャリアパスポート（※１）により、学習と自分の将来との関係に意義を見出して学ぶ意

欲を高めるとともに、学校での学びを社会に役立てられるよう、子どもの発達段階に応じたキャリア教

育を推進します。 

子どもたちは、学校内外でさまざまな人と出会い多様な価値観と出会うことで考えを深めたり、様々

な人との接し方を学んだりします。その学びを通じて、子どもたちは、自分の存在が認められたり、自

分の活動によって社会をよりよくしたりできること等の自己有用感をもつことができます。このような

地域とつながる教育を支えることができるのは、この地元伊勢に関わる大人たちです。そして、子ども

たちが、将来伊勢のために活躍したいという思いを抱くようになるためにも、経験談や地元で働くこと

の意義、伊勢のよさ等を伝えていく必要があります。学校は、この地域と子どもたちとの良きつながり

をつくっていく役割を担います。 

学校と家庭・地域が連携し、全ての子どもたちが将来の社会生活や職業生活で他者と協力・協働でき

るよう、コミュニケーション能力を身に付ける取組を進めます。 

※１：児童生徒が、小学校から高等学校までの諸活動について、特別活動の学級活動を要とし

て、自らの学習状況やキャリア形成を見通したり、振り返ったりしながら、自身の変容や成長

を自己評価できるよう学習過程や成果等の記録を計画的に蓄積したファイルのこと。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① キャリア教育の推進（職場体験学習の推進） 

    さまざまな教育活動にキャリア教育の視点を取り入れ、子どもたちが自分の将来に夢や目標をも

ったり、働くことや職業についての理解を深めたりすることができるようにします。また、地域・

企業等と連携して職場講話・職業体験等の学習を進めます。 

 

② 体験的活動の充実 

   子どもたちが社会への参画と貢献に対する意欲・態度をもつよう、発達段階にあわせ、ボランテ

ィア活動といった体験的な活動に取り組みます。また、自分たちの地域で、町をよりよくしていこ

うとがんばっている人と出会い、話を聞くことを通して、地域を誇りに思い、自分の住んでいる地

域を大切にしていこうとする心を育みます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元現

状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

職場体験学習が進路や将来について考え

る機会となった生徒の割合（※１） 

（※３） 

（90.7%） 
90.4% 92.0% 

小学校において職場見学や職場体験を行

った学校の割合（※２） 

60.9% 

（78.3%） 
72.7% 100.0% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①② 未来へチャレンジ！職

場体験推進事業 
1,162,819 

市内全中学校の２年生が計画通り実施すること

ができた。 

さまざまな職業についての体験活動、調べ学習や

職業人を招いての講話及び動画鑑賞等をとおして、
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983,020 

働くことに対する意識を高めるとともに、進路選択

に向け主体的に考えようとする姿勢を培うことが

できた。 

改善措置状況 

施策・事業名 未来へチャレンジ！職場体験推進事業 

【前年度の指摘事項】 

小学校においては職業に関する体験活動の実施

は児童の学習意欲の向上に影響していること、中

学校においては大多数の生徒が職場体験活動を振

り返って有意義と感じているなど、職業に関する

体験活動の重要性が指摘されている。 

このような中、以前のように職場体験学習が実

施できるようになり、「職場体験学習が進路や将

来について考える機会となった生徒の割合」が

89.7％と、R2現状値と同程度の実施割合に改善し

たことは評価できる。また、商工労政課・商工会

議所と連携してすすめている「アウトオブキッザ

ニア」についても成果を期待したい。 

【措置状況】 

 市内全中学校において３日間の職場体験を行っ

た。また、「ビジネスパーク伊勢」においても市内

全中学校から希望があり、さまざまな業界の職業人

を学校に招き、業務内容・仕事の特性・人生経験等

を聞いて学んだ。さらに、生徒と職業人が意見を交

流する場、全体発表する場を設けた。 

 小学校においては、校外学習や社会見学等で業務

内容を職員にインタビューしたり、実際に職場体験

活動を実施したりした。「アウトオブキッザニア」

については、地元企業19事業所が出展し、延べ460

名が参加した。特に小学校低・中学年の児童の参加

が多く、充実した体験活動を行うことができた。 

施策・事業名 未来へチャレンジ！職場体験推進事業 

【前年度の指摘事項】 

 小学校における職場見学や職場体験を行った学

校の割合が増加しており、生活科、社会科、総合

的な学習をはじめ学校の教育活動全体を通して行

うことができている点について評価できる。また、

中学校においても職場体験学習が従来通り行うこ

とができるようになってきた。また併せて、一人

一台タブレット等ICTについても上手く取り入れ

ている。このように早い段階から児童生徒に社会

的、職業的自立に向けての勤労観・職業観を育む

ことはとても大切なことである。 

【措置状況】 

実際の体験活動に重点を置きながらも、各小中学

校でICTを活用したオンラインでの活動や動画によ

るキャリア教育も継続、充実させることができた。 

また、JALグループによる航空教室を、希望のあ

った市内中学校４校で実施した。航空機を安全に飛

ばすために、どのような業務・専門性を生かし、職

員同士が連携しているのかについて、時系列に沿っ

た解説および体験を通じ、生徒たちは理解を深め

た。航空業界の意義や専門性を理解し、将来の職業

選択の可能性を広げることができた。 

自己評価 

・小学校においては、生活科、社会科、総合的な学習等のさまざまな分野において、ゲストティーチャ

ーを招いて学習を進める取組が定着している。働く人との出会いや働いている姿を間近で見るという体

験をとおして、働くことについて考える良い機会になっていると考える。 

・中学校においては、従来通りの３日間の職場体験学習が行えるようになった。また、実際に社会人と

して働いている人を講師として招き話を聞く活動（ビジネスパークの活用や学校で独自に講師招聘）を

取り入れるなど工夫している学校が多く、生徒にとって自分の将来について考える有意義な機会となってい

る。 

・ICTを利活用した学習が定着してきた。動画を見るだけではなく、離れた場所でオンラインの疑似体験がで

き、職業人との出会いや対話の中で、さまざまな職業について考える機会が作れたと考える。 

・小学校新学習指導要領では、特別活動の学級活動において「一人一人のキャリア形成と自己実現」が

中学校、高等学校との共通事項として示されている。小学校１年生からキャリアパスポートの作成を全

校にて取り組み、小学校から中学校へのスムーズな引継ぎとキャリア教育の視点を意識した取組が進む

よう働きかけた結果、途切れのない連続したキャリア教育になってきていると考える。 

今後の課題と取組 

・感染症等を理由に受入事業所が減った学校もみられる。中学校と市教育委員会が連携し、事業所の新

規開拓を進めていく。 
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・中学校における職場体験については、社会的、職業的自立に向けての勤労観・職業観を育てる大変有

意義な活動であると考えている。子供たちの事前事後の活動も大切にして取り組み、実際に体験ができ

ない場合には、オンラインや動画で施設や作業の様子を見たり、職人の話を聞いたりする機会を設けて

いく。また、「アウトオブキッザニア」（※４）を商工労政課・商工会議所と連携して進め、児童生徒

が地元企業の仕事体験ができる場を用意し、地元愛の醸成を図っていく。令和７年度は、仕事で使われ

ている本物の機材を見て、実際の現場での体験に近づけるよう、開催方法の工夫をおこなう。 
※１：中学校の職場体験学習終了後に生徒にとったアンケートで「あなたにとって、この職

場体験学習は、進路や将来について考える機会になりましたか。」の項目で、肯定的な回

答をした生徒の割合。 

※２：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において、「職場見学や職場体験活動を行っ

ていますか」という質問に対して、令和５・６年度は「職場見学を行っていますか」とい

う質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の小学校の割合。職場見学や職場体験活動に

ついては、小学校においては、社会科や総合的な学習の時間等における見学や体験活動を

意味する。 

※３：令和２年度（2020 年度）は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、職場体

験学習は中止となった。 

※４：令和６年 10 月 12 日・13 日にしんみち商店街の一画で、小学１年生から中学３年生ま 

でを対象とした職業体験をおこなった。令和７年度は 11 月８日・９日に開催予定であり、

児童生徒が地元企業へ直接出向き、各企業の施設内で体験活動を実施する。 

 

（点検・評価） 

【中西】 

小学校においては職業に関する体験活動の実施は児童の学習意欲の向上に影響していること、中学校

においては大多数の生徒が職場体験活動を振り返って有意義と感じているなど、職業に関する体験活動

の重要性が指摘されている。 

このような中、以前のように職場体験学習が実施できるようになり、「職場体験学習が進路や将来に

ついて考える機会となった生徒の割合」が90.4％と、令和元年現状値と同程度の実施割合に改善してい

る。また、「小学校において職場見学や職場体験を行った学校の割合」も大幅に改善し、令和元年現状

値に戻りつつあることは高く評価できる。 

商工労政課・商工会議所と連携してすすめている令和７年度の「アウトオブキッザニア」では、地元

企業に直接出向くということで、現場での学びの成果を期待したい。 

 

【上野】 

中学生の職場体験学習や小学校における職場見学や職場体験は子どもたちにとって非常に良い体験に

なると思います。そのような体験ができている点について非常に評価できます。今後より一層この活動

を深めていくためにも、受け入れ先を増やす工夫や、子どもたちのニーズに合ったマッチングについて

の受け入れ先との密な連携をお願いいたします。 

また併せて、ICTを上手く活用したオンラインでの活動や動画によるキャリア教育についても継続し

て行われているとお聞きしました。このように早い段階から児童生徒に社会的、職業的自立に向けての

勤労観・職業観を育むことはとても大切なことだと思いますので、引き続きよろしくお願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 ⑤ 幼児教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

幼児期の教育は、子どもたちが健やかに育ち、生涯にわたる人格形成や非認知能力の基礎を養う重要

な役割を担うとして重要性が高まっています。幼稚園・認定こども園・保育所（園）においては、子ど

もたちの主体的な活動を促す環境づくりや、幼稚園教諭・保育教諭・保育士の保育・教育に関する資質

向上が求められています。 

本市における幼稚園・認定こども園・保育所（園）施設数は、幼稚園７園、認定こども園９園、保育

所（園）25園（私立を含む）あり、いずれの施設においても小学校以降の教育を見据えた教育・保育活

動に取り組んでいます。 

幼稚園においては、幼稚園教育要領、「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」（三重県教育委

員会）に基づき、就学前の学びを生かしたスムーズな小学校教育への移行に向けて、本市における幼児

教育の研究を進めていくことが必要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 小学校への円滑な接続 

   幼稚園教諭・保育教諭・保育士と小学校教諭が、幼稚園・認定こども園・保育所（園）と小学校

における指導内容や指導方法の違いについて理解を深め、指導に生かせるよう、体験・参観するな

どの交流を進めます。 

幼稚園・認定こども園・保育所（園）と小学校間で行事等の機会を利用した参観や、小学校教員と 

の意見交換や異校種間交流の機会を設けます。 

幼児と児童との交流の機会を工夫して実施します。 

 

② 実践的研究の推進 

   実践的な研究をすることで教育・保育の課題を明確にして幼児教育の諸課題の解決に向けて研究

を進めます。 

 

③ 関係機関との連携 

   小学校・幼稚園・認定こども園・保育所（園）の代表及び保護者代表、関係機関と情報交換及び

連携、教育・保育の充実について協議します。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

小学校教員の幼稚園・保育所・認定こども

園での保育体験（参観）をした小学校数 

６校 

(10 校) 
17 校 14 校 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

② 教育研究研修推進経費

(P28,31,34,47,66と同一

事業) 

1,952,842 

公立幼稚園において、共通のテーマ「子どもの

主体性を育む環境とは」を設定し、各園で研究を

進め、交流した。 

乳幼児教育に係る専門家を講師として迎え、集

合型で研修講座を開催した。 2,001,157 

改善措置状況 

施策・事業名 幼児教育の推進 
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【前年度の指摘事項】 

 「小学校教員の幼稚園・保育所・認定こども園

での保育体験（参観）をした小学校数」の実績値

は、目標値には近づいてきており、改善しようと

いう点について評価できるが、まだまだ「小１プ

ロブレム対策」問題がある。今後も、より一層保

幼小の連携が重要視されていると思われる。 

 

【措置状況】 

 小学校への円滑な接続をめざして、幼稚園・保育

所・認定こども園で小学校教員が保育体験（参観）

をすることや、就学前の子どもが小学校を訪問した

り、小学生と交流したりする機会を設けることを、

校長会の場において全小学校長に呼びかけた。 

施策・事業名 幼児教育の推進 

【前年度の指摘事項】 

「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」等を

手掛かりとしながら、架け橋期のカリキュラム作

成を推進していただきたい。これに関わって、文

部科学省『学びや生活の基盤をつくる幼児教育と

小学校教育の接続について』では、幼保小の担当

部局の連携・協働や幼保の担当部局の一元化 、幼

児教育センターの設置・活用や幼児教育アドバイ

ザーの配置等の体制整備について言及されてお

り、状況に応じてご検討いただきたい。 

 

【措置状況】 

 保育課、教育総務課、学校教育課が連携し、公私

立の幼稚園・保育所・認定こども園の園長会等や小

学校長会の代表に集まっていただき、三重県幼児教

育センターからスーパーバイザーを招聘して助言

を得ながら、伊勢市架け橋プログラムの実施に向け

ての検討会議を行った。「幼児期の終わりまでに育

ってほしい姿」等を手がかりとした架け橋期のカリ

キュラム作成についても協議した。 

自己評価 

・令和６年度は、幼稚園での委託研究実践は実施していないが、各園では引き続き園内研修を行い、研

修報告書を作成し、円滑に研修を推進することができたと考える。 

・令和６年度乳幼児教育専門講座に受講した市内の職員数は、29人（幼稚園11人、保育所７人、認定

こども園３人、児童館等市職員８人）だった。開催時期・日程調整を各課と連携して進めていく必要が

ある。講座では、幼児教育における遊びを通した学びが小学校教育にどのようにつながっていくのか、

具体的な子どもの姿をもとに研修を深めることができたと考える。 

・小学校教員の幼稚園、保育所、認定子ども園での保育体験（参観）、就学をひかえた時期に保育見学や

引継ぎを行うことや、就学前の子どもが小学校を訪問する機会を設けることで、小学校への円滑な接続

を行うことができたと考える。 

・伊勢市架け橋プログラムの実施に向けて３回の検討会議をもったことで、伊勢市の関係機関や各就学

前施設、小学校の代表が、幼保小の連携について話し合う機会となったと考える。 

今後の課題と取組 

・令和５年度までは、毎年１園で委託研究実践を実施していたが、幼稚園数及び教職員数の減少による

園の負担を考え、委託年数や研修体制等について園と話し合い、委託研究実践を行わない年も生じるこ

とになった。園内研修として研究を続け資質向上に努める。 

・教職員の専門性を高めるため、乳幼児教育専門講座を引き続き開催していく。また、講座内容により、

参加対象枠を保護者まで拡大し、ともに学ぶことで子どもたちの成長のための連携を図るようにしてい

く。できるだけ多くの職員に参加してもらえるよう、土曜日に開催するなど開催方法を工夫していきた

い。 

・保幼小の連携を視野に入れ、「特別支援教育」や「子ども理解」等の内容の研修講座については、今後

も幼稚園・保育所等の教職員にも案内し、参加を促す。 

・伊勢市架け橋プログラムを開始し、幼保小の連携を深めるため、市内の就学前施設の５歳児担任と小

学１年生の担任を招集し合同研修会を開催し、小学校区ごとに取組の交流や幼児・児童のめざす姿につ

いて研修を行う。令和７年度は、１小学校区をモデル地区として架け橋期のカリキュラム作成を行い、

検討委員会で今後全ての小学校区でカリキュラム作成を行うことを見据えて検討を行っていく。 

・小学校教員の幼稚園・保育所・認定子ども園での保育体験（参観）については、架け橋期のカリキュ

ラム作成に向けてもさらに重要になると考えられるため、引き続き呼びかけていく。 
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（点検・評価） 

【中西】 

幼小接続については小１プロブレム対策中心という流れから、教育の接続が重要視されてきており、

この実現のためにはカリキュラムの整備や、保幼小それぞれの相互理解が必須となる。成果指標にある

「小学校教員の幼稚園・保育所・認定こども園での保育体験（参観）をした小学校数」が令和５年度実

績値は13校であったのに対し、令和６年度は17校と目標を達成できたことは高く評価できる。今後は、

既に取り組まれているように、子どもたちの交流も視野に活動を展開していただきたい。 

一方、自己評価にある令和６年度乳幼児教育専門講座に受講した市内の職員数は29人と前年度の43

名より大きく低下した。その原因についても明らかにされているようであり、改善に取り組んでいただ

きたい。 

最後に、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」等を手掛かりとしながら、架け橋期のカリキュラ

ム作成を推進していただきたい。既に伊勢市架け橋プログラムを開始されているようで、令和７年度の

モデル地区の成果と課題をもとに、市全体として取り組む体制の整備に取り掛かられることを期待する。 

 

【上野】 

「小学校教員の幼稚園・保育所・認定こども園での保育体験（参観）をした小学校数」の実績値を拝

見しても、目標を達成している点について評価できます。しかし、学習のこと、生活環境の変化に伴る

課題等、「小１プロブレム対策」の問題があるとお聞きしました。今後も、より一層保幼小の連携が重要

視されていると思われますので、よろしくお願いいたします。 

また、幼稚園数及び教職員数の減少に伴う園の負担の課題があるとされています。こちらの問題につ

いても今後非常に重要な問題となってきますので、ご対応を考えていただきたいと思います。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 27 - 

基本施策２：豊かな心の育成 

（事務局の評価） 

施策名 ①人権教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

子どもたちを取り巻く社会では様々な人権問題が生じており、その解決に向けて差別解消に関する法

令等の整備が進められ、多様性を認め合い、誰もが参画・活躍する社会の実現が求められています。 

子どもたち一人ひとりが人権についての理解と認識を深め、望ましい人間関係を形成し、人権感覚や

自尊感情を高めていくことが重要です。そのためには、子どもたちが人権とはどのようなものかを理解

していくとともに、社会に存在する個別的な人権問題や平和の大切さについて自分のこととして捉え、

考えを深め、自他の人権を守るための実践行動ができる力を育む必要があります。 

また、学校での人権教育を充実させていくためには、全ての教職員が確かな人権感覚をもち、人権教

育に関する指導力を向上させることが必要です。子どもたちが安心して過ごすことができる人権感覚あ

ふれる学校を、各教科等をはじめ、教育活動全体を通じて総合的に実現していくことや、幼稚園等・小

学校・中学校の校種間の連携を深めていくことが重要です。 

さらに、子どもたちの人権意識の形成については、身のまわりの環境による影響が大きいため、学校・

家庭・地域が連携を図り、日常生活の中で人権意識を高めていく必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 人権学習の充実と推進 

   子どもたちの自尊感情を高めるとともに、一人ひとりの違いやよさを認め合い、互いを尊重し合

う取組を進めます。 

また、子どもたちが、人権の意義とその重要性についての正しい知識を身に付けるとともに、人

権問題の解決を自分の課題として捉え、状況を変えようとする具体的な行動に結びつく教育・学習

の充実を図るため、社会に存在する種々の個別的な人権問題を解決するための学習を積極的に推進

します。 

人権作文集「人権の芽」や「子ども人権フォーラム２１」の取組により、子どもたちが身のまわ

りの人権について考え、意見交流の場において互いの思いや願いを受け止めながら様々な人権問題

に対する認識を深め、その学びを広げていくことで人権学習の充実を図ります。 

 

② 中学校区における人権教育の推進 

    各中学校区の幼稚園等、小学校、中学校、高等学校で連携・協力し、子どもたちの発達をつない

でいく人権教育推進体制を充実させていくとともに、家庭・地域との連携を図り、地域ぐるみの推

進体制を確立していきます。また、人権に関する知識や技能を具体的に行動化するため、社会との

結びつきを重視した人権学習を進めます。 

 

③ 平和に関する教育の推進 

恒久平和を実現していくために、「平和の尊さ」「命の尊さ」を育む教育の推進に努めます。また、

広島平和記念式典に中学生の代表を派遣し、この取組をもとに全中学校で平和学習を深めるととも

に、恒久平和の実現に貢献する市民の育成をめざしていきます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

自分には、よいところがあると

思う児童生徒の割合(※１) 

小学校 
78.4% 

（81.6%） 
85.2％ 85.0% 

中学校 
79.3% 

(77.9%) 
83.0％ 82.5% 

保護者や地域を対象とした人権に関する

授業公開や研修会を行った小中学校の割

合（※２） 

12.1% 

（93.9%） 
75.0％ 100% 
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主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①② 人権教育研究委託経費 

375,752 

人権教育の研究及び研修会の開催など、人権教育

に関わる事業を伊勢市人権・同和教育研究会へ委託

し、人権教育の推進を図った。 

所属各団体にてさまざまな人権課題の解決に向

けた取組や専門的分野での研究を行い、その成果を

交流し、研究紀要にまとめた。 

429,778 

①② 人権教育子ども輝きプ

ラン総合推進事業 

998,227 

中学校区を単位とした人権教育推進事業を中心

に、各学校での取組の充実に向けて、年間を通した

連続性のある取組が実施できるような事業を展開

した。 

市の委託事業として５中学校区に研究指定を行

い、カリキュラムの見直しと人権教育の授業を中心

とした校区の連携強化を図った。 

子ども人権フォーラムについては、各小中学校で

取り組んだ人権に関する作文をもとに意見交流を

行い、さまざまな人権問題について意識を高め合う

ことができた。また各学校においても校内人権フォ

ーラムを行う等、人権学習の推進と充実を図った。

各小中学校で取り組んだ人権に関する作文につい

ては、作文集「人権の芽」にまとめた。 

1,079,429 

①② 教育研究研修推進経費

((P24,31,34,47,66と

同一事業)) 

1,952,842 
「人権が尊重される学校づくりのさらなる推進

に向けて」というテーマで人権教育担当者研修を実

施した。人権侵害事象の認知を通して人権尊重の学

校づくりを推進することについて取り上げた。 2,001,157  

③ 非核・平和推進事業 

982,907 

市内10中学校から２人ずつの代表生徒（計20人）

を広島平和記念式典へ派遣した。代表生徒らは平和

の尊さと戦争の悲惨さを現地で学び、その後は「ピ

ースメッセンジャー」として活動した。 

〇主な取組 

・市内10中学校の生徒が折った千羽鶴を「原爆の

子の像」へ献納 

・代表生徒は「ピースメッセンジャー」として、学

んだことや感じたことをそれぞれ自校の平和学

習の場で還流発表するとともに、非核・平和空襲

展において報告会も行った。また、広報いせやZTV

行政放送において、平和の尊さと戦争の悲惨さを

広く市民に伝えた。 

・感想文集の発行 

・市内５か所（本庁・各総合支所・伊勢図書館）に

おいてパネル移動展示の実施 

 

1,183,825 

改善措置状況 

施策・事業名 人権教育子ども輝きプラン総合推進事業、人権教育研究委託等 

【前年度の指摘事項】 

「自分には良いところがあると思う」と回答し

【措置状況】 

 令和６年度には全中学校区において小中９年間



- 29 - 

た児童生徒の割合は、小学校で84.7％、中学校で

81.9％であり目標値に近付きつつあり評価でき

る。また、「保護者や地域を対象とした人権に関

する授業公開や研修会を行った小中学校の割合」

は大幅に改善している。家庭や地域との連携・協

働して人権教育に取り組んでいただき、小中９年

間を見通した人権教育カリキュラムの作成を進め

るなど、今後も継続して取り組んでいただきたい。 

一方、2022年に改訂された生徒指導提要では、

「生徒指導の取組上の留意点」として「児童生徒

の権利の理解」という項目が新設され、生徒指導

を実践する上で教職員には「児童の権利に関する

条約」の理解が求められていることを踏まえ、発

達支持的生徒指導の充実に取り組んでいただきた

い。 

を見通した人権教育カリキュラムが作成された。カ

リキュラムの確実な実施を通して、総合的・系統的

な人権教育の推進及び作成したカリキュラムの検

証についても求めた。学校においては、検証結果を

カリキュラムに反映し、扱う教材の見直しを行う

等、子どもの実態に即した改善を加えている。 

児童生徒が自己肯定感を高められるようにする

ためには、自己有用感を感じられる取組が重要であ

ることから、自己の存在を認められる経験や互いを

尊重し合う仲間づくりの推進を、指導主事が研修会

や授業研究に参加した際に依頼した。また授業改

善・授業づくりに係る研修においては、「子どもの

権利条約」についても触れ、子どもが自らの権利を

理解しその主体者であると実感できる取組の推進

についても依頼した。学校においては、子どもが学

習の主体となって互いの思いを受け止め合う取組

や「子どもの権利条約」について学ぶ取組を実施し

た。 

施策・事業名 人権教育子ども輝きプラン総合推進事業、人権教育研究委託等 

【前年度の指摘事項】 

「自分には、よいところがあると思う児童生徒の

割合」の数値も目標値に近付いてきた。これも多

くの活動が再開されることによって、児童生徒が

さまざまな体験をする中で自分のことと考えるこ

とができるようなきっかけ作りがあったからだと

か考えられる。人権フォーラム参加生徒に行った

アンケート結果を見ても、「大変よかった」「よか

った」の回答が100パーセントであったことから、

引き続き児童生徒が友だちとの交流や体験活動等

を通して自己肯定感を育む取組の推進をお願いし

たい。 

【措置状況】 

「子ども人権フォーラム21」を通して児童生徒が

自分自身を見つめ直したり身近にある人権問題に

ついて考えたりする機会をもつことができた。さら

に、代表参加児童生徒が人権フォーラムでの学びを

自校に還流するとともに、各校においても校内人権

フォーラム等を実施した。市のフォーラムをきっか

けにして各校の人権教育の充実につながった。 

 

自己評価 

・「自分には良いところがあると思う」と回答した児童生徒の割合は小中ともに目標値に到達した。各校

における児童生徒の自己肯定感を高める継続的な取組が数値に反映されていると捉える。 

・令和６年度の人権フォーラム参加生徒に行ったアンケート結果では、「大変よかった」「よかった」の

回答が98.8パーセントであった。児童生徒の感想には、「同じような悩みを抱えているのは自分だけで

はないことが分かって安心した」「不安を感じている人の『心のサポーター』になりたい」「自分にでき

ることを精一杯考え、行動にうつすことまでが大切だと感じた」「意見交流を通して自分の考えが改めら

れた」といったものが多数見受けられ、人権フォーラムの取組を通して児童生徒が自分自身を見つめ直

したり身近にある人権問題について考えたりする良い機会となった。また、市の人権フォーラムをきっ

かけに、各小中学校において校内人権フォーラム等を実施しており、人権教育の充実につながったと考

える。 

・中学校区人権教育推進事業では、中学校区連絡会を組織し、全ての中学校区で「見守りたい子ども」

や「教育的に不利な環境のもとにある子ども」を中心に据えた授業実践を行うことができた。子どもた

ちのより良い人間関係づくりにつながる取組を進めることができたと考える。 

今後の課題と取組 

・保護者や地域を対象とした人権に関する授業公開や研修会の開催については、令和５年度の81.3％か

ら、令和６年度には75.0％に減少した。人権に関する子どもの教育活動は保護者の人権啓発にもつなが

るので、積極的な授業公開を各校へ働きかけていくとともに、研修会についてもその持ち方や内容につ
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いての参考例を各校へ紹介する等し、積極的な実施を求めていく。 

・「自分には、よいところがあると思う」と答えられていない児童生徒は昨年度より減少しているものの、

小学校では15％程度、中学校では17％程度いる。自分のよさに気づくには自己の存在意義を実感できる

ことが重要であり、自己の存在を認められる経験や互いを尊重し合う仲間づくりを推進する取組が有効

である。この課題に取り組むため、教職員の人権意識を磨く研修を行い、教育実践に活かしていくこと

で学校全体における人権教育の日常化をめざしていく。 

・「人権教育子ども輝きプラン総合推進事業」では、各事業がつながりをもって実施できる体制づくりに

努めてきた。人権作文や人権フォーラム、中学校区人権教育推進事業等をとおして、子どもたちが自己

肯定感や人権意識を高め、自分の良さ等に気付くことができる取組を継続的・発展的に行っていくよう

各学校へ働きかけていく。 

・小中９年間を見通した人権教育カリキュラム実施と検証を行い、総合的・系統的な人権教育を推進し

ていく。 

※１：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において、「自分には、よいところがあると

思う」という質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒の割合。 

※２：「人権教育実態調査」（三重県教育委員会）において、「保護者や地域への授業公開や研

修会を実施した」と回答した伊勢市の小中学校の割合 

 

（点検・評価） 

【中西】 

「自分には良いところがあると思う」と回答した児童生徒の割合は、小学校で85.2％、中学校で83.0％

と、いずれも目標を達成しており評価できる。一方、「保護者や地域を対象とした人権に関する授業公開

や研修会を行った小中学校の割合」は前年度より減少しており、改善に取り組んでいただきたい。家庭

や地域との連携・協働して人権教育に取り組んでいただき、小中９年間を見通した人権教育カリキュラ

ムの作成を進めるなど、今後も継続して取り組んでいただきたい。また、今後の課題と取組にあるよう

に、人権に関する子どもの教育活動は保護者の人権啓発にもつながるので、積極的な授業公開を各校へ

働きかけていくとともに、研修会についてもその持ち方や内容についての参考例を各校へ紹介する等し、

積極的に実施できるよう環境を整備していただきたい。 

 

【上野】 

「自分には、よいところがあると思う児童生徒の割合」の数値を拝見しても、目標値を達成されてお

り非常に評価できると考えます。これは児童生徒の自己肯定感につながると考えられます。これからも

児童生徒の自己有用感を感じることができるような取組を積極的に行っていただきたいと思います。 

一方、「保護者や地域を対象とした人権に関する授業公開や研修会を行った小中学校の割合」が下がっ

ているのが気になりました。様々な活動をしなければならない状況の中で、そのような時間を設けるこ

とは大変なことかとは思いますが、上手く取り組まれている学校の例を共有することで、多くの学校で

実施できるようにしていただきたいと思います。 

また、人権フォーラムに参加する経験は児童生徒にとってとても良い経験になるとお聞きしています。

引き続き児童生徒が友だちとの交流や体験活動等を通して自己肯定感を育む取組の推進をお願いしたい

と思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 ②道徳教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

いじめ問題やインターネットでの誹謗中傷、生命を軽視する事件等が全国的に心配されている状況が

あります。そのような中で、子どもたちは自尊感情を高め、生命を大切にする心や他者を思いやる心、

規範意識や公共心、人間関係を形成する力、情報モラル等を向上していくことが求められています。 

道徳が教科化され、「特別の教科道徳」として、教科書を使用した授業が行われています。道徳の授

業において、子どもたちが、多様な価値観を認識しつつ、自ら感じ、考え、他者と協働してよりよく生

きるための基盤となる道徳性を養うことができるよう、指導方法の工夫や改善を図っていく必要があり

ます。 

子どもたちが家庭の一員として、また、社会の構成員として必要な習慣を身に付けるとともに、自立

心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るために、学校と家庭・地域が連携し、道徳教育を進めるこ

とが必要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 考え、議論する活動を通した道徳性の育成 

   答えが一つでない道徳的な問題に対して、自らが感じ、考え、仲間と議論する活動を通して、子

どもたちの内面に根ざした道徳性の育成に努めます。 

 

② 家庭や地域等との連携を通した体験活動の充実 

保護者の協力を得た授業の工夫に努めるとともに、地域教材の活用や地域人材の協力を得た体験

学習の充実、保護者や地域の方々の道徳の授業参観等、家庭や地域との連携を通した道徳教育を推

進していきます。 

また、他者とともによりよく生きようとする意識や生命を大切にする心を育むため、異学年との

交流やボランティア活動等の取組を推進します。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

人の役に立つ人間になりたいと

思う児童生徒の割合(※１) 

小学生 
92.9% 

(95.5%) 
96.8％ 95.5% 

中学生 
95.0% 

(94.8%) 
94.2％ 95.5% 

友達と協力するのは楽しいと思

う児童生徒の割合（※２） 

小学生 
93.8% 

(95.0%) 
91.2％ 94.0% 

中学生 
93.5% 

(94.7%) 
91.7％ 94.0% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①② 教育研究研修推進経費

(P24,28,34,47,66と同

一事業) 

1,952,842 道徳教育推進教師を対象に「道徳教育の充実に向

けて」というテーマでオンライン配信型研修を実施

した。 2,001,157 

改善措置状況 

施策・事業名 道徳教育の推進 

【前年度の指摘事項】 

「人の役に立つ人間になりたいと思う児童生徒

の割合」については、肯定的な回答をする児童生

徒の割合が目標値を超える高い数値を維持できて

【措置状況】 

  「考え、議論する道徳」の年間計画に基づいた実

施及び学校の教育活動全般における道徳教育の推

進を各校へ依頼し、児童生徒の道徳性の育成を進め
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おり評価できる。また、「友達と協力するのは楽し

いと思う児童生徒の割合」は前年よりも低下して

いるものの、既に対応について検討されており今

後の推移を見守りたい。 

一方、自己評価にある「いじめ防止につながる

道徳教育」の授業づくり研修をオンライン配信型

で実施し、94.4％の道徳教育推進教師が「研修で

学んだことを実践に活用することができる」と回

答しているように、研修を実施するだけでなく、

その効果についても検証している点は高く評価で

きる。   

た。 

道徳教育推進会議を実施し、「道徳教育の充実に

向けて」というテーマで研修を行った。若手教職員

が増えている現状を踏まえ、道徳教育についての基

本事項を押さえるとともに、「議論して考えを深め

る」「多⾯的・多⾓的に考える」ための授業づくり

に欠かせない授業構想について、具体的な教材を例

に挙げ、発問の工夫等、実践に活かせるような内容

で実施した。 

 

 

施策・事業名 道徳教育の推進 

【前年度の指摘事項】 

「人の役に立つ人間になりたいと思う児童生徒の

割合」については高い水準にあり、大いに評価で

きる点と考えます。教科「道徳」として教科化が

スタートしましたが、授業内だけの学習に留まる

ことなく、他の教科、他の教育活動とともに子ど

もたちの豊かな心の育成をめざして取り組む必要

があると思われます。そのためのカリキュラムの

見直しも含め、現状の子どもたちのニーズにあっ

た道徳教育の推進の充実をお願いしたく思いま

す。 

【措置状況】 

 教科書改訂に伴い、道徳教育全体計画や別葉、年

間計画の見直しを各校へ依頼し、全ての価値項目を

網羅した「特別の教科道徳」の授業や他の教育活動

と関連付けた道徳教育を実施した。児童生徒の豊か

な心の育成をめざし、体験活動や保護者・地域と連

携した活動についても推進した。 

自己評価 

・令和６年度に実施したアンケート結果において「人の役に立つ人間になりたいと思う」と回答した児

童生徒の割合はほぼ目標値に迫っている。道徳教育の推進体制を整え、より良い授業づくりに継続的に

取り組んできたことが結果につながってきていると考える。 

・「道徳教育の充実に向けて」の研修をオンライン配信型で実施し、96.7％の道徳教育推進教師が研修内

容について肯定的な回答をした。特に、若手教職員や初めて道徳教育推進教師になった人からは、道徳

教育についての基本事項や授業づくりにおけるポイント、道徳的価値に迫る発問を考える上での視点を

押さえたことが好評であった。また、同アンケート結果から、「繰り返し動画視聴ができる」「研修日時

を調整できる」等、オンライン配信型研修に利点を感じている道徳教育推進教師が多く、100％がオンラ

イン配信型を支持していた。 

今後の課題と取組 

・令和６年度に実施したアンケート結果において「友達と協力するのは楽しいと思う」と回答した児童

生徒の割合は若干増加したものの目標値にはあと一歩到達していない。引き続き、友達と協力し合うこ

と、互いに理解し助け合うことの良さを感じられるような活動を充実させ、他者とともによりよく生き

ようとする意識を育んでいく。 

・三重県の調査（令和５年）によると、道徳科を進めていくにあたり課題となっていること（複数回答

可）として、「考え、議論する道徳」の授業づくり（73.8％）、効果的な発問方法の工夫（61.5％）が挙

げられている。これらの課題解消に向けた研修を引き続き実施し、課題解決を図っていく。 

・道徳教育は学校の教育活動全体を通して行うことを念頭に置き、道徳教育の発展・推進に向けて、多

様な人々との交流活動を充実させていく。そのためにも魅力的な教材の活用、ボランティア活動や自然

体験活動、地域の人々とのふれあい等をより一層推進していく。 

※１：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において「人の役に立つ人間になりたいと

思う」という質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒の割合。 

※２：各年度の数値についてはそれぞれ以下のとおり。 
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＊令和元年度：「人権感覚あふれる学校づくり意識調査」（伊勢市教育委員会）において「み

んなで何かをするのは楽しい」という質問に対して、肯定的な回答をした伊

勢市の児童生徒の割合 

＊令和２年度：「学校や生活についてのアンケート」（三重県教育委員会）において「学級

のみんなで協力して何かをやり遂げ、うれしかったと思う」という質問に

対して、肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒の割合 

＊令和３年度～：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において「友達と協力するの

は楽しい」という質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒

の割合 

 

（点検・評価） 

【中西】 

「人の役に立つ人間になりたいと思う児童生徒の割合」については、肯定的な回答をする児童生徒の

割合が高い数値を維持できており評価できる。また、「友達と協力するのは楽しいと思う児童生徒の割合」

は前年よりも数値が向上しており、目標達成に向けて今後も期待したい。 

また、自己評価にある「いじめ防止につながる道徳教育」の授業づくり研修をオンライン配信型で実

施し、96.7％の道徳教育推進教員が肯定的な回答をしており、道徳教育についての基本事項や授業づく

りにおけるポイント、道徳的価値に迫る発問を考える上での視点を押さえるなど、対策を講じられてお

り、その効果に期待したい。 

一方、三重県の調査（令和５年）によると、道徳科を進めていくにあたり課題となっていること（複

数回答可）として、「考え、議論する道徳」の授業づくり（73.8％）、効果的な発問方法の工夫（61.5％）

が挙げられているとのことであるが、「議論して考えを深める」「多⾯的・多⾓的に考える」ための授業

づくりに欠かせない授業構想について、研修において具体的な教材を例に挙げ、発問の工夫等、実践に

活かせるような内容で実施されており、すでに対応していただいているように思う。 

教科書や独自教材など、今後も教材研究や授業研究が活発に展開され、それらの成果が共有され、道

徳教育及びその授業の充実につながることを期待したい。 

 

【上野】 

「人の役に立つ人間になりたいと思う児童生徒の割合」については引き続き高い水準にあり、大いに

評価できる点と考えられます。教科「道徳」として教科化され、「特別の教科道徳」として教科書を使用

した授業が行われているようですが、授業内だけの学習に留まることなく、他の教科や教育活動ととも

に子どもたちの豊かな心の育成を目指して取り組んでいただきたいと思います。 

 また、若手教職員のためにも道徳教育についての基本事項を押さえた活動が校内外で行われていると

お聞きしました。とても大切なことだと思いますので、引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 ③郷土教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

本市は、伊勢神宮の鳥居前町として、先人から受け継がれてきた豊かな自然・文化・歴史に恵まれて

います。郷土を知り、郷土を誇りに思う心を育てることは、子どもたちに豊かな心を育成するとともに、

地域の一員としての自覚を養うことにつながります。このことは、子どもたちが、社会の中で、さまざ

まな変化に主体的に向き合い、課題に挑戦していく上での心の拠り所となります。 

子どもたちが郷土「伊勢市」を愛し、未来の創り手となるために必要な資質・能力を育むために、学

校と地域の連携・協働を図り、一体となって子どもたちの成長を支えていくことが必要です。 

 そこで、子どもたちの発達段階に応じて、地域資源を理解し、その魅力について語り、地域活性化の

ための方策を考えて表現することができるよう、本市の特性を生かした学習を促進します。また、子ど

もたちが将来地域で活躍しようとする意欲と態度を身に付けることができるよう、地域の人々から学ん

だり、地域の産業を体験したりすることを通して、地域と連携した郷土教育を推進します。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 地域教材の開発と活用 

小学３・４年生が社会科学習において使用する副読本「わたしたちの伊勢市」を活用し、地域社

会の一員としての自覚や地域社会に対する誇りと愛情を育みます。また、歴史教材「ふるさと伊勢」

を活用し、身近な地域の歴史への理解を深めるとともに、受け継がれてきた伝統や文化への関心を

高めるようにします。 

保護者や地域の協力を得ながら、地域教材の開発や郷土教育の研究に取り組み、公開研究会等に

より、成果を普及します。 

 

② 地域と連携した郷土教育の推進 

   地域のさまざまな分野において活躍する人材に、講師として授業等に参加していただき、地域の

産業、専門的な技術・技能等について学習します。また、文化財や史跡等を実際に見たり、地域の

歴史や文化等について話を聞いたり、地域の発展に尽くした人々の働き等について調べたりして学

ぶ活動を推進します。 

農業・漁業体験学習をはじめとし、地域資源を生かした体験活動を推進します。 

 

③ 社会教育分野との連携 

   子どもたちが、地域の文化や歴史等について、興味関心をもち、楽しみながら学べるよう、社会

教育に携わる人々や、博物館や美術館及び資料館等の活用を促進します。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

地域の自然や歴史、文化、伝統行事等に

関する学習を行っている小中学校の割合

（※１） 

84.8% 

（78.8%） 
100% 100% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①②③ 教育研究研修推進経費

(P24,28,31,47,66と同

一事業) 
1,952,842 

社会科副読本資料作成研究会において、「わたし

たちの伊勢市」を改訂し、令和７年度版をデジタル

化した。指導者分は冊子も作成し配布した。 

 

2,001,157 
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改善措置状況 

施策・事業名 地域教材の開発と活用 

【前年度の指摘事項】 

各校で取り組まれている学習活動の成果と課題

を共有し、子どもたちが郷土から学ぶことを通じ

て地域や社会の問題や出来事に興味関心を持つよ

う取り組んでいただきたい。 

 

【措置状況】 

 社会科副読本資料作成研究会では、各校での副読

本を用いた学習活動の成果と課題をもとに内容を

検討した。また、デジタル化に伴い、児童がより興

味関心が持てるように巻末のリンク先を増やした。 

 

 

施策・事業名 地域教材の開発と活用 

【前年度の指摘事項】 

 「ふるさと伊勢」のデジタル化や副読本「わた

したちの伊勢市」を通して、知識として伊勢を理

解することに合わせて、ゲストティーチャーから

話を聞いたり、出前授業等で大学と連携するなど

地域人材を活かした教育活動の活性化も期待しま

す。 

【措置状況】 

 デジタル化した「ふるさと伊勢」の活用について

周知したり、「わたしたちの伊勢市」の学習におい

てゲストティーチャーを招いている小学校の授業

の様子を紹介したりして、情報提供・情報共有する

ことができた。 

 

自己評価 

・社会科副読本資料作成研究会において、代表研究員と学識経験者が中心となって改訂作業を進め、令

和７年度版の社会科副読本「わたしたちの伊勢市」を作成することができた。児童がより積極的に地域

学習に取り組むことを課題提起し、資料のデータ更新や図表の差し替え、レイアウト等の工夫をし、ま

たデジタル化するとともに巻末のリンク先を増やすことで、より社会科の授業で活用しやすい副読本に

なったと考える。 

・地域の自然や歴史、文化、伝統行事等に関する学習を行っている小中学校の割合について、100％を達

成したことで、自分たちの住む地域について市内の全学校で学ぶことができたのは、満足のいく結果で

あると考える。 

今後の課題と取組 

・令和７年度より社会科副読本「わたしたちの伊勢市」はデジタル化したものを使うことになる。次回

の改訂（４年後）に向けて、児童が主体的・対話的で深い学びができるよう、各校での活用の成果と課

題について情報収集し、社会科副読本資料作成研究会で共有していきたい。 

・研究委託校における授業研究会をより充実した内容にするために、児童生徒が校区や市内の地理や歴

史により深く興味をもち、主体的に学ぼうとする学習が計画できるよう、各校で取り組んでいる学習活

動の成果と課題を共有していく。 

・文化政策課と「ふるさと学習」に係る学習講座等を情報共有し、郷土教育を推進していく。 
※１：「みえ県民ビジョン及び三重県教育ビジョンの目標指標の進捗状況等に関する調査」（三

重県教育委員会事務局）において「地域の自然や歴史、文化、伝統行事等に関する学習
を行っていますか」という質問に対して、「行っている」と回答した伊勢市の小中学校の
割合。  
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（点検・評価） 

【中西】 

成果指標である「地域の自然や歴史、文化、伝統行事等に関する学習を行っている小中学校の割合」

が100％を達成できたことは高く評価でき、今後も継続して取り組んでいくことを期待したい。また、

各校で取り組まれている学習活動の成果と課題を共有し、子どもたちが郷土から学ぶことを通じて地域

や社会の問題や出来事に興味関心を持つよう取り組んでいただきたい。 

一方、令和７年度からは社会科副読本「わたしたちの伊勢市」はデジタル化され、授業で活用されて

いるとのことで、その成果と課題を授業デザインの観点から評価し、郷土教育を推進していただきたい。 

 

【上野】 

「地域の自然や歴史、文化、伝統行事等に関する学習を行っている小中学校の割合」について、100％

ということで非常に評価できると思います。 

また、「ふるさと伊勢」のデジタル化や副読本「わたしたちの伊勢市」の改訂を行うなど、より社会科

の授業で使用しやすいように工夫されている点についても評価できます。それだけでなく、地域のさま

ざまな分野の人材やゲストティーチャーから話を聞いたり、出前授業等で大学と連携するなど地域人材

を活かした教育活動の活性化についても今後も是非継続していただきたいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 
④読書活動・文化芸術活動の推   

 進 
部署名 学校教育課、教育メディア課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

子どもたちが自ら読書に親しみ、楽しむことを通じて、多様な考えや価値観にふれ、想像力や思考力

を高め、豊かな感性を育んでいくことが求められています。子どもたちの読書習慣の形成にむけて、学

校図書館が読書センター・情報センター・学習センターとしての機能を果たすため、学校図書館の図書

館資料の充実、人員配置の充実やその資質向上が大切です。 

現代社会において、タブレットやスマートフォン等の情報媒体が急速に普及してきています。これら

を使用し、インターネットやゲームに費やす時間が増えることで、子どもたちの活字離れ、読書離れの

進行が懸念されています。文部科学省が、小学校６年生、中学校３年生を対象に行った「全国学力・学

習状況調査」（令和２年度（2020年度）は、「学習や生活についてのアンケート」（三重県教育委員会）

による調査）において、「学校の授業以外に、普段、1日あたりどれくらいの時間、読書をしますか」と

いう質問項目のうち10分以上すると回答した本市の児童生徒の割合を見ると、小中学校共に増減を繰り

返し、安定した増加にはつながりにくい状況です。そのため、学校図書館活動の充実が必要とされてお

り、伊勢市子ども読書活動推進計画に基づき、地域や家庭と連携し、乳幼児期から読書が身近なものと

なるように取り組む必要があります。 

また、文化芸術に親しむことや、想像力や表現力を発揮して作品制作等に取り組むことを通して豊か

な感性や情操を磨き豊かな人間性を身につけていくことが大切です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

①  学校図書館活動の充実 

学校図書館に司書資格や司書教諭の資格を有する図書館スタッフやボランティア等を配置し、学

校図書館の読書センター・情報センター・学習センターとしての機能を充実させ、子どもたちの読

書に対する興味や関心を育み、主体的な読書習慣の確立を促進します。また、学校図書館図書標準

の１００％を維持し、子どもたちにとって読みたい本がたくさんある魅力的な学校図書館づくりを

行います。 

 

②  読書大好キッズの推進 

伊勢市オリジナルブックリスト「読書ツアー」低学年用・高学年用を全児童に配布（配信）し、

子どもたちが読書に親しみ、読書意欲を高めるための取組を推進します。 

 

③  読書機会の充実 

   子どもたちの読書習慣が形成できるよう、学校図書館を活用した授業、読み聞かせ、朝読書、ブ

ックトーク、ビブリオバトル、読書に関するイベントの実施、季節や学習内容に合ったコーナーの

設置等、多様な読書活動を推進し、読書機会の充実を図ります。 

 

④  文化や芸術にふれたり、表現したりする機会の推進 

   子どもたちの豊かな感性や情操を育み、生涯にわたり文化芸術に親しむ態度を養うため、表現す

る機会や鑑賞する機会を設けます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

授業時間以外に読書をする児童

生徒の割合（※１） 

小学校 
60.4% 

(67.4%) 
54.0％ 68.0% 

中学校 
45.8% 

(50.1%) 
38.0％ 53.0% 
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主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①③ 学校図書館活性化支援

事業 

28,735,740 

学校における学校図書館の学習・情報センター及

び読書センター機能の強化を図るとともに、授業に

おいて学校図書館を活用したり、児童生徒の知的好

奇心や読書欲求を満たしたりするために、全小中学

校32校の図書館に司書資格を有する図書館スタッ

フを配置した。図書館業務のスムーズな管理運営、

子どもたちへのオリエンテーション、読み聞かせ、

学習に関するコーナーの設置等、学校図書館活動の

活性化を図った。 

また、学校図書館システムを全校統一することで

業務をスムーズに行えるようにしたり、全館検索を

行うことで情報センターや読書センターとしての

機能の活性化を図った。 

28,735,740 

②③ 読書大好キッズプロジ

ェクト事業 485,993 
小学校では、低学年を対象に推薦図書150冊の表

紙シールと内容紹介等を掲載した伊勢市オリジナ

ルブックリスト「読書ツアー（低学年用）」を活用

した取組を進めた。高学年は電子版「読書ツアー（高

学年用）」の利用を開始し、取組を進めた。 
463,715 

①② 学校図書館充実経費 12,817,248 児童生徒の多様な興味関心に応える魅力的な図

書を整備し、読書活動の推進を図った。また、国が

定めた蔵書の標準数に対する達成率を向上させた。 13,008,129 

④ 学校行事開催事業 

1,961,140 

児童生徒が音楽や美術、科学等に触れる機会を支

援し、学校行事の充実を図った。 

伊勢まつりでの「小学生パレード」に５校、「中

学生吹奏楽演奏会」に５校が参加した。 

「科学創作展」および「教育美術展」は、実物展

示の形に戻ったことにより、実際の作品を見ること

ができ、閲覧者も多数来場した。 

「文化芸術活動推進事業」では、伊勢市民芸能祭

に出演できた。 

2,488,330 

④ 文化活動県外大会参加

負担金 
2,993,924 伊勢市立小中学校における文化活動の促進を図

るため、音楽活動等で県外大会に参加する学校へ助

成を行なった。 1,476,992 

改善措置状況 

施策・事業名 学校図書館活性化支援事業・学校図書館充実経費 

【前年度の指摘事項】 

 「授業時間以外に読書をする児童生徒の割合」

も少しずつではありますが、増加傾向にあります

ので、このような地道ではあるけれども、新しい

取り組みを今後も行っていただきたい。 

 

【措置状況】 

 学校図書館の利用促進に向けて図書委員会等が

行うイベントの補助や学級へのクラス貸出、読み聞

かせ等を行った。社会教育課と連携し、配架の工夫

や情報センター、学習センターとしての取組を進め

た。 

施策・事業名 学校行事開催事業 

【前年度の指摘事項】 

 児童生徒が実際に体験することや現地で鑑賞す

ることなど、本物の文化芸術に触れる機会を設け

【措置状況】 

 令和６年度も、伊勢まつり、文化芸術活動推進事

業（市民芸能祭音楽活動）、科学創作展や教育美術
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るなどの取組は今後も継続していただきたい。 展では実物展示を行い、児童生徒が美術・科学等に

触れ合う機会を提供できた。 

施策・事業名 学校図書館活性化支援事業 

【前年度の指摘事項】 

情報を得るメディアが多様化する中、学校図書

館スタッフの配置や教育支援ボランティアの派遣

などによる読書活動の推進といった児童生徒への

指導の充実とともに、社会教育課の事業による電

子図書館の利用開始により、児童生徒のタブレッ

ト端末での電子図書の利用が可能になるなど環境

整備にも取り組まれ、授業時間以外の読書時間が

増加している結果が得られたと考えられる。 

 

【措置状況】 

 社会教育課の事業による電子書籍冊数が増加し、

読書や学習についての環境整備が進んだ。さらに読

書センター機能を活性化させ、情報センター、読書

センターとしての機能を活かしていくために社会

教育課と会議を重ねた。また、学習に関する書籍の

団体貸出などを行った。 

自己評価 

・業務委託による学校図書館スタッフの配置や教育支援ボランティアの派遣により、読書活動の推進を

行えたと考える。 

・児童生徒が学校図書館を最大限に利用できるようにオリエンテーションを行ったり、図書館は読書を

する場所というだけでなく幅広く利用できる場所であることの指導、興味のある書籍の配架、継続して

読書ができるようイベントなどの実施など、児童生徒の実態に合わせた取組を行っていくことができた

と考える。 

・授業時間以外に読書をする子どもの割合については、昨年度よりも減少し、目標値には達しなかった。

各校において授業以外の日常でも児童生徒にとって利用しやすい図書館運営を進めたり、児童生徒が書

籍を身近に感じられる環境整備、電子図書館の利用を促進していく必要があると考える。 

・社会教育課の事業による電子図書館増冊や市立図書館からの学習に利用する本の団体貸出、書籍等を

利用した情報活用能力向上の授業などを行うことにより、学校図書館の利用が促進されたと考える。 

・科学創作展、教育美術展は、実物展示を行ったことで多くの児童生徒および保護者が他校の作品を鑑

賞できた。実物を鑑賞することで、より具体的に作品の良さや特長を感じることができる機会となった

と考える。 

今後の課題と取組 

・令和7年度から学校図書館に関する事業が教育メディア課に移行する。学校図書館の読書センター、

情報センター、学習センターとしての活用や授業での利用について学校教育課と教育メディア課で連携

して取り組んでいく。 

・鑑賞や演奏するなど、子どもたちが実物に触れることのできる取り組みを継続する。 
※１：学校教育課の調査において「学校の授業以外に、普段（月～金）、１日あたりどれくら

いの時間、読書をしますか（教科書や参考書、漫画や雑誌は除きます。）」という質問に
対して、「１０分以上する」と回答した伊勢市の児童生徒の割合。 
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（点検・評価） 

【中西】 

社会教育課と協力し、電子図書館の活用に取り組まれたことや、市立図書館からの学習に利用する本

の団体貸出など、学校においても情報を得るメディアの多様性を図り、関連機関と連携する取り組みは

評価できる。その一方で、授業時間以外に読書をする児童生徒の割合が大きく低下したことについては、

その理由を検討し解決に取り組んでいただきたい。特に、令和７年度からは学校図書館に関する事業が

教育メディア課に移行するとのことで、図書館の機能が充実することを期待したい。インターネットを

通じて誰もが容易に情報にアクセスできる時代だからこそ、多くの情報の中から必要な情報を得られる

よう子どもたちの学びを支援する図書館の機能と役割は重要性を増している。そのような中、学校図書

館の人的配置等の充実を期待する。また、問題解決能力の育成が求められる中、図書館の有する情報資

源が有効に活用され、子どもたちの学びが充実したものとなることを期待したい。 

一方、文化芸術活動については、伊勢まつりや文化芸術活動推進事業（市民芸能祭音楽活動）に加え、

科学創作展、教育美術展も、実物展示を行い、児童生徒が実際に体験することや現地で鑑賞することな

ど、本物の文化芸術に触れる取組は今後も継続していただきたい。 

 

【上野】 

「授業時間以外に読書をする児童生徒の割合」が下がっている点が気になります。学校図書館活動の

充実や読書大好きキッズの推進等、さまざまな工夫がなされいてる中でこのような結果となっている状

況を分析し、今後に活かしていただきたいと思います。 

一方で、社会教育課の事業の取り組みにより、市立図書館に電子書籍が導入され、タブレット端末に

より児童生徒が電子図書の整備がより一層進んでいるとの報告をしていただきました。これからの読書

センターとしての機能の活用を楽しみにしたいと思います。 

また、令和７年度から学校図書館に関する事業が教育メディア課に移行するとお聞きしました。学校

教育課との密な連携を行い、より一層充実した学校図書館の活性化を目指していただきたいと思います。

さらに、科学創作展、教育美術展等については、児童生徒の文化芸術に触れることができる絶好の機会

であるため、継続して行っていただきたいと思います。 
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基本施策３：健やかに生きていくための身体の育成  

（事務局の評価） 

施策名 ①健康教育・食育の推進 部署名 教育総務課、学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

社会の環境変化や、家庭におけるライフスタイルの多様化等に伴い、子どもたちの食事、運動、睡眠

等の基本的な生活習慣の確立が難しくなっています。アレルギー疾患や心の健康に課題を抱える子ども

の増加、性や薬物、感染症に関する問題等、子どもたちの健康課題が多様化しています。また、がんに

ついては、国民的課題として重要視され、学校におけるがん教育の推進が求められています。 

このような現状の中、子どもたちが発達段階に応じて心身の発育・発達と健康等に関する知識を習得

し、生涯をとおして心身の健康を自ら管理する力を身に付けることが必要です。そこで学校保健委員会

（※１）を活用したり、家庭・関係機関と連携したりしながら学校の教育活動全体で健康教育に取り組

むことが大切です。 

食育では、伊勢市食育推進計画に基づき総合的かつ計画的に取組を進めていますが、食を取り巻く環

境が変化し、子どもたちの食生活にも不規則な食生活や朝食欠食、偏った栄養摂取等さまざまな課題が

みられます。 

子どもたちが健やかに生きていくためには、健全で規則正しい食生活を送ることが重要です。子ども

たちが健全な食生活を実践するためには、食に関する正しい知識に基づいて自ら判断し、実践していく

能力を身に付けることが必要です。また、食事の重要性、感謝の心、地域の自然、文化や産業等に関す

る理解を深めるために学校給食を食育の生きた教材として活用することが求められています。 

学校教育活動全体を通じて食育に取り組むとともに、家庭・地域と連携した取組が必要となります。 

※１：学校における健康の問題を研究協議し、健康づくりを推進する校内組織 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 健康教育の充実 

「学校保健計画」に基づき、生涯を通じて心身ともに健康で安全な生活を送るための基礎を培う

教育の推進を図ります。 

また、喫煙、飲酒、薬物乱用等と健康の関わりについての理解を深め、心身ともに健康な体づく

りの教育を進めます。 

感染症についても、適切な知識を基に、発達段階に応じ感染症の予防について理解し、自己の生

活を適切に管理し、改善していく力をつけるよう教育の充実を図ります。 

 

② 関係機関との連携 

   子どもたちの健康課題を解決するため、学校医・学校歯科医・学校薬剤師と連携した学校保健委

員会の活用、家庭や関係機関等との連携を進めます。 

 

③ 食に関する指導の推進 

各学校において、食に関する指導計画を作成し、特色ある食に関する指導を進めます。全小中学

校で、栄養教諭等の専門性を生かしながら、学校教育活動全体で取り組む食育の推進を図るととも

に、家庭・地域と連携した食育の取組を推進します。 

 

④ 学校給食の充実 

   関係部署等と連携して学校給食への地場産物の活用促進を図るとともに、旬の食材、郷土食や行

事食を取り入れ、望ましい食生活、食料の生産や地域文化等に対する関心と理解を深める食育を推

進します。 

安全・安心な学校給食の実施を通して、適切な栄養の摂取がなされ、子どもたちの心身の健康の

保持増進が図れるよう努めるとともに、アレルギー疾患を有する子どもたちの実態を把握し、安全

性を最優先した給食対応等を行います。 
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数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

学校医・学校歯科医・学校薬

剤師と連携した学校保健委員

会を開催している学校の割合

(※１) 

小学校 
87.0% 

（100.0%） 
100.0% 100.0% 

中学校 
70.0% 

（90.0%） 
100.0% 100.0% 

毎日朝食を食べている児童生

徒の割合(※２) 

小学校 
92.9% 

（96.1%） 
94.0% 98.0% 

中学校 
90.9% 

（93.9%） 
92.4% 95.0% 

学校給食における地場産物を使用した割

合(※３) 

38.2% 

（47.5%） 
36.9％ 48.0% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 児童生徒保健管理事業 
64,519,924 

学校保健安全法に基づく各種検診を実施し、検診

結果を文書により保護者に通知した。 

学校の管理下において園児及び児童生徒が災害

に遭った場合、その治療費や見舞金の給付を保護者

に対して行った。 
65,994,938 

① 学校保健振興経費 
324,196 

学校保健の振興と安全指導の充実を図るととも

に保健教育について研究を行った。 

352,539 

② 学校歯科保健衛生指導

事業 1,382,509 
 学校歯科医、学校衛生士の協力のもと、学齢の課

題にあわせた歯科保健指導（小学校２年生：歯みが

き指導・小学校５年生：歯みがき指導、歯肉炎予防）

の取組を行った。 1,148,732 

③ 食育推進事業 

413,300 

子どもたちが、さまざまな経験を通じて「食」に

関する知識と「食」を選択する力を習得し、生涯に

わたって健全な食生活が実践できるよう、小中学校

や幼稚園において研究事業や整備事業委託、朝食メ

ニューコンクールを実施した。また、食育担当者連

絡協議会を実施し、食育の授業研究会での研修や、

食に関する講習会を行った。 402,000 

④ 学校給食事業 

（学校給食管理経費・

学校給食施設維持管理

経費・中学校給食共同

調理場管理経費分） 

251,384,166 
「安全･安心でおいしい学校給食」を安定して実

施できるよう、衛生管理のための消耗品購入や各種

検査の実施、施設設備維持管理のための修繕や改修

及び更新、給食関係職員の管理及び研修などを行っ

た。 
268,914,826 

④ 学校給食用食材費負担

軽減事業 
31,656,010 

原油価格・物価高騰の影響を受けている小中学校

の給食等食材費について、一部を支援することで、

保護者の経済的負担の軽減を図った。 
63,640,712 

- 幼稚園食材費負担軽減

事業 
1,571,220 

原油価格・物価高騰の影響を受けている幼稚園の

給食等食材費について、一部を支援することで、保
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2,865,030 
護者の経済的負担の軽減を図った。 

改善措置状況 

施策・事業名 食育推進事業 

【前年度の指摘事項】 

 一定数朝食を食べることができていない児童生

徒がおり、児童生徒の健康課題は年々多様化・深

刻化している状況にある。より一層家庭を含めた

さまざまな関係機関との連携を図り、改善に努め

ていただきたい。 

 また、食習慣を身につけることや地場産物・地

域文化等に対する関心と理解を深める食育を推進

していただきたい。 

【措置状況】 

 朝食摂取率や食事内容等についての聞き取り結

果をもとに担任、養護教諭等が個々に詳しく観察、

保護者との懇談等を行った。学校全体でも課題を共

有し改善に向けての取組を進めた。また、三重県事

業と連携し、令和３年度から始めたいせっ子朝食メ

ニューコンクールにより、地場産物を取り入れたメ

ニューを考えながら自らの食生活に関心を持ち、望

ましい食習慣を身につけることができるように進

めた。 

自己評価 

・各校で学校保健委員会の開催に努めた結果、全ての学校において設置・委員会の開催がなされた。学

校医等と連携した学校保健委員会を機能させることで、児童生徒の健康課題の解決に向けて健康教育の

推進、充実を図ることができたと考える。 

・学校保健安全法に基づく各検診を実施し、児童生徒の健康状態を把握することで、学校医と連携して

児童生徒の健康管理を行うことができた。引き続き検診の確実な実施と学校医との連携が重要であると

考える。 

・食育推進事業においては、食育担当者連絡協議会を開催し、各校の「食に関する指導の全体計画」策

定に向けた食育推進体制の整備の重要性など学校全体の取組への働きかけや、研究会参加による協議や

実践交流を行った。その結果、市内全小中学校において栄養教諭・臨時学校栄養職員と学級担任・教科

担任とが連携し指導を進めるなど食育の推進が図られた。また、研究事業や整備事業の委託、いせっ子

朝食メニューコンクールの実施により、地域や保護者との連携を深め、児童生徒の体験活動の活性化や

家庭との連携による食育の推進を図ることができた。「毎日朝食を食べている児童生徒の割合」について

は、令和５年度に比べ小学校0.4％減、中学校で1.4％増であり、意識は向けられていると思われるが、

家庭環境の問題、生活の乱れ、睡眠時間の減少、また朝食の内容に偏りがあるなどの課題もあげられ継

続的な取組が必要であると考える。 

・学校給食における地場産物を使用した割合においては、毎月19日の「食育の日」や、月に２回の「み

え地物一番給食の日」などに地場産物を多く取り入れるよう献立を工夫しているものの、目標を達成で

きなかった。理由として、生産農家の後継者不足や天候不良等による生産量の減少により、食数分の食

材の確保ができず、学校給食への提供が難しくなり他県産を使用する食材が増えていることが考えられ

る。 

今後の課題と取組 

・子どもたちの健康課題は、多様化・深刻化している状況にあり、その解決に向けては、学校医、学校

歯科医、学校薬剤師及び家庭と連携した学校保健委員会を効果的に機能させ、健康教育のより一層の推

進を図っていく必要がある。引き続き、学校保健委員会の活用と充実に向け、各校への情報提供や働き

かけを行っていく。 

・法令に基づいた各種検診を適正に実施し、児童生徒の健康状態を把握するとともに、結核精密検査に

ついては迅速に判断、対応する。 

・朝食摂取を含めた基本的生活習慣の定着や望ましい食習慣の定着を図るため、栄養教諭・臨時学校栄

養職員、食育担当者参加による食育担当者連絡協議会において、各校の実践交流、専門家による講演会

実施等により、各校における食育のより効果的な取組の推進を図っていく。 

・全ての子どもが朝食を食べて登校できるようさらなる家庭への呼びかけ・働きかけが必要と思われる。

各学校でアンケートを行い、その結果を家庭と共有する中で、今後も保護者との連携を密にとって進め

ていく。また、三重県及び伊勢市が主催する朝食メニューコンクールを実施し、児童生徒自身にも朝食



- 44 - 

の重要性に目を向けさせ、望ましい食習慣を身につけることや地場産物とその生産者について関心を高

める機会としたい。 

・地場産物の使用割合を高めるため、食材調達の際には納入業者に協力を求め、市内産を最優先に、市

内産→近郊産→県内産→国内産という順で調達するなど、工夫を重ねて目標の達成に努めていきたい。 

※１：「学校保健委員会の設置状況等調査」（三重県教育委員会）が２年に１回と変更となっ
たため、学校教育課において独自に調査し「参加者に学校医・学校歯科医・学校薬剤師
が含まれた学校保健委員会を開催した」と回答した伊勢市の小中学校の割合。 

※２：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において「朝食を毎日食べている」という
質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒の割合。 

※３：三重県産の食材を地場産物とし、食材数を基本に計算した割合。 
 

（点検・評価） 

【中西】 

「学校医・学校歯科医・学校薬剤師と連携した学校保健委員会を開催している学校の割合」は小・中

学校とも100%と目標を達成しており、「毎日朝食を食べている児童生徒の割合」は高い数値を維持でき

ている。現在の児童生徒には、肥満・痩身、生活習慣の乱れ、メンタルヘルスの問題、アレルギー疾患

の増加、性に関する問題など、多様な課題が生じているとされる。また、その背景事情も貧困や不登校、

児童虐待など複雑化している。このような多様化・複雑化する現代的な健康課題については、子どもた

ちの実情に応じた専門的な視点での対応が必要とされている。学校医、学校歯科医、学校薬剤師及び家

庭と連携した学校保健委員会を効果的に機能させ対策に取り組んでいただきたい。 

一方、食育に関しては地場産物の使用割合を高めるため食材調達の際には納入業者に協力とするなど、

工夫を重ね目標達成に向けて継続して改善に取り組まれており評価できる。旬の食材、郷土食や行事食

を取り入れなどの活動を通じて、望ましい食生活、食料の生産や地域文化等に対する関心と理解を深め

る食育を推進していただきたい。 

 

【上野】 

「毎日朝食を食べている児童生徒の割合」については目標値には到達してはいないものの高い水準を

維持できている点は高く評価できます。ただし、やはり一定数朝食を食べることができていない児童生

徒がおり、児童生徒の健康課題は年々多様化・深刻化している状況にあります。そこの部分に焦点をあ

て、今後も引き続き、より一層家庭を含めた様々な関係機関との密な連携や支援が大切になっていくと

思われます。食習慣を身につけることや地場産物とその生産者についての関心を高める等、より一層食

育の推進をお願いしたいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 ②体力・運動能力の向上 部署名 学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

柔軟性や筋力、持久力等の基礎的な体力は、生涯にわたって健康を保持増進することに重要な役割を

果たします。また、豊かなスポーツライフを実現することで、意欲や気力が充実し生活習慣に良い影響

を与えます。しかし、子どもたちが日常生活の中で体を動かすことが少なくなるとともに、体力の低下

が指摘されています。そこで発達段階に応じた体力や技能を身に付けるよう授業の工夫や学校全体での

体力向上に取り組んだり、継続して遊びや運動に取り組む機会を確保したりすることが必要です。 

また、地域のスポーツ指導者等の協力も得て、子どもたちの体力向上に取り組むことが重要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 体力・運動能力の向上 

   全国体力・運動能力、運動習慣等調査を活用し、運動習慣の確立や生活習慣の改善を推進します。

また、体力テストの結果を活用した授業の改善・充実を図るとともに、子どもたちが運動に取り組

む機会を確保する等の運動の日常化の推進に努めます。 

 

② 地域人材の活用 

   専門的な指導を充実させるため、部活動等において、地域の人材を活用します。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

体力テストの総合評価が「A」

「B」「C」の児童生徒の割合（※

２） 

小学校 
（※１） 

（70.9%） 
67.1％ 75.0% 

中学校 
（※１） 

（81.4%） 
77.2％ 85.0% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①② 児童生徒の体力向上の

推進 10,000 
全国体力・運動能力、運動習慣等調査を実施し、

児童生徒の体力状況の把握をするとともに、結果を

もとに体力向上に向けて取り組んだ。 

体育担当者をはじめとした小学校教員の指導力

向上を図るため、講習会を開催した。 
15,000 

② 学校水泳民間プール施

設活用事業 
8,280,000 小学校の体育科では、学校水泳における民間プー

ル施設等の効果的な活用の研究を行うため、10校を

研究校として指定し、検証を行った。 14,605,000 

改善措置状況 

施策・事業名 児童生徒の体力向上の推進 

【前年度の指摘事項】 

 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」では、

成果指標に設定されている「体力テストの総合評

価が「Ａ」「Ｂ」「Ⅽ」の児童生徒の割合」につい

て、低下傾向であることから、改善に取り組んで

いただきたい。 

【措置状況】 

 「令和５年度 全国体力・運動能力、運動習慣等

調査」の結果を踏まえ、市内児童生徒の運動能力や

生活習慣等について、小学校教員を対象とした研修

を行った。また、授業改善に活用できるよう、中学

校に向けても、結果の分析を送付した。 

施策・事業名 児童生徒の体力向上の推進 

【前年度の指摘事項】 

 生活の乱れが顕著に見て取れることから、健康

的な生活の改善にはつながっていない。具体的な

【措置状況】 

 生活習慣について、学校を通して児童生徒及び家

庭への啓発を行った。また、情報端末・情報処理端
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対応策について検討いただきたい。 末等の使い方についても啓発を行った。 

自己評価 

・令和６年度における全国・運動能力、運動習慣等調査結果において、小学生では令和５年度の71.5％、

令和元年度の70.9％との比較において下回った。中学生では、令和元年度81.4％、令和５年度77.4％

と、低下傾向となった。児童生徒質問紙の調査結果より、「運動（体を動かす遊びをふくむ）やスポーツ

をすることは好きですか。」「体育の授業は楽しいですか。」という設問では、小・中学校男女ともに、県・

全国平均を上回っており、運動に対する意識が高く、体育の授業に楽しさを感じることができていると

考えられる。また、「体育の授業で、目標（ねらい・めあて）を意識して学習することで、『できたり、

わかったり』することがありますか。」「体育の授業で、友達と助け合ったり、教え合ったりして学習す

ることで、『できたり、わかったり』することがありますか。」という設問では、小学校においては「い

つもある」「だいたいある」が、県・全国平均を上回っており、児童が主体的に活動に取り組み、自らが

学びに向かうような授業改善がなされているものの、結果と結びついていないと考える。一方、中学校

においては県・全国平均を下回っていることから、生徒が主体となる授業改善が必要だと考える。児童

生徒の生活面に関して、「朝食を毎日食べているか。」という設問では、小・中学校男女ともに、県・全

国平均を上回っているものの、「毎日どのくらい寝ているか。」については、中学校男女ともに、県・全

国平均を下回っている。さらに、「１日どのくらいの時間スクリーンを見ているか。」という設問では、

小・中学校男女ともに４時間以上見ている割合が多く、スクリーンを見ている時間が生活の乱れに影響

し、健康的な生活の改善にはつながっていないと考えられる。 

・ロイロノートを活用し、授業実践や運動のコツ等の動画配信を行った結果、市内で共有することがで

き、授業改善につながったと考える。 

・学校水泳民間プール施設活用事業については、担当者会議や委託業者との打合せを重ねることで、教

員と委託業者の連携体制の構築につながり、スムーズな指導が行えたと考える。さらに、児童、保護者、

教職員のアンケート結果では「水泳が好きになった。」「前よりも泳げるようになった。」「天候に左右さ

れずに水泳ができてありがたい。」「暑さを気にせずに水泳ができた。」「指導員さんの専門的な指導を受

けることができてよかった。」など肯定的な回答が多く、民間プール施設活用事業の効果が伺える。 

・部活動指導員の配置された部活動において専門的な指導が行われたことで、生徒の技能や意欲の向上

につながったと考える。 

今後の課題と取組 

・体力テストの項目ごとに見ていくと、「持久力」、「柔軟性」の項目において県・全国平均を下回る年度

が続いていることから、体力テストの結果を周知し、さまざまな取組や改善事例等を紹介するなど、学

校への働きかけが必要である。また、小中連携も含め、小学校中学校教員を対象とした研修会をもつ必

要がある。 

・基本的生活習慣の定着や運動の日常化について、学校や家庭に推進していく。 

・体育の授業時における目標を設定した取組や友達と協力した活動時間の増加など、個別最適な学習と

協働的な学習の展開が今後さらに望まれる。タブレットなどのICTを使った学習の授業改善は進んでい

る。今後は、ICT機器を効果的に活用した体育授業の推進が必要である。 

・スクリーンを見る時間について、家庭内でのルールを設けるなど、子どもたちへの指導や家庭への啓

発が必要である。 

・学校水泳民間プール施設の効果的な活用について、実施校を増やしていく予定である。 

・生徒への専門的な指導を行うため、部活動指導員の配置については拡充が望ましい。今後も現場のニ

ーズや実績等を踏まえた適正な配置に努める。 
※１：令和２年度（2020年度）は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、全国体力・運動能力、

運動習慣等調査は中止となった。 
※２：「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」（スポーツ庁）における総合評価 

が、「A」・「B」・「C」・「D」・「E」の5段階のうち上位３段階である「A」・「B」・「C」の伊勢市の児童生徒 
の割合 
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（点検・評価） 

【中西】 

成果指標に設定されている「体力テストの総合評価が「Ａ」「Ｂ」「Ⅽ」の児童生徒の割合」について、

小・中学校ともに低下傾向にあるとのことで改善に取り組んでいただきたい。ただ、調査結果からは、

運動に対する意識が高く、体育の授業に楽しさを感じることができている点や、授業改善の課題につい

ても検討されていることから、今後に期待したい。 

一方、生活習慣については、睡眠、食事、運動、メディア利用を柱としつつ、改善に取り組んでいた

だきたい。 

 

【上野】 

昨年度に引き続き、「体力テストの総合評価が「Ａ」「Ｂ」「Ｃ」の児童生徒の割合」と比較してもまだ

まだ下回っている点については改善の余地があると考えます。ただし、「運動やスポーツをすることは好

きですか」や「体育の授業は楽しいですか」という設問に対しては肯定的な回答が見られるため、その

点については評価できると考えられます。新型コロナの影響もあり、運動会や体育祭の簡素化の影響も

あるのかもしれませんが、児童生徒が主体的に活動に取り組み、そして成果を得ることができるような

授業改善を期待したいと思います。そのためにも、現状の分析と今後の見通しについて、小学校中学校

教員との連携や関係機関との連携を通した教育活動の充実に取り組んでいただきたく思います。 
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基本施策４：特別支援教育の推進  

（事務局の評価） 

施策名 ①特別支援教育の推進 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」や「医療的ケア児及びそ

の家族に対する支援に関する法律」、「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づく

り条例」の施行等、共生社会の実現に向けた取組が進んでいます。 

また本市においては、「伊勢市手話言語条例」の施行等、全ての人々がお互いを尊重し、分かり合い、

心豊かに共生することをめざした取組が進んでいます。 

各学校（幼稚園）においては特別な支援を必要とする子どもを含む全ての子どもたちが、互いに尊重

し合い、よさを認め合える人間関係を育むことが大切です。 

また、特別な支援を必要とする子どもが増加している中、障がいのある子どもたちと障がいのない子

どもたちが可能な限り同じ場で共に学ぶ、インクルーシブ教育システム（※１）の構築のための特別支

援教育を推進するとともに、特別な支援を必要とする子どもたちの自立と社会参画に必要となる力の育

成に向け、一人ひとりの状況に応じた学びの支援を行うことが必要とされます。 

各校（園）では、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場において適切な指導・支援の充実を図

るため、特別支援教育コーディネーターを中心に校内体制を整備し、医療、福祉等の関係機関との連携、

「個別の教育支援計画」（※２）及び「個別の指導計画」（※３）の策定等、一貫した教育を進めてい

くことが重要です。 

また、特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校（園）にも在籍していることから、全ての教職

員の特別支援教育に関する知識・技能を高めることが必要です。 

さらには、専門家による巡回相談や就学相談の充実を図ったり、保護者、教育関係者等に特別支援教

育に対する啓発を進めたりする必要があります。パーソナルファイル（※４）についても、保護者とと

もに活用を進める必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 特別支援教育の推進 

   特別な支援を必要とする子どもを含む全ての子どもたちが「学ぶ楽しさ」「わかる喜び」を実感で

きるよう、ICT機器の活用や見通しをもちやすい展開の工夫等、授業のユニバーサルデザイン化を

一層推進します。 

特別支援教育や発達障がいへの理解・啓発を進めるため、教職員・保護者向けの研修会を開催し 

ていきます。 

一人ひとりの教育的ニーズに応じた「個別の教育支援計画」や「個別の指導計画」に基づいた指

導・支援を進めるとともに、一人ひとりに必要な合理的配慮の提供を行います。また、校内委員会

を開催し、校内体制を見直すことで、個性に応じた支援を推進します。 

学習支援員・看護師・教育支援ボランティアを配置、派遣して支援します。そして、切れ目ない

支援を行うため、相談員による巡回相談や、幼稚園等から小、小から中、中から高への引継ぎを十

分に行います。さらに、関係機関との連携強化を図り、特別な支援を必要とする子どもたちをサポ

ートします。 

 

② 特別な支援が必要とされる子どもの就学への支援 

    子どもたち一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援を保障するために、教育相談や就学相談を行

うことにより、本人・保護者に十分な情報を提供します。また、本人・保護者と市教育委員会、学

校等が、教育的ニーズと必要な支援について合意形成を図ります。 

 

③ 特別な支援が必要な子どもへの就学奨励 

   特別な支援を必要とする児童生徒の保護者に学用品費等の一部を給与し、経済的負担を軽減する

ことで、特別支援教育の普及・奨励を図ります。 
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数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元現

状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

小中学校の通常の学級において「個別の指

導計画」を作成した学校の割合 

－ 

（－） 
100% 100% 

校内委員会を年４回以上開催し

た学校数 

小学校 
91.3% 

（78.3%） 
100% 100% 

中学校 
80.0% 

（40.0%） 
100% 100% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①② 特別支援教育推進事業 

258,126 

発達障がいを含む全ての障がいのある幼児・児

童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じ、適切

な指導及び必要な支援を行うことができるよう

特別支援教育の推進を図った。主な取組として、

特別支援教育推進会議の開催・特別支援教育コー

ディネーター会議の開催・巡回相談等を実施し

た。 

また、授業のユニバーサルデザイン化推進事業

を３校に委託し、「みんながわかりやすい授業づ

くり」に取り組むとともに授業公開も行い、どの

子にもわかりやすい授業や過ごしやすい学校づ

くりを推進することができた。 

366,354 

①② 学校生活支援事業（学

習支援員等） 136,728,259 

学習支援員を配置し、特別支援学級や通常学級

に在籍する支援の必要な児童生徒の生活面や学

習面をサポートすることで、特別支援教育の充実

を図った。 

また、医療的ケアを必要とする児童に対し、学

校へ看護師を配置し、必要な医療的ケアを行っ

た。 

167,428,517 

①②③ 特別支援教育就学奨励

事業 6,103,548 
小中学校の通常学級へ就学する学校教育法施

行令第22条の３に規定する障害の程度に該当す

る児童生徒及び特別支援学級へ就学する児童生

徒の保護者の経済的負担を軽減するため、学用品

や給食費の一部を支給した。 
7,009,390 

①② 教育研究研修推進経費

(P24,28,31,34,66と同

一事業) 

1,952,842 
特別支援教育講演会を保・幼・小・中の教職員、

保護者、市民を対象に、集合型で開催した。 

特別支援教育の研修講座を保・幼・小・中の教

職員を対象に、集合型で開催した。 2,001,157 

①② カウンセリングルーム

総合推進事業 
23,266,568 

学校からの要請に応じて緊急支援員の派遣や

教育コンサルタント及び臨床心理士による教育

相談（カウンセリング）を行った。 
24,376,240 
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改善措置状況 

施策・事業名 特別支援教育推進事業、学校教育支援事業（学習支援員等） 

【前年度の指摘事項】 

今後もよりよい特別支援教育の実現に向けた取

り組みを継続していただきたい。また、「個別の

教育支援計画」及び「個別の指導計画」に基づい

た指導・支援や一人ひとりの教育的ニーズに応じ

た学びの場を提供するために、内容の充実に取り

組んでいただきたい。 

 

【措置状況】 

「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」が一

人ひとりの教育的ニーズに基づいて行わるように、

また個に応じた合理的配慮の提供が行われるよう

に、特別支援教育コーディネーター会議において作

成の指導を行った。 

施策・事業名 特別支援教育推進事業 

【前年度の指摘事項】 

特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校

（園）にも在籍しているため、全ての教職員の特

別支援教育に関する知識・技能を高めることが望

まれる。関係機関との連携だけでなく、特別な支

援の必要な子どもの理解や対応や合理的配慮等、

教職員が自ら学ぶことのできる研修の機会の充実

に取り組んでいただきたい。 

【措置状況】 

 特別支援教育コーディネーター会議において、こ

ども発達支援室等の取組等を紹介し、保護者・学校

（園）・相談機関の連携を図るよう呼びかけた。 

 「授業のユニバーサルデザイン化推進事業」では、

３校に事業委託し、全ての児童生徒にとってあると

便利な支援について、それぞれの学校の取組を市内

全ての小中学校を対象に公開し、研修の充実を図っ

た。 

「特別支援教育講演会」、「特別支援教育」の研修

講座を保・幼・小・中の教職員を対象に計画し、具

体的な事例をもとに、特別な支援の必要な子どもの

理解や対応の仕方を学ぶ機会を設けた。 

自己評価 

・小中学校の通常の学級において「個別の指導計画」を作成した学校の割合は100％であった。コーデ 

ィネーター会議等を通して「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」の作成について指導・支援 

を進めることが、確実な作成につながっていると考える。 

・校内委員会を４回以上開催した学校数は、昨年度に続き100％であった。一人ひとりの教育的ニーズ

に応じた学びの場を提供するための話し合いの場の設定が、小中学校において定着していると考える。 

・特別支援学校に在籍する児童生徒が居住する地域との関係をより深めることができるように副次的な

籍の導入にむけて準備を行った。令和７年度は、特別支援学校小学部１年生が居住地の学校に副次的な

籍を置き、交流を進めることができると考える。 

・医療的ケアを必要とする児童に対して配置した看護師について、県が開催する医療的ケアスキルアッ

プ研修会に参加してもらったが、講義を受けたり事例報告や情報交換を行ったりすることで、スキルア

ップにつながったと考える。 

今後の課題と取組 

・関係機関と連携し、早期からの一貫した特別支援教育が実施されるよう、個別の教育支援計画やパー

ソナルファイルを確実に活用し、個に応じた支援を実施することを指導助言していく必要がある。 

・特別支援学校に在籍する児童生徒が地域とのつながりを深められるよう、特別支援学校と協働した居

住地校交流の充実を図る。 

・特別な支援の必要な子どもの理解や対応、合理的配慮等について、引き続き各校・園で研修を進めて 

いく必要がある。 

・特別支援学級在籍児童生徒の支援だけでなく、全ての児童生徒にとってあると便利な支援の学校づく

りのために授業のユニバーサルデザイン化が推進されるよう、指導主事の学校訪問やコーディネーター

会議で指導助言を行うとともに、研究授業を全ての小中学校に公開することで研修の充実を図っていき

たい。 

・今後も医療的ケアを必要とする児童生徒への対応ケースが増えていく見込みであり、個に応じた対応
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が必要とされる。継続的に看護師を配置・派遣できる体制を整えるとともに、的確な医療的ケアが行わ

れるよう看護師研修会を積み重ねる必要がある。 

・特別支援教育の研修講座を実施し、教職員の研修の機会を保障していきたい。 

※１：障がいのある者と障がいのない者が可能な限りともに学ぶ仕組み。  

※２：障がいのある幼児児童生徒の一人ひとりのニーズを正確に把握し、教育の視点から適

切に対応していくという考えのもと、長期的な視点で乳幼児期から学校卒業後までを通

じて、一貫して的確な支援を行うことを目的として策定される計画。  

※３：学校の教育課程において、児童生徒一人ひとりの障がいの状態等に応じたきめ細やか

な指導が行えるよう、指導目標や指導内容・方法等を具体的に表した指導計画。  

※４：発達や教育に支援の必要な子どもが、小学校入学前から仕事に就くまで、安心して一

貫した支援を受けられるよう、支援の情報をスムーズに引き継ぐためのファイル。  

 

（点検・評価） 

【中西】 

いずれの成果指標も目標値に達し、100%を維持されていることからも、計画当初から改善しているこ

とが確認できた。一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場を提供するための話し合いの場の設定が、

小中学校において定着しているとのことで、今後もよりよい特別支援教育の実現に向けた取り組みを継

続していただきたい。また、自己評価で述べられているように、「個別の教育支援計画」及び「個別の

指導計画」に基づいた指導・支援や、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場を提供するために、

内容の充実に取り組んでいただきたい。 

 

【上野】 

いずれの成果指標においても目標値に達しているため、引き続き教育支援の質の向上に努めていただ

きたく思います。 

「特別支援教育講演会」「特別支援教育」の研修会や校内委員会の実施等、定期的に開催されており、

各学校における一人ひとりの教育的ニーズに応じた学び場の提供に向けた努力がされている点について

大いに評価できます。ただし、特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校（園）にも在籍している

ため、今後も引き続きすべての教職員の特別支援教育に関する知識・技能を高めることが望まれます。

関係機関との連携だけでなく、特別な支援の必要な子どもの理解や対応や合理的配慮等、教職員が自ら

学ぶことのできる研修の機会の充実に取り組んでいただきたいと思います。 
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基本施策５：安全で安心な教育環境づくり 

 （事務局の評価） 

施策名 
①いじめや暴力のない学校づく

り 
部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

子どもはみんな、いじめや暴力のない安心して通える学校を求めています。しかし、全国ではいじめ

による深刻な事態が後を絶たない状況となっています。 

学校においては、いじめは決して許されない行為であるという認識のもと、全ての児童生徒が安心し

て学校生活を送れるよう、いじめをなくすことをめざしていじめの防止等の対策を行わなくてはなりま

せん。 

「伊勢市いじめ防止基本方針」及び「学校いじめ防止基本方針」に基づいた組織を活用し、いじめを

生まない未然防止の取組を第一に、いじめはどの子どもにも、どの学校にも起こりうるものであるとい

う考えのもと、いじめを積極的に認知し、いじめを受けた子どもや知らせてきた子どもの安全を守り通

し、早期解決に向けた取組を学校全体で進めていかなければなりません。学校・家庭・地域・関係機関

の連携を充実させ、子どもたちの言動や人間関係のわずかな変化に気づき、迅速かつ適切に対応できる

ようにしていく必要があります。 

また、スマートフォン等の急激な普及により、SNS等でのトラブルやいじめが大きな社会問題となって

いるため、子どもたちのインターネットの適切な利用に関する知識や情報モラルを高めていく必要があ

ります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 指導体制の充実 

    学級集団や個人の状況を客観的に見ることができるアンケート調査を活用し、その把握を綿密に

行うことにより、子どもたちのよりよい人間関係づくりを進め、いじめや暴力行為などの問題行動

の未然防止や指導改善に生かします。また、地域や家庭と連携し、青少年の健全育成等を推進しま

す。 

 

② いじめの実態把握と組織的な対応の推進 

   各学校の定期的なアンケート調査や面談等によりきめ細かな実態把握をするとともに、「学校いじ

め防止基本方針」に基づいた組織的な対応の推進を図ります。 

 

③ 相談体制の充実 

   いじめや友人関係などの悩みや不安をもつ子どもたちへの支援として、電話相談、面談、臨床心

理士やスクールカウンセラー等による専門的な教育相談の充実を図ります。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

いじめは、どんな理由があっ

てもいけないことだと考える

児童生徒の割合(※２) 

小学生 
96.3% 

（97.8%） 
97.2% 100% 

中学生 
95.8% 

（97.6%） 
94.7% 100% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①② いじめ防止対策推進事

業 
221,721 

伊勢市におけるいじめ防止等に資する対策を総

合的かつ効果的に進めるため、「いじめ防止対策推

進法」及び「伊勢市いじめ防止基本方針」に沿って

下記の会議や研修会を実施した。 
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195,401 

・伊勢市いじめ問題対策連絡協議会 

・伊勢市いじめ問題対策委員会 

・教職員対象のいじめ防止対策に資する研修会 

③ スクールカウンセラー

活用事業 
941,449 

日々の生活の中でいじめや不登校など人間関係

に関する不安や悩みを抱えている子どもたちや保

護者が、不安や悩みを打ち明けられるカウンセリン

グ体制の充実を図った。 
889,529 

①② 

 

子どもの学び場づくり

サポート総合推進事業 

（P57と同一事業） 
－ 

児童生徒が安心して過ごすことができる学校づ 

くりのため、WEBQU(※１)を実施し、その結果から

児童生徒の実態を把握するとともに、いじめの早期

発見や未然防止に役立てた。 

また、いじめを生み出さないよりよい集団づくり

について研究推進するとともに、研究体制強化のた

め、非常勤講師を全校に配置した。 
60,894,571 

改善措置状況 

施策・事業名 いじめ防止対策推進事業 

【前年度の指摘事項】 

 全国的にいじめの認知件数増加、いじめ重大事

案の増加、児童生徒の自死の増加、不登校児童生

徒数の増加など課題の深刻化などが指摘されてい

る。「暴力を伴わないいじめ」も含め、未然防止

に努めるとともにいじめの早期発見やよりよい学

級づくりに取り組んでいただきたい。 

 

 

【措置状況】 

 学校いじめ防止基本方針および生徒指導提要に

基づき、事案に応じて適切な対応が進められるよう

周知した。また、指導主事が学校を訪問し、正確な

いじめ認知の進め方等、指導・助言を行った。いじ

め防止対策推進法及び伊勢市いじめ防止基本方針

の趣旨を理解し、児童生徒理解に基づいた生徒指導

のあり方について研修を行った。 

 WEBQUにより学級や個人の様子を把握するととも

に、人権フォーラムや自然体験活動等、さまざまな

活動を通して児童生徒の心を育む取組を実施した。 

施策・事業名 いじめ防止対策推進事業、スクールカウンセラー活用事業 

【前年度の指摘事項】 

 WEBQUアンケートの実施を行い、それを実際に

活用し、指導に役立てられており、引き続き児童

生徒の実態把握と、個や学級集団に応じた指導改

善に役立てていただきたい。 

学校だけでは対応が困難なケースが増加してい

くと予想されるため、スクールソーシャルワーカ

ーを積極的に活用する等、状況に応じて専門家と

連携した対応方法について柔軟に対応していただ

きたい。 

【措置状況】 

 WEBQU実施後、教育研究所でも結果を分析し、学

校訪問を行い小中学校の様子の把握に努め、必要な

支援について共有した。 

生徒指導協議会等において各校の生徒指導担当

者に、スクールソーシャルワーカーの活用や関係機

関との連携の必要性について周知し、各校での活用

につなげた。 

自己評価 

・「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと考える児童生徒の割合」は、昨年度と比較し、小

学校・中学校ともに僅かに低下している。スクールソーシャルワーカーの活用や関係機関との連携の必

要性について周知したが、きめ細やかな対応につながらなかったと考える。 

・県のカウンセラーが全ての中学校区に配置されているが、補完として市内大規模の厚生中学校・小俣

中学校・小俣小学校・明野小学校へ市のカウンセラーを派遣した。児童生徒数に比例して保護者も含め

相談件数が多いことから、４校への配置については適当であると判断できる。また、必要に応じて他校

への派遣が可能であることから、公平であると考えられる。 

・いじめ防止対策推進法及び伊勢市いじめ防止基本方針の趣旨を理解し、児童生徒理解に基づいた生徒

指導のあり方について研修会を行うことで、いじめの認知と対応について周知することができたと考え
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る。 

・WEBQU実施後、教育研究所でも結果を分析し、学校訪問を行い小中学校の様子の把握に努めることで、

要支援の児童生徒について、どのような支援が必要であるか相談や情報共有することができたと考える。 

今後の課題と取組 

・「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと考える児童生徒の割合」は、目標値には届いてい

ない。いじめの早期発見やよりよい学級づくりなど、各校においてWEBQUの結果を分析し、児童生徒の

実態把握と、個や学級集団に応じた指導改善ができるよう支援していく。 

・県の改訂内容を反映するため、令和６年３月に伊勢市いじめ防止基本方針を改訂した。各校のいじめ

防止基本方針についてもその内容を反映し、児童生徒、保護者、地域、関係機関等に対して積極的に周

知を進めていく。 

・児童生徒本人だけでなく家庭への働きかけ等、学校だけでは対応が困難なケースが増加している。ス

クールソーシャルワーカーを積極的に活用する等、状況に応じて専門家と連携した対応を進めていかな

ければならない。 

・令和３年度から、中学校の大規模校だけでなく小学校の大規模校にも市のカウンセラーを配置できて

いるが、児童生徒の心のケアのため、必要に応じて、積極的に緊急派遣を活用できるように取組を進め

ていく。 

・WEBQUの結果を活用しながら、日々の教育活動をとおして、児童生徒が安心して過ごすことができる

学級・学校づくりを進めていく。 

※１：「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」を WEB 上で行う。次の３つのこ

とがわかる。①学級満足度尺度 ②学校生活意欲尺度 ③対人関係を築くために必要な

ソーシャルスキル尺度。  

※２：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において「いじめは、どんな理由があって

もいけないことだと思う」という質問に対して、肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒

の割合。  

 

（点検・評価） 

【中西】 

成果指標については目標値には到達できていないものの、高い実績値を維持できていることは評価で

きる。また、SCやSSWのような専門家との連携、WEBQUを活用した児童生徒の実態把握などにも取り組

まれ、児童生徒が安心して登校、活動できる学校、学級づくりに適切に取り組んでいると評価できる。 

一方、全国的にいじめの認知件数増加，いじめ重大事案の増加、児童生徒の自死の増加、不登校児童

生徒数の増加など課題の深刻化などが指摘されている。「暴力を伴わないいじめ」も含め、未然防止に

努めるとともにいじめの早期発見やよりよい学級づくりに取り組んでいただきたい。 

 

【上野】 

「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと考える児童生徒の割合」を拝見しても高い数値

を維持できていると思われます。これは、各学校における定期的なアンケート調査や面談等によりきめ

細かな実態把握の結果が成果指標の結果としても忠実に表れているものだと考えられます。児童生徒の

安全・安心を第一にした学校、学級づくりに適切に取り組まれている成果だと評価できます。 

 また、WEBQUアンケートを年２回実施されているとのことでした。ただ単にアンケート実施で終わる

ことなく、経年の比較や児童生徒の実態把握と、個や学級集団に応じた指導改善に役立てていただきた

いと思います。 

 今後、学校だけでは対応が困難なケースが増加していくと予想されるため、スクールソーシャルワー

カーを積極的に活用する等、状況に応じて専門家と連携した対応方法について柔軟に対応していただき

たいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 ②学校安全に関する取組の充実 部署名 教育総務課、学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

南海トラフ地震や津波、局地的な大雨等の風水害の自然災害から、子どもたちの命を守るため一層の

防災教育を推進していく必要があります。 

学校においては、学校における防災教育を通じて子どもたちが、大地震や台風接近に伴う土砂災害や

浸水被害等災害時における危険を認識し、日常的な備えを行うとともに、状況に応じて、的確な判断の

下に、自らの安全を確保するための行動ができることを中心に指導が行われてきました。 

今後、災害発生時においては、子どもたちが自らの命を守ることに加え、発達段階に応じて地域の一

員として行動できる力を付けることが求められています。 

また、毎年、学校や地域から通学路の改善の要望が多数あることから、警察、道路管理者等と連携し、

改善を図る必要があります。また、地域では不審者による声掛け事案も発生しています。子どもたちの

生活の安全・安心に対する懸念が高まっており、今後も家庭、地域、関係機関が一層連携し、社会全体

で非常時に対応できる体制（設備・組織・訓練）づくりに努める必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 学校安全に関する取組の充実 

   非常時に備え、子どもたちの安全確保及び学校安全管理の徹底のため、交通安全・防犯教室等を

実施します。子どもたち自身が危険を予測し、回避できるように、地域と連携して安全マップづく

りに取り組みます。 

 

② 防災ノートを用いた防災学習の実施 

   知識を得るとともに、発達段階に応じて、主体的な行動ができる子どもの育成をめざして取り組

みます。 

 

③ 防災・防犯等危機管理体制の整備 

   学校安全計画（※１）や危機管理マニュアル（※２）を活用し、家庭や地域等と連携して、非常

時への体制（設備・組織・訓練）を、実情に合わせ見直します。 

   地域の自主防犯組織や学校安全ボランティアの協力を得て、子どもたちの安全や学校生活の充実

に努めます。非常時に備え、保護者・地域に適切な情報提供を行うために、緊急連絡網のための携

帯メールへの登録を推進します。 

 

④ 通学路の安全確保 

   通学路の安全確保の取組の方針「伊勢市通学路交通安全プログラム（※３）」に基づき、警察、道

路管理者等の関係機関と連携を強化し、児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保を図

ります。 

数値目標 

指標名 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

「家庭」や「地域」と連携した防災の取

組実施の小中学校の割合(※４) 

66.7% 

（97.0%） 
100% 100% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

④ 通学安全対策事業（ス

クールバス運行業務委

託等） 

80,771,107 道路・交通事情等により通学に危険等支障が生じ

る児童・生徒に対して、スクールバス等を運行する

ことで、安全な通学環境を整備した。 83,155,752 
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④ 通学安全対策事業（遠

距離等通学費支給事

業） 

1,129,100 
道路・交通事情等により通学に危険等支障が生じ

る遠距離通学等児童生徒に対して、通学定期代を支

給することにより、児童生徒の通学上の安全確保を

図った。平成29年度から定期券の現物支給を行っ

ている。 1,164,480 

③④ 学校教育支援事業（学

校安全ボランティア） 
199,150 

子どもたちの登下校中の安全確保のため、地域の

自主防犯組織や住民と連携して見守り体制を整備

した。 
185,500 

改善措置状況 

施策・事業名 学校安全に関する取組の充実 

【前年度の指摘事項】 

 成果指標については、R2現状値より大きく改善

したが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け

る前ほどには改善されていない。防災の取組には

家庭や地域との連携は欠かせないため、防災教育

や学校安全に関して取り組んでいただきたい。 

【措置状況】 

 防災に関する訓練や地域の防犯・防災についての

話し合い、授業参観や学校だよりによる周知等、家

庭や地域との連携を進めるために工夫した取組を

全小中学校で行い、目標値を達成した。 

施策・事業名 学校安全に関する取組の充実 

【前年度の指摘事項】 

 地域の実情に即した学びは、防災教育だけでは

なく地域社会に対する理解を深め、学校での学び

が家庭や社会生活に役立てられていることに興味

関心を持つ機会となるなど、今日的な教育課題と

通底する。このような地域を題材とした授業につ

いて、その成果と課題を広く共有し、防災教育や

学校安全の取組がさらに充実していくことを期待

する。 

【措置状況】 

 関係機関と連携し、宮川の特徴や歴史を学び、地

域のハザードマップを活用する等の水災害教育や、

消防署と連携した地元消防団による防災に関する

授業等、地域への興味関心を高める防災教育を実施

した。また、各校に取組を周知し、各地域における

防災学習の充実をめざした。 

自己評価 

・通学安全対策事業については、年間を通じて大きな問題や苦情等はなく、学校や保護者等からの要望

にも臨機に対応できており、通学時の安全確保及び保護者の負担軽減の両面において満足度の高い運行

ができていると考える。 

・学校安全ボランティア活動については、全ての小学校区において実施しており、児童生徒の登下校時

の安全確保に役立っていると考える。 

・「家庭」や「地域」と連携した防災の取組を全小中学校で実施した結果、目標値を達成することができ

た。コロナ禍からさまざまな教育活動が再開されたことに加え、各学校が工夫した取組を実施した成果

であると考える。 

・各学校において、学級活動の時間等に防災ノートを活用した防災教育に取り組んだ。さまざまな災害

について学び、防災に対する意識を高めるために、今後も防災ノートを効果的に活用することが必要で

あると考える。 

・複数の小学校において、宮川の特徴や歴史を学び、地域のハザードマップを活用した水災害の教育を、

関係機関と連携して行った。実践的な行動力を高めるためにも、今後も地域への興味関心を高める防災

教育の取組を進めていくことは重要であると思われる。 
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今後の課題と取組 

・通学安全対策事業について、へき地児童生徒援助費等国補助金の支給要件が学校統合から５年間のみ

であるため、引き続き国・県に対し財政援助の要望を行いたい。また、物価高騰及び働き方改革に伴う

人件費の上昇に伴い、スクールバスの運行経費が増加しているため、子どもたちや教職員の負担になら

ない範囲で運行の効率化・最適化を図っていきたい。 

・子どもたちが安全に登下校できるよう、地域と連携して学校安全ボランティア活動の推進を引き続き

図っていくとともに、学校安全ボランティアに参加いただく方の高齢化による人数減少にも注視し、ボ

ランティアの周知の方法についての検討を進めたい。 

・「家庭」や「地域」と連携した防災の取組を引き続き全小中学校で実施し、各校の実情に応じたさまざ

まな災害に対応できるように推進していきたい。 

・地域や関係機関と連携した防災教育を行い、安全マップを作成するなど事前の対応についての学びに

つなげ、地域の実情に応じて命を守る行動をとれるように進めていきたい。 

※１：学校保健安全法第27条に基づき、児童生徒等の安全の確保を図るため、当該学校の施設及び設備の安全点

検、児童生徒等に対する通学を含めた学校生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修その

他学校における安全に関する事項について策定した計画。 

※２：三重県教育委員会が作成した「学校における防災の手引き」「学校管理下における危機管理マニュアル」に

基づき、各学校の実状に合わせて独自に作成したもの。 

※３：平成27年（2015年）５月に関係機関の連携体制を構築し、通学路の安全確保に向けた取組を行うため策定

した計画。 

※４：「学校防災取組状況調査」（三重県教育委員会）において「家庭や地域と連携した取組をした」と回答した伊

勢市の小中学校の割合 

 

（点検・評価） 

【中西】 

成果指標については、昨年度に続き高い数値を維持し、当年度は目標である100％を達成されたこと

は高く評価できる。防災の取組には家庭や地域との連携は欠かせないため、引き続き防災教育や学校安

全に関して取り組んでいただきたい。 

一方、宮川の特徴や歴史を学び、地域のハザードマップを活用した水災害の教育を関係機関と連携し

て行った実績が報告されている。このような地域の実情に即した学びは、防災教育だけではなく地域社

会に対する理解を深め、学校での学びが家庭や社会生活に役立てられていることに興味関心を持つ機会

となるなど、今日的な教育課題と通底する。このような地域を題材とした授業について、その成果と課

題を広く共有し、防災教育や学校安全の取り組みがさらに充実していくことを期待する。 

 

【上野】 

「「家庭」や「地域」と連携した防災の取組実施の小中学校の割合」について、目標値を達成できてお

り、評価できると考えます。ただし、課題にもあげられているように学校安全ボランティアに参加いた

だく方の高齢化による人数減少の問題があるとのことでした。児童生徒の安全・安心を守るためにもと

ても大切な人材だと考えます。ぜひ、ボランティアの周知の方法にも検討していただきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 ③不登校児童生徒への支援 部署名 学校教育課、教育研究所 

現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

1,000人あたりの不登校児童生徒数は、全国や県と比べると本市は少ない状況にありますが、不登校も

しくは登校しぶりの要因・背景は人間関係形成の困難等多岐にわたっており、保護者への支援も必要と

なってきています。 

このようなことから、教職員のカウンセリングマインド等の向上を図り、子どもたちや保護者に寄り

添った支援を行ってきました。今後は、教職員のライフステージ別による研修会を実施し、全ての教職

員が不登校児童生徒の心の理解や受容と共感に基づく支援ができるよう教職員の資質向上を図る必要が

あります。 

学校では、全ての子どもたちが安全・安心に学ぶことができる居心地のよい集団づくりを行う必要が

あります。そのために、子どもたちに「学習規律」や「社会性」などを身に付けさせるとともに、子ど

もたち一人ひとりの状態を適切に把握し、課題に対して早急に対応していかなければなりません。子ど

もたち一人ひとりの自己肯定感が高まるような指導、支援を行うともに、互いの違いを認め合い、尊重

し合う集団づくりが必要です。同時に１人１台ICT端末の導入を利用したオンライン学習等を行うこと

で、学習の機会を提供し、キャリアを保障するための支援が求められています。 

学校だけでは対応が困難な不安や悩みを抱える子どもの支援や、不登校の子どもの将来的な社会的自

立に向けた個々の状況に応じた支援体制も必要です。教育支援センターの機能強化、フリースクール等

との情報交換や連携、専門的知識をもった外部人材の活用など、不登校の子どもや保護者の支援を専門

的に行っていくことが重要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 誰もが安心して学ぶことができる学校・学級づくりの推進 

新たな不登校を生まない環境づくりのために、子どもたちのよりよい学校生活と仲間づくりなどの

自主的・自立的な活動を推進します。 

   子どもたちへのアンケート調査や日常の観察による実態把握、また教育相談を通して、子どもたち

の心の理解に努めます。 

   園と小学校、小学校と中学校が適切な情報共有を行うことで、円滑に学校生活が移行できるよう進

めます。 

 

② 学校内外の教育相談・支援体制の充実 

不登校やいじめ等の未然防止及び早期発見・早期解決を図るため、スクールカウンセラー等を活用

した教育相談を行います。 

   臨床心理士や教育コンサルタントによる子どもや保護者を対象とした教育相談の実施や、教職員を

対象とした教育相談に係る指導・助言を行います。 

   教育支援センターは、通級している子どもたちの支援に加え、通級していない子どもたちに対して

も訪問型の支援などを実施します。 

   不登校児童生徒の学校内外の学びについては、子どもの意思を尊重し、個々の状況に応じて教育支

援センターやフリースクールなど関係機関と連携します。またICT 機器を活用し、多様な学習の機会

を提供することで不登校児童生徒のキャリアの保障、社会的自立に向けて支援します。 

 

③ 子どもの心の理解や教育相談に関する教職員の専門性の向上 

   教職員のライフステージ別の教育相談に関する研修会を開催します。 

  教育支援センターの指導員の資質向上を図るため、事例検討会を充実させるとともに、不登校の子

どもの心の理解や対応方法についての研修を実施します。 
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数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

小中学校における 1,000 人あ

たりの不登校児童生徒数(※

１) 

小学校 
5.9 人 

（4.0 人） 
15.7 人 3.3 人 

中学校 
26.8 人 

（33.6 人） 
44.5 人 24.1 人 

学級集団や個人の状況を客観

的に見ることができるアンケ

ートツールにおいて満足群に

属する児童生徒の割合(※２) 

小学校 
67.8% 

（72.0%） 
68.5% 70.0% 

中学校 
69.9% 

(70.0%) 
59.7% 72.0% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①②③ 子どもの学び場づくり

サポート総合推進事業 

（P51と同一事業） 

 

 
― 

児童生徒が安心して過ごすことができる学校づ

くりのため、WEBQU（※３）を実施し、その結果か

ら児童生徒の実態を把握するとともに、不登校の未

然防止に役立てた。 

教育支援センターにおいて不登校児童生徒の社

会適応力を高めるとともに、社会的自立に向けた総

合的な支援を行った。 

教職員の専門性を高めるための研修会を実施し

た。 

教育支援センターに配置された教育コンサルタ

ント２人による訪問型支援を通じ、学校と連携して

取組を進めた。 

子ども未来サポート会議において、不登校児童生

徒の状況等情報共有し、必要な支援の充実について

検討した。 

60,894,571 

② カウンセリングルーム

総合推進事業 
23,266,568 教育コンサルタントや臨床心理士により、児童生

徒及びその保護者、学校等の教育相談に対応し、問

題の早期解消を支援した。 24,376,240 

改善措置状況 

施策・事業名 不登校児童生徒への支援 

【前年度の指摘事項】 

 成果指標については不登校児童生徒数、満足群

に属する中学校生徒の割合が悪くなっている点が

気がかりである。学校という場は、多くの人たち

との関わりの中でさまざまな体験や経験を通し

て、実社会に出て役立つ生きる力を養う場である。

こうした学校教育を受ける機会、周囲の児童生徒

と交流や切磋琢磨する機会を得られないことは、

社会的自立をめざす子どもたちのリスクとなりう

る。そのため、現状を分析するとともに対策に取

り組んでいただきたい。 

【措置状況】 

 不登校生徒児童生徒数が増加傾向にあることか

ら、早期対応の観点より小学校７校に別室（ねすと

ルーム）を設置し、サポーターを配置し、校内の多

様な居場所づくりの確保の支援に取り組んだ。また

各校においては「魅力ある学校づくり」「わかる授

業づくり」を進めるとともに、アンケート等の定期

的な調査と分析を行い、早期把握、早期支援に取り

組んだ。 
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施策・事業名 不登校児童生徒への支援 

【前年度の指摘事項】 

 「小中学校における1,000人あたりの不登校児

童生徒数」の割合の数値が非常に気になる。また

その原因として無気力・不安が多いということで

あった。本人のケアだけでなく、保護者のケアで

あったり支援も必要となってくる。教職員が一人

で抱え込むことがないよう、関係機関との連携や

専門的知識をもった外部人材の積極的な活用をお

願いしたい。 

不登校児童生徒の保護者が悩みを抱えて孤立せ

ず、適切な情報や支援が得られるよう、学校やス

クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ーによる保護者への相談支援に取り組んでいただ

きたい。 

【措置状況】 

 教育コンサルタントや臨床心理士が学校及び保

護者からの教育相談に対応し、必要に応じて関係機

関と連携することができた。 

また教育支援センターでは、通級生の保護者に対

し定期的に面談を行い、学校とも情報共有に努め

た。さらに教育支援センター配属のSCやSSWとも

連携してよりよい支援の方向性について協議した。 

「ホッと Line NEST～不登校・登校しぶりをと

もに語り考える会～」を年２回開催し、保護者同士

が悩みを共有し合える機会を設けた。 

  

自己評価 

・不登校児童生徒数は、全国的に増加傾向にあり、伊勢市でも、コロナ禍前は1,000人あたり15人程度

までで推移していたものが、令和４年度は21.4人、令和５年度は25.8人と右肩上がりの増加傾向が続

いていたが、令和６年度は25.9人と前年度から横ばいになったが、「不登校児童生徒について把握した

事実」としては、「生活リズムの不調」、「学校生活についてやる気が出ない」等コロナ禍の影響と思われ

るものや、「親子の関わり方に関する問題」「不安・抑うつ」等のさまざまな要因が複雑に絡んでおり、

対応も難しくなっている。 

・不登校児童生徒の社会的自立をめざした総合的な支援をめざし、教育支援センター指導員と教育コン

サルタント、臨床心理士、また、教育支援センターと学校、家庭、医療機関、福祉部門が連携すること

ができた。 

・不登校児童生徒の学習保障のため、学校と連携し、ICTを活用した学習を進めた。不登校児童生徒の

うち、ICT機器を活用し、学習に取り組んだことがある児童生徒の割合は、令和５年度の65.8％から令

和６年度は82.5%に増加した。活用内容については「本人または家族との連絡のやりとり」「授業内容等

の送付やプリント等の提出」「オンライン授業への参加」等が多く、不登校児童生徒が学びたいときに学

べる環境が整備できたと考える。 

・教育コンサルタントによる支援の充実を図り、学校にも教育支援センターにも来ることができていな

い児童生徒への相談等を充実させることができたと考える。 

・教育支援センターでは、小集団活動に入りづらい児童生徒にも対応するため、個別活動の時間を設け、

支援の幅を広げることができたと考える。 

・WEBQUにより、配慮が必要な児童生徒へより迅速な対応ができ、学級の活性度や安定度に応じた学級

経営を行ったことにより、令和５年度と比べ令和６年度小学校では1.5％の増加、中学校では0.4％の増

加となった。また令和６年度第１回と第２回を比べても増加傾向にあることから、各学校がきめ細やか

な指導・支援を行ってきた成果だと考えられる。学年集団の満足度の推移を注視しながら結果を分析し、

学校訪問を行い小中学校の様子の把握に努めることで、今後不登校になる可能性がある児童生徒の情報

を共有できたと考える。 

 

今後の課題と取組 

不登校児童生徒数は、年々増加傾向にあるため、不登校児童生徒の社会的自立に向けた総合的な支援、

不登校児童生徒数の減少を目的に、以下の取組を行う。 

・不登校児童生徒の状況を把握し、教育支援センターと学校、家庭及び関係機関のさらなる連携強化に

努める。 

・教育コンサルタントによる各小中学校への学校訪問を充実させ、不登校児童生徒を教育支援センター

や教育相談機関につなげる。 

・中学校の生徒指導委員会や小中生徒指導連絡協議会等に指導主事が参加し、今後不登校になる可能性
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がある児童生徒の情報を共有するとともに、早期把握、早期対応につなげる。 

・教育研究所でもWEBQUの結果を分析し、学校訪問を行い小中学校の様子を把握することで、WEBQUが

さらに有効に活用されるように助言するとともに、今後不登校になる可能性がある児童生徒の情報を共

有し、早期対応につなげる。 

・不登校児童生徒へICTを活用し、双方向での学びを実現するために各学校に働きかけていく。また学

習の機会の保障に向けて「映像授業とデジタルドリル」で学習することができるICT教材を導入し、自

分のペースで復習や学び直しができるようにする。 

・令和７年度は、小学校の令和６年度設置校、中学校全校に別室（ねすとルーム）を設置し、増加する

不登校傾向児童生徒への多様な居場所づくりの確保と早期対応をめざし、環境整備等の支援をしていく。

また、設置校を定期的に訪問し、効果的な運用できるようにする。 
※１：伊勢市の小中学校の児童生徒 1,000 人あたりの不登校児童生徒数。本調査における不

登校児童生徒とは、年度内に連続または断続して 30 日以上欠席した児童生徒のうち、「不
登校」を理由とする者をいう。 

※２：「第２回 WEBQU アンケート（よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート）」に
おいて小学校は６年生、中学校は３年生の満足群に属する児童生徒の割合。 

※３：「よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート」を WEB 上で行う。次の３つのこ

とがわかる。①学級満足度尺度 ②学校生活意欲尺度 ③対人関係を築くために必要な

ソーシャルスキル尺度。  

 

（点検・評価） 

【中西】 

成果指標については不登校児童生徒数が、前年度と変わらず高い数値となっている点が気がかりであ

る。増加傾向からは脱却できたようにも思われるが、改善されることを期待したい。学校という場は、

多くの人たちとの関わりの中で様々な体験や経験を通して、実社会に出て役立つ生きる力を養う場であ

る。こうした学校教育を受ける機会、周囲の児童生徒と交流や切磋琢磨する機会を得られないことは、

社会的自立を目指す子どもたちのリスクとなりうる。そのため、現状を分析するとともに対策に取り組

んでいただきたい。 

一方で、「不登校児童生徒の学習保障のため、学校と連携し、ICTを活用した学習を進めた。不登校

児童生徒のうち、ICT機器を活用し、学習に取り組んだことがある児童生徒の割合は、令和５年度の

65.8％から令和６年度は82.5%に増加した。」とのことで、不登校児童生徒が学びたいときに学べる環

境が整備されていることは評価したい。不登校児童生徒の保護者が悩みを抱えて孤立せず、適切な情報

や支援が得られるよう、学校やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーによる保護者への

相談支援に取り組んでいただきたい。 

 

【上野】 

「小中学校における1,000人あたりの不登校児童生徒数」の割合の数値が昨年に引き続き多い点が非

常に気になります。その原因として小学生は、①生活リズム、②学校生活、③親子関係、中学生は①学

校生活、②生活リズム、③不安、抑うつということでした。これらの問題については、教職員が一人で

抱え込むことがないよう、また本人のケアだけでなく、保護者のケアや支援も必要となる場合が考えら

れます。関係機関との連携や専門的知識をもった外部人材の積極的な活用を今後もお願いしたいと思い

ます。 

 一方で、ICT機器を活用した不登校児童生徒の学習保障の機会の充実はきちんとなされており、上手

く学校との連携が取れているように思います。引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 
④経済的理由により就学困難な

家庭に対する支援 
部署名 学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

学校教育法第19条において、「経済的理由によって、就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者に

対しては、市町村は、必要な援助を与えなければならない。」とされています。 

子どもたちの将来が、生まれ育った環境によって左右されることのないよう、安心して学習できる環

境を整備し、教育の機会均等を図ることが必要です。本市では、小中学校に通う児童生徒がおり、経済

的に困っている家庭に、学用品費や給食費等の一部を援助する就学援助を実施しています。 

近年、自然災害や感染症等により家計が急変する事態が発生しており、柔軟な対応が求められていま

す。全国的にも子どもの貧困対策が推進されている中、必要な支援が受けられるよう、学校と連携をし

ながら、わかりやすく明確な周知を図っていくことが必要です。 

また、経済的理由により修学困難な高校生・大学生等に対し返済の必要のない給付型の奨学金を支給

することで、奨学生の学費の負担軽減を図るとともに、有用な人材の育成に努めています。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 就学援助費の支給 

   公立小中学校に通う児童生徒がおり、経済的に困っている家庭に、制度についてわかりやすく周

知し、学用品費や給食費等の一部を援助する就学援助費を支給します。 

 

② 奨学金の支給 

   大学、高等学校、中等教育学校の後期課程又は高等専門学校等に在学する学生生徒で、経済的理

由により修学困難な者に対し、社会に貢献する有用な人材を育成することを目的に奨学金を支給し

ます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

経済的理由を要因とした長期欠席の児童

生徒数(※１) 

０人 

(０人) 
０人 ０人 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 要保護及び準要保護児

童生徒援助事業 112,865,014 
経済的理由により就学困難な児童生徒がいる家

庭に学用品費、修学旅行費、学校給食費等を支給し

た。なお、新入学児童生徒学用品費について、平成

29年度新入学予定児童生徒から、入学前の３月に支

給している。 
110,043,559 

② 奨学金育英事業 
4,602,475 

経済的理由により修学困難な大学・高等専門学

校・高等学校・中等教育学校(後期課程)に在学する

学生、生徒に対して奨学金を支給し、奨学生の学費

の負担軽減を図るとともに、有用な人材の育成に努

めた。 

 

10,488,380 

改善措置状況 

施策・事業名 経済的理由により就学困難な家庭に対する支援 
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【前年度の指摘事項】 

 特に改善措置が必要である旨の指摘がなかっ

た。 

【措置状況】 

－ 

自己評価 

・就学援助について、公立小中学校に通う児童生徒がおり経済的に困窮している家庭に、学用品費等の

援助を行うことで、経済的理由を要因とした長期欠席児童生徒がなく、義務教育を円滑に実施できたと

考える。また、子育て応援課及び生活支援課が実施する支援事業についても、校長会で周知をすること

で、各学校での保護者の相談対応に繋げられたと考える。 

・伊勢市奨学金制度について、広報いせ、ホームページ、テレビ広報、Facebook・X、公式LINEを活用

することで、幅広く周知することができたと考える。また、支給対象の学生が見込まれる松阪以南の県

立高校、県内私立高校、高等専門学校、大学、短期大学、専修学校（専門課程）に情報提供を行ったこ

とで、学生からの相談時に案内及び学業成績証明書等の発行依頼を円滑に実施することができたと考え

る。 

今後の課題と取組 

・平成25年８月、さらに平成30年８月に生活保護の生活扶助基準が見直しされたことにより、就学援

助制度の認定世帯に影響を及ぼすことが考えられたが、「政府ではできる限りその影響が及ばないよう対

応することを基本的考え方とする。」と引き続き示されたことを踏まえ、伊勢市においても、平成25年

８月見直し前の基準額で引き続き審査しているところである。今後も、国の動向を注視し、対応を図っ

ていく。加えて、クラブ活動費・生徒会費・PTA会費、卒業アルバム代などの任意費用の支給費目の拡

大についても、国や近隣市町の動向も見ながら、研究を続ける。 

・援助の必要な児童生徒の保護者に対し漏れなく援助が出来るよう、わかりやすく周知するとともに、

学校との更なる連携を図る。 

・子どもの貧困の原因は複雑・複合化していることから、根本原因の解決に向け、市福祉総合支援セン

ター等関係各課や関係機関と情報共有し更なる連携を図っていく。 

・奨学金を必要とする対象者に必要な情報が届くよう、引き続き周知に努める。 
※１：文部科学省が実施する「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」に

おいて経済的理由を長期欠席の要因とした伊勢市の児童生徒数。 
 

（点検・評価） 

【中西】 

経済的理由により就学困難な児童生徒がいる家庭に学用品費等の援助を行い、義務教育を円滑に実施

できたとのことで、この結果が経済的理由により長期欠席した児童生徒数が０人という結果を継続でき

ていることに繋がっていると評価できる。 

また、関係課や関連機関と連携した取り組みを継続されており、児童生徒の背景にある子どもの貧困

の根本原因の解決に繋がると期待でき、本事業に適切に取り組んでいると評価できる。 

 

【上野】 

就学援助費の支給や奨学金育英事業などを活用することにより、経済的理由を要因とした長期欠席の

児童生徒数が０人という結果が継続されている点については高く評価できます。引き続き、関係機関と

の連携をとりながら、経済的支援だけではなく包括的な支援により児童生徒の学びが保証されることを

願います。また、援助の必要な児童生徒の保護者に対して漏れなく援助が出来るような支援体制や周知

方法の工夫を引き続きこれからもどうぞよろしくお願いいたします。 
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基本施策６：信頼される学校づくり 

（事務局の評価） 

施策名 ①地域とともにある学校づくり 部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

本市では、学校評議員・学校運営協議会等を通して子どもたちに何ができるかを考え、共に行動する

ことで開かれた学校づくりを進めてきました。 

これから子どもたちが変化の激しい社会を生きるために必要な資質・能力を、学校・家庭・地域が連

携・協働し、社会全体で育んでいくことが求められています。  

信頼される学校づくりを実現するには、保護者や地域の方々の意見を取り入れながら継続的な評価・

改善活動を充実させ、各学校の地域や子どもたちの実態に応じて、教育活動や学校運営の質的向上を図

っていく必要があります。併せて、保護者や地域住民が、それぞれの立場から学校教育にかかわり、当

事者として協働しながら学校づくりを進めていくことが求められます。さらに、学校が地域に貢献する

という視点をもつことも求められています。 

また、各学校が自らの教育活動その他の学校運営について説明責任を果たすとともに、保護者や地域

住民に積極的に参画を働きかけていく必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

①  地域とともにある学校づくりの推進 

    学校評価や、学校評議員・学校運営協議会等の意見、保護者、地域の方々、社会教育委員等の意

見を幅広く聞き、協議し連携・協働を促進します。また、ホームページや学校だより等で学校の教

育活動を積極的に発信します。 

 

②  地域人材活用の推進 

    地域の人材を学校安全ボランティアや教育支援ボランティアとして活用し、子どもたちの安全や

学校生活の充実を図ります。また、子どもたちのボランティア活動や体験活動を実施するにあたっ

て、地域、家庭、学校の連携を進めます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

教育支援ボランティア・学校安全ボラン

ティア登録者数 

794 人 

（841 人） 
678 人 880 人 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 学校評議員設置経費 
774,000 

校長が学校評議員から教育活動、地域社会及び家

庭と学校の連携促進等について、意見や助言をいた

だき、学校経営の改善を図った。 
780,000 

② 学校教育支援事業（教

育支援ボランティア） 4,979,900 

学校教育を支援する意欲のある方や適正のある

地域人材により、幼稚園や小中学校において、きめ

細かな学習支援等を行うことができ、教育活動の充

実を図ることができた。 

4,321,132 
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改善措置状況 

施策・事業名 学校評議員設置経費 

【前年度の指摘事項】 

学校評議員については、学校長への働きかけに

より、新規の人材登用および女性の占める割合と

もに増加したとの報告もあり、積極的な女性登用

を継続的に働きかけた成果であると考える。今後

も、各学校の掲げる教育目標を保護者や地域や関

係機関と共有し、その実現に向けてパートナーシ

ップに基づく相互の連携・協働することを通じて

地域とともにある学校をめざしていただきたい。 

【措置状況】 

 伊勢市学校評議員運営規程に基づき、校長は学校

評議員の意見を参考としつつ、学校運営を行った。

また、積極的な女性登用により全体の３割を占め

た。学校だよりやホームページ等で、学校教育活動

を発信し、地域とともにある学校づくりを進めるこ

とができた。 

施策・事業名 学校教育支援事業（教育支援ボランティア） 

【前年度の指摘事項】 

成果指標にあるボランティアの登録者数が減少

傾向にある。学校での教育活動を充実させるため

にも、関係機関と協力しつつ改善に努めていただ

きたい。 

【措置状況】 

 ボランティア登録について、市のホームページや

広報いせでの周知等行った。また、総合的な学習の

時間のゲストティーチャーや部活動支援、図書館支

援等、さまざまな分野で活躍していただける地域の

方に、各学校を通じて声をかけて登録をしてもらっ

た。 

施策・事業名 学校教育支援事業（教育支援ボランティア） 

【前年度の指摘事項】 

学生を含めボランティアの周知の方法について

も、市のホームページや広報いせを活用するだけ

でなく、新たな方法についても検討していただき

たい。 

【措置状況】 

 県内２校の大学生に向けてボランティア説明会

を行い、大学生のボランティア登録を呼びかけ派遣

を行った。また、一般ボランティアの募集について

は、市ホームページや広報いせでの周知以外にも、

さまざまな場で活躍していただいている地域の方

に、学校や教育委員会を通じて声をかけ、登録いた

だいた。 

自己評価 

・学校評議員については、学校長への働きかけにより、新規の人材登用および女性の占める割合ともに

増加した。積極的な女性の登用を継続的に働きかけた成果であると考える。 

・学生ボランティアも含めた教育支援ボランティアの募集と派遣を行った。ボランティア登録数は減少

してはいるが、幼稚園、学校からの要望に沿う支援を行うことができた。市ホームページや広報いせで

の周知以外にも、さまざまな場で活躍していただいている地域の方に、学校や教育委員会を通じて声を

かけた成果であると考える。 

・地域や保護者に学校教育活動を発信することで、授業や学校行事の参観等、保護者や地域の方が学校

の様子を知ってもらう機会が増加し、そこでの意見を受けさらに学校教育に生かすことができたと考え

る。 

今後の課題と取組 

・男女共同参画の視点から学校評議員の女性の割合を増やすよう、今後も校長会等を通じて継続的に働

きかけていく必要がある。 

・年度途中に、支援の必要な子が転入等で増えるため、緊急で配置できる人材は引き続き必要である。

教育支援ボランティアの遠方の学校への派遣の充実も踏まえ、該当学校長等と協力して、地域人材の発

掘を行い、登録･派遣につなげていきたい。 
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（点検・評価） 

【中西】 

成果指標にあるボランティアの登録者数の減少傾向が続きている点が課題である。学校での教育活動

を充実させるためにも、関係機関と協力しつつ改善に努めていただきたい。一方、学校評議員について

は、前年度に続き学校長への働きかけにより、新規の人材登用および女性の占める割合ともに増加した

との報告もあり、積極的な女性登用を継続的に働きかた成果であると考える。今後も、各学校の掲げる

教育目標を保護者や地域や関係機関と共有し、その実現に向けてパートナーシップに基づく相互の連

携・協働することを通じて地域とともにある学校を目指していただきたい。 

 

【上野】 

成果指標にある「教育支援ボランティア・学校安全ボランティア登録者数」が昨年に引き続き、減少

傾向にあります。地域人材を学校安全ボランティアや教育支援ボランティアとして活用することは、子

どもたちにとっても非常に良い効果をもたらすと思います。本学の学生も積極的に教育支援ボランティ

アに参加したいと考えています。周知の方法も含めて工夫していただけるとありがたく思います。これ

らのニーズに引き続き応えていただけますよう、市のホームページや広報いせの活用だけでなく、新た

な周知方法についても検討していただきたいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 
②教職員の資質向上とコンプライア

ンスの推進 
部署名 学校教育課、教育研究所 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

教職員に求められる資質・能力は、これまでは使命感や責任感、教育的愛情や教科等に関する専門的

知識、実践的指導力、総合的人間力、コミュニケーション能力、ファシリテーション能力などがあげら

れてきました。これらに加え、子どもたちがSociety5.0を生き抜いていく力を育成するために、情報活

用能力やデータリテラシーの向上が求められています。教職員は、子どもたち一人ひとりの学びを最大

限に引き出す質の高い指導を可能にするために、これらの変化を柔軟に受け止め、学び続けていく必要

があります。 

また、いじめ・不登校等、生徒指導上の諸課題への対応、特別支援教育の充実、外国人児童生徒への

対応等、学校を取り巻く状況が複雑化・多様化していることから、教員は教職生活全体を通じて、学び

続ける意欲や探究心をもち続け、こうした課題に対応できる専門的知識・技能、そして実践的指導力の

向上に努めなければなりません。 

今後、多くの経験豊かな教職員の退職が見込まれており、教育実践の蓄積の引き継ぎが急務であるこ

とから、若手教職員を対象とした研修を充実させ、人材育成を計画的に進める必要があります。教職員

が学校において互いに力を磨き合い、育つことができるようOJT(※１)を活性化させたり、めざす学校像

の実現に向けた活動を先導する中核的リーダーを育成したりして、授業研究を中心とした校内研修を充

実させたりすることで、教職員一人ひとりの授業力を高めることが必要です。 

また、教職員による不祥事により学校への信頼が揺らいでいる状況があることから、教職員一人ひと

りがコンプライアンスを自分事として捉え、厳しく律することが必要です。本市においても不祥事の根

絶に向け、各教職員のコンプライアンスへの意識を高め、学校において一層の取組を推進します。 

※OJT（On The Job Training）とは、実際の業務を通じて人材育成をすること。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

①  教職員研修講座の充実 

   多様化・複雑化する教育課題に対応できるよう、教職員研修講座を充実させます。 

教職員の専門性を高めるために教職員一人ひとりが主体的に学ぶ研修を実施し、教職員の人間 

性・資質の向上を図ります。 

 

②  若手教員の実践的指導力の向上に向けた研修の充実 

       若手教員の実践的指導力の向上に向けた研修を計画的に実施します。 

 

③ 教育研究支援 

      教育研究を委託したり、指導主事を派遣したりして校内研修の活性化を図り、学校の特色に合わ

せた教育研究や今日的課題に対応する教育研究を推進します。 

 

④ 教育資料の提供 

        教育資料を収集し、教育研究所ホームページやクラウドを活用した提供を進めます。 

 

⑤ 校内でのコンプライアンス研修の支援・充実 

   校内でのコンプライアンス研修の実施の働きかけ及び資料提供などを行い、研修内容の充実・教 

職員のコンプライアンスに対する意識の向上を図ります。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

課題の解決に向けて、自分で

考え自分で取り組んでいると

感じる児童生徒の割合(※１) 

小学生 
74.2% 

（79.2%） 
84.8％ 80.0% 

中学生 
75.0% 

（77.9%） 
82.9％ 80.0% 
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校内研修の成果を公開授業等で発信した

小中学校の割合(※２) 

18.2% 

（27.3%） 
18.8％ 40.6% 

研修講座等への延べ参加人数 
864 人 

（1,688 人） 
1,795 人 2,100 人 

校内でコンプライアンス研修を実施した

小中学校の割合 

－ 

（－） 
100％ 100% 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

①②③

④⑤ 

教職員研修経費 
1,345,592 

教職員の資質向上のため、管理職、教職員、事務

職員等の職種別研修会を開催するとともに、各学校

での研修会に係る経費を負担した。 
1,357,811 

①②③

④⑤ 

教育研究研修推進経費

(P24,28,31,34,47 と同

一事業) 
1,952,842 

教育課題や受講者のニーズに合わせた研修講座

を開催し、教職員の専門性を高めるとともに、資質

向上を図った。 

今日的課題に係る実践研究を委託し、授業力向上

をめざした公開授業研究会を集合型で開催した。 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                   
2,001,157 

改善措置状況 

施策・事業名 教職員の資質向上とコンプライアンスの推進 

【前年度の指摘事項】 

 校内研修の成果を公開授業として発信した割合

や研修講座への参加者数の数値目標について、目

標には到達していないものの課題を分析されてい

るようであるので、引き続き子どもたちの資質・

能力の向上のためにも、学び続ける教員として取

り組めるよう、関係機関で協力して取り組んでい

ただきたい。 

授業で主体的・協働的に学習に取り組んでいる

と児童生徒が感じられるように、教員の授業改善

の在り方について引き続きご検討をよろしくお願

いいたします。 

【措置状況】 

校内で研修を深める学校が多く、公開授業等で発

信するまでには至らなかったが、質の高い研究を進

められるよう支援することができた。 

働き方改革を考慮しながら充実した内容の研修

講座を開催するため、教育課題に対応するとともに

教職員のニーズに合った研修内容及び講師を精選

し、教職員の学び続けようとする意欲や姿勢につな

がる効果的な講座を計画した。 

 

施策・事業名 教職員の資質向上とコンプライアンスの推進 

【前年度の指摘事項】 

学校教育を取り巻く状況が激しく変化する現代

において、コンプライアンス研修は実情に応じて

内容を精選して開催していただきたい。 

 

【措置状況】 

 各校にて、管理職が中心となりコンプライアンス

ミーティングを複数回実施した。 

自己評価 

・教職員研修講座については、夏季休業中の閉校日や働き方改革を考慮し、講座数を増やすことはせず、

教育委員会の方針や教職員のニーズに合うよう内容を工夫したが、グループワーク等の活動、具体的な

事例をもとにした講座の満足度が高く、実際に使えることをたくさん学べたというアンケートの回答が

多かった。教職員のニーズに合った研修講座を企画できたと考える。 

・令和６年度は昨年度に比べ、参加人数は減少し目標値を下回ったが、教職員のニーズに合うよう内容

を工夫したことで、受講者の満足度を上げることができたと考える。 

・公開授業等で研修の成果を発信した学校は６校となった。新たに公開を始めた事業もあったが、校内
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で研修を深める学校が多く、公開授業等で発信するまでには至らなかったため、目標値が下回ったと考

えられる。今後より一層質の高い研究を進められるよう支援していく必要があると考える。 

・小中学校長会や教育長学校訪問等の機会を通じて、管理職へ学期ごとにおける、コンプライアンス研 

修の実施を呼びかけや三重県教育委員会からの研修資料を紹介するなど、啓発を進めた結果、コンプラ 

イアンス研修の実施率が100％となったと考える。 

今後の課題と取組 

・「授業で主体的・協働的に学習に取り組んでいると感じる子どもたちの割合」は、大幅に改善している

が、引き続き子どもたちも教員も学び続ける必要がある。教職員のニーズに合った内容及び講師を精選

し、教職員の学び続けようとする意欲や姿勢につながる効果的な講座を開催することで、資質向上を図

りたい。 

※１：「全国学力・学習状況調査」（文部科学省）において、小学６年生では「５年生までに受けた授業では、課題

の解決に向けて、自分で考え自分で取り組んでいたと思いますか」、中学３年生では「１，２年生のときに受

けた授業では、課題の解決に向けて、自分で考え自分で取り組んでいたと思いますか」という質問に対して、

肯定的な回答をした伊勢市の児童生徒の割合。 

※２：公開授業等の対象は、市内全小中学校が参加できる規模以上のもの。 

 

（点検・評価） 

【中西】 

成果指標にある「課題の解決に向けて、自分で考え自分で取り組んでいると感じる児童生徒の割合」

は前年度より改善し、目標値に達するに至ったことは高く評価できる。特に、現行学習指導要領からは

問題解決力の育成が各教科の学習にも位置付けられており、日頃の学習活動の中で培われていることの

成果だと考えられる。 

一方、同じく成果指標に設定されている「研修講座への延べ参加人数」について、前年度から減少し

たものの、教職員のニーズに沿った研修講座を開講し、受講者の満足度は向上しているとのことで、引

き続き子どもたちの資質・能力の向上のためにも、学び続ける教師として取り組めるよう、関係機関で

協力して取り組んでいただきたい。また、学校教育を取り巻く状況が激しく変化する現代において、コ

ンプライアンス研修は実情に応じて内容を精選して開催していただきたい。 

 

【上野】 

自分自身の課題解決に向けて「課題の解決に向けて、自分で考え自分で取り組んでいると感じる児童

生徒の割合」が増加していること点において高く評価できます。これは児童生徒の問題解決への取り組

み意識が高くなってきていると見ることもできますが、併せて主な取組で実施されている若手教員も含

めた研修や研究の支援体制が充実しているからとも考えられます。 

新学習指導要領においても児童生徒につけたい力には変容が見られ、課題解決能力や問題を発見する

力などが挙げられています。そのためにも引き続き、授業で主体的・協働的に学習に取り組んでいると

児童生徒が感じられるように、教員の授業改善の在り方について引き続きご検討をよろしくお願いいた

します。 

また昨今、教員の不祥事が目立つようになってきました。各学校において管理職を中心としたコンプ

ライアンス研修が実施されているとの報告がありました。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 
③教職員が働きやすい環境づく

り 
部署名 学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

未来を担う子どもたちを育むためには、教職員一人ひとりが仕事と生活のバランスをとり、元気で意

欲をもって子どもたちと向き合うことが大切です。しかし、子どもや保護者等の価値観は年々多様化し、

学校への新たな要望・意見も増加しています。また、学校が抱える課題はますます複雑化・多様化し、

教職員は日々対応に追われている状況にあります。経済協力開発機構（OECD）の「国際教員指導環境調

査」の結果からも加盟国等48の国や地域の中で、総勤務時間の合計について日本が最も長いとの結果が

出ています。本市においては、令和４年（2022年）４月１日に施行された「伊勢市立の小学校及び中学

校における教職員の在校等時間の上限等に関する規則」にて教職員の業務を行う時間の上限等が改めて、

定められました。ワークライフバランスの考えのもと、管理職がリーダーシップを発揮して組織的な体

制づくりを進めるなど、適切な学校運営マネジメントを行い、総勤務時間縮減に取り組み、学校におけ

る働き方改革を推進することが必要です。 

また、日々の学校生活では教職員だけでは対応が難しい場面もあり、専門スタッフや外部人材の充実

及びその派遣等の支援が必要と考え、指導体制の充実を推進しています。 

このような教職員の業務の多忙化と困難化から、精神的な負担感を抱える教職員も少なくないことか

ら、教職員一人ひとりが悩みや不安感を抱え込まないよう相談体制の充実を図るなど、職場全体での組

織的な体制を構築する必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

①  総勤務時間縮減に向けた取組 

      教職員の総勤務時間の縮減に向け、学校安全衛生委員会（※１）の定期的な開催を促進します。 

  

② 専門スタッフや外部人材等の活用 

     市内の学校に非常勤講師や部活動指導員等専門スタッフや外部人材等を効果的に配置すること

により指導体制の充実を推進し、教職員の負担軽減・支援の取組を進めます。 

 

③ 教職員の健康管理対策とメンタルヘルス対策 

   教職員を対象にストレスチェックを実施し、管理職と密に連携して、メンタルヘルスケアを支援

するとともに、職場環境の改善につなげます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

学校安全衛生委員会を２回以上開催した

小中学校の割合 

－ 

（－） 
100％ 100% 

在職者に占める精神神経系疾患による休

職者の割合 

0.23% 

（0.15%） 
0.15％ 0.2%以下 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 教職員健康管理事

業 5,923,867 

県費負担職員を対象に定期健康診断を実施し、健

康の保持増進を図った。 

また、労働安全衛生法の規定に基づき、職員自身の

ストレスへの気づきを促し、メンタルヘルス不全を未

然に防止するための一次予防を目的として、ストレス

チェックを実施した。 6,570,171 
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② 部活動指導員配置

事業 
5,646,690 

市立中学校に部活動指導員を配置し、部活動指導体

制の充実を推進し、専門的な指導、部活動を担当する

教員の負担軽減・支援を行った。  7,315,385 

改善措置状況 

施策・事業名 部活動指導員配置事業 

【前年度の指摘事項】 

 部活動指導員の適切な配置について、慎重に検

討をお願いしたい。 

【措置状況】 

 令和５年度は８人の配置であったが、令和６年度

は５人増員し、13人の配置を行った。 

施策・事業名 総勤務時間縮減に向けた取組 

【前年度の指摘事項】 

成果指標にある「在職者に占める精神神経系疾

患による休職者の割合」が増加傾向にあることが

気にかかる。引き続き職務内容を精選するなど学

校内部からの改善と、適切な労働環境を実現でき

る人的支援などを通じて職務環境の改善に取り組

むとともに、教職員のメンタル不全の未然防止に

取り組んでいただきたい。 

【措置状況】 

 各学校において、行事の見直しなど職務内容の精

選に努めた。また、加配教諭の配置や県費職員の増

員を県に働きかけ、教職員のメンタル不全の未然防

止に取り組んだ。 

施策・事業名 総勤務時間縮減に向けた取組 

【前年度の指摘事項】 

 各学校において、定時退校日の設定や、放課後

開催の会議を60分以内にする等の工夫が見られ、

それが働きやすい環境づくりに繋がっていると思

われる。 

【措置状況】 

 各学校において定時退校日の設定や、放課後開催

の会議を60分以内に終了することなど、達成の目

標値を設定する取組を継続した。 

自己評価 

・教職員へのストレスチェック実施により、自身のストレスへの気づきを促し、メンタルヘルス不全を

未然に防止するための一次予防につながったと言える。 

・教職員の時間外労働の上限などに関する方針を教育委員会規則ならびに伊勢市立小中学校の教職員の 

勤務時間の上限に関する方針に沿って、教職員の時間外労働を月45時間、年360時間を上限とするよう 

取り組んだ。また、加配教諭の配置や県費職員の配置等により、各小中学校において業務の負担軽減に 

つながり、総勤務時間の削減等の効果が見られた。 

・部活動指導員が配置された部活動において、生徒の技能や意欲の向上、教職員の負担を軽減する効果 

があったと考える。 

今後の課題と取組 

・ストレスチェック実施後、面接指導対象となった者からの申し出に対しては、今後も健康管理医によ

る面接指導を実施し、教職員のメンタル不全の未然防止に努める。 

・部活動指導員の配置については、生徒への専門的な指導、教員の負担軽減の観点からは拡充が望まし

い。今後も現場のニーズや実績等を踏まえた適正な配置に努める。 

・新規の精神神経系疾患の罹患者を増やさないため、調査・会議・研修等の見直しや業務負担の均一化 

に取り組むとともに、加配教諭の配置や県費職員の配置を引き続き県に働きかけていく。 

・減少傾向にあるものの、依然として月80時間を超過する教職員が解消されていない状況であるため、

今後も実効的な取組を継続していく必要がある。 

※１：労働安全衛生法に基づき、労働者の危険又は健康障害を防止するための対策について対策を行う校内組織。 
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（点検・評価） 

【中西】 

成果指標にある「在職者に占める精神神経系疾患による休職者の割合」が0.15％と昨年度よりも改善

しており評価できる。一方で、依然として月80時間を超過する教職員が解消されていない状況もあると

課題が示されていることから、今後も職務内容を精選するなど学校内部からの改善と、適切な労働環境

を実現できる人的支援などを通じて職務環境の改善に取り組むとともに、教職員のメンタル不全の未然

防止に取り組んでいただきたい。 

 

【上野】 

「在職者に占める精神神経系疾患による休職者の割合」が減少はしていますが、まだまだ一定数みえ

るところが気になります。学校が抱える課題はますます複雑化・多様化し、教職員は日々対応に追われ

ている状況にある中で、いかにストレスを軽減していくかは今後も課題となってくると思われます。そ

のための教職員のストレスチェック等を定期的に実施し、メンタル不全防止を事前に防ぐことだけでな

く、管理職が中心となった組織的な体制づくりや働き方改革の推進がのぞまれていると思われます。 

 まだまだ月80時間を超過する教職員が解消されていないこともあり、各学校における定時退校日の設

定や、放課後開催の会議を60分以内する等の工夫や、教職員が働きやすい環境づくりに向けて引き続き

よろしくお願いします。また、部活動指導員についても適切な配置の仕方について慎重に検討をお願い

いたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 ④教育環境の整備・充実 部署名 
教育総務課、学校施設整備課、 

学校教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

子どもたちが、安全で安心かつ時代に即応した快適な教育環境の中で学習していくことが望まれてい

ます。 

令和元年度（2019年度）に定めた伊勢市学校施設長寿命化計画に基づき、施設・設備の耐久性、機能

及び性能の向上または修繕等の維持管理に努めるとともに、学習指導要領に対応した多様化する教育内

容・指導方法の実現のため、教材備品の整備・充実を図る必要があります。 

また、学校給食は、小学校は単独自校調理方式、中学校は共同調理場方式により実施していますが、

子どもたちに安全・安心な給食を提供するためには、衛生的・持続的に給食調理が行える環境を整えな

ければなりません。衛生管理基準に沿った運用をしていくために、調理機器等の更新や設備の充実を図

るとともに給食提供体制も確保する必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

①  施設・設備の長寿命化と教材備品の充実 

         伊勢市学校施設長寿命化計画に基づき、施設の経年劣化の回復、バリアフリー化、照明のLED化

などの長寿命化改修を計画的に進めるとともに、教材備品の整備・充実により、学習環境を整えま

す。 

 

② 給食施設・設備の充実と給食提供体制の確保 

        学校給食における安全・安心な給食の提供は不可欠であることから、給食施設・設備の充実に努

めるとともに、調理員の育成、調理体制の確保に努めます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

学校施設の不具合により学校生活に支障をきた

した件数 

０件 

（０件） 
０件 ０件 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 教材整備経費 20,345,008 教材を整備することにより、児童生徒等の学習意欲

が高まり、学習活動の充実を図ることができた。 
18,185,427 

① 小学校・中学校整備事

業 

99,480,500 

 小学校・中学校施設の安全面、衛生面の機能充実

及び 

施設機能の維持等の整備を行った。 

 

・プール塗装修繕工事（御薗小） 

・門扉改修工事（上野小） 

・ブランコ更新工事（有緝小、宮山小、御薗小） 

・床修繕工事（明倫小、四郷小、御薗中） 

・給食室改修工事（修道小、浜郷小） 

・放送設備更新工事（城田小、上野小、城田中） 

・空調機改修工事（早修小） 

・空調機設置工事（御薗小） 

・外壁等改修工事（港中、城田中） 

・防犯カメラ設置工事（厚生中、城田中、御薗中） 

132,304,700 
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① 小学校・中学校長寿命

化改修事業 

 

- 

 

老朽化したトイレの環境改善のため、床の乾式化、

便器の洋式化及び照明のLED化等を行った。（進修

小、小俣小、明野小、御薗小） 

老朽化した屋内運動場の耐久性、機能・性能の向

上を図る改修工事の設計業務委託等を行った。（厚生

中） 

93,381,200 

① 小学校給食室整備事業 
- 

児童数の増加及び施設の老朽化に伴い、新たに給

食室を整備するため設計業務委託等を行った。（明野

小） 
20,692,260 

① 幼稚園・小学校・中学

校施設維持管理経費 
481,367,215 

施設維持管理に必要な自動火災報知機、エレベータ

ー、遊具等の保守点検業務、受水槽及び高置水槽等の

清掃業務、樹木の剪定業務のほか、各施設に対し直営

及び外注により修繕等を行った。 
490,246,996 

② 学校給食事業（給食施

設整備経費分） 
11,669,720 「安全・安心でおいしい学校給食」を安定して実施

できるよう、老朽化した大型機器の更新及び衛生管理

のための機器等を整備した。 13,082,300 

改善措置状況 

施策・事業名 小学校・中学校整備事業 

【前年度の指摘事項】 

 引き続き策定した学校施設長寿命化計画に基づ

き取り組み、学校施設に求められる安全性や快適

性とともに、インクルーシブ教育システムへの対

応（多目的トイレの設置等）やICT環境の整備、

そして地域の拠点としての学校施設の在り方につ

いても検討を続けていただきたい。 

【措置状況】 

 長寿命化改修を行う際には、多様な学習内容・学

習形態・情報化の進展など教育環境の質的向上や、

障がい等の有無に係わらず誰もが支障なく学校生

活を送ることができるよう衛生環境の向上をふま

えた整備を実施していく。また、市長部局と連携し、

防災機能など地域コミュニティの拠点としての整

備を図る。 

自己評価 

・学校施設整備のうち、大規模な整備工事については、学校運営に支障がないよう調整しながら計画的

に実施するとともに、突発的な修繕については、園児、児童及び生徒の安全を第一に考え迅速に行い、

施設・設備を適正に維持することができたと考える。また、老朽化に伴うトイレの改修や、施設の改修

に向けた設計業務委託を実施することで、学校施設の長寿命化を進めることができたと考える。 

今後の課題と取組 

・市内の学校施設は、昭和40年代後半から50年代にかけて建築されたものが多く、効率的なメンテナ

ンスと予防保全的な改修等の長寿命化の実施により、ライフサイクルコストの縮減と財政負担の軽減、

平準化を図っていく必要がある。 

・伊勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本計画に基づく新設校と既存校とのバランスを考慮した上

で、学校施設長寿命化計画に則った施設整備を推進する必要がある。 

・長寿命化工事を実施するにあたり、学校運営への影響を最小限とするべく、十分に学校と協議を行う

必要がある。 
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（点検・評価） 

【中西】 

当年度も「学校施設の不具合により学校生活に支障をきたした件数」は０件となっており、適切に取

り組まれていると評価できる。引き続き策定した学校施設長寿命化計画に基づき取り組み、学校施設に

求められる安全性や快適性とともに、インクルーシブ教育システムへの対応やICT環境の整備、そして

地域の拠点としての学校施設の在り方についても検討を続けていただきたい。 

 

【上野】 

今年度においても、「学校施設の不具合により学校生活に支障をきたした件数」について０件となって

おり、適切な教育環境整備がなされている点、評価できると思います。 

今後、防災機能など地域コミュニティの拠点としての学校の整備づくりについてもどうぞよろしくお

願いいたします。 
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（事務局の評価） 

施策名 ⑤小中学校の適正規模化・適正配置 部署名 学校施設整備課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

市内の児童生徒数は、この30年間で半数近くにまで減少しており、学校の小規模化が進んでいます。 

小規模校では、児童生徒によく目が行き届く、きめ細かな指導が行いやすいなどのよさがある一方、

友人関係や学級内での序列の固定化を招く、切磋琢磨する機会が少ない、集団教育活動に制約が生じや

すいなどといった課題が挙げられます。 

このような現状を踏まえ、より望ましい教育環境の構築と教育の質の充実を目的として策定された「伊

勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本計画」に基づき、整備を進めてまいりました。平成２９年（2017

年）４月には、宮川中学校と沼木中学校が統合した伊勢宮川中学校、二見小学校と今一色小学校が統合

した二見浦小学校、平成３１年（2019年）４月には豊浜中学校と北浜中学校が統合した桜浜中学校、令

和３年（2021年）４月には神社小学校と大湊小学校が統合したみなと小学校が開校しました。また、令

和５年（2023年）４月には二見浦小学校と二見中学校の高台への移転を予定しています。（※１） 

なお、適正規模化・適正配置を進めるにあたっては、統合前から統合対象校間の連携を密にし、児童

生徒や教員の事前交流を十分に行うとともに、統合後は、教育相談体制を充実したり、家庭訪問等の機

会を増やしたりするなど、児童生徒の心理面をサポートしていきます。また、通学路の整備や通学支援

なども関係課と十分連携・調整を図りながら、進めていきます。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

①  小中学校の適正規模化・適正配置の推進 

    本市における小中学校の適正規模・適正配置の考え方に基づき、計画的に整備を進めます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

適正規模を満たす学校の割合 

(※２) 

小学校 
34.8% 

（39.1%） 
22.7％ 計画を策定

し、実施し

ています。 中学校 
20.0% 

（30.0%） 
20％ 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 小中学校適正規模

化・適正配置推進事

業 

0 
児童数の推移等を考慮しながら、第１期統合対象校

の統合時期等についてワーキンググループによる検

討及び先進地への視察を行った。 31,990 

改善措置状況 

施策・事業名 小中学校の適正規模化・適正配置の推進 

【前年度の指摘事項】 

①小中学校の適正規模化・適正配置については、

保護者や地域住民など関係の方々と慎重に進める

べき大切な問題だと考えられる。 

 

 

②適正規模の学校を設置するために、事前計画に

沿って統廃合が進められているものの、適正規模

の学校の割合が低い。「今後の課題と取組」に挙げ

ているように、実情を分析し計画を見直す必要が

あるかもしれない。 

【措置状況】 

①広報で進捗状況の周知を行った。具体的に統合を

進めるにあたっては、保護者や地域住民など関係者

の意見を十分に伺いながら、統合準備会を設置し統

合に向けた諸課題の解決を図る。 

 

②児童数減少に伴い、統合しても適正規模の学校設

置が難しい地域もある。このことを踏まえた上で、

実情を分析し、計画の見直しを図るため、ワーキン

ググループを立ち上げ、協議を実施している。 
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自己評価 

・令和６年度にワーキンググループを計８回開催し、統合がなされていない第１期統合校の統合時期  

等について、方向性を示すことができた。 

今後の課題と取組 

・平成29年３月に計画を見直してから７年が経過している。第２期については、第１期の統合の目途が

ついた時点で見直すとしているが、第１期の統合対象校では複式学級が生じている学校もあるため、全

体計画についても見直しを検討する必要がある。 

※１：計画に記載のとおり、令和５年４月に二見浦小学校及び二見中学校の高台移転を実施
した。 

※２：伊勢市立小中学校適正規模化・適正配置基本計画で定める適正規模を満たしている学
校の割合 

 

（点検・評価） 

【中西】 

適正規模の学校を設置するために、事前計画に沿って統廃合が進められているものの、適正規模の学

校の割合が低い。この課題に対して、ワーキンググループを立ち上げ、今後の対応について検討が進め

られているようで、改善につながることを期待したい。 

 

【上野】 

小中学校の適正規模化・適正配置については、様々なメリット、デメリット問題があると思われます。

一方的に進めるのではなく、保護者や地域住民など関係の方々と慎重に進めるべき大切な問題だと考え

られます。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 
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基本施策 7：社会教育の推進 

（事務局の評価） 

施策名 ①学習機会と学習環境の充実 部署名 教育メディア課、社会教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

社会の急激な変化と個人の価値観や行動様式が多様化する中、より複雑化する課題に向き合いながら、

一人ひとりが豊かな人生を送ることのできる持続可能な社会を実現するため、全ての人が生涯にわたり、

主体的に学び続けることのできる環境づくりが求められています。 

社会教育は個人の成長と地域社会の発展に重要な意義と役割があり、特に、学びを通じた住民相互の

つながりを深めることで、地域の課題に向き合いながら地域独自の強みや特色を生かした取組の推進に

資することが期待されています。 

本市においては、生涯学習センターや公民館等において様々な講座を開催し、その後の学びを継続す

る場として、サークル団体が活動しています。しかしながら、少子高齢化やライフスタイルの多様化な

どに伴い、学習活動への参加者が年々減少する傾向にあることから、誰もが参加しやすい学習機会の充

実を図る必要があります。 

また、地域における社会教育活動の推進のためにも、公民館、生涯学習センター、図書館などをはじ

めとする社会教育施設について、ICTへの対応など必要な環境整備を進めるとともに、社会教育の活動拠

点として積極的に活用されるよう努める必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 学習機会の充実 

人々が生涯を通じて健康で生きがいをもって暮らすための学習ニーズに応え、人と人とが「つな

がり」続けられるよう、ICTなどの新しい技術も活用して、社会の変化に対応した学習機会の提供に

努めます。 

 

② 地域課題解決学習の推進 

    地域社会の構成員として孤立することなく社会に参加し、地域社会の活力を維持・向上させるこ

ととなるよう、関係組織と連携し、社会の持続的発展に向けた地域課題を解決するための学びを推進

します。 

 

③ 学習環境の整備 

     図書館、生涯学習センターや公民館などの社会教育施設が、生涯にわたって学びの機会を得られ

る学習活動の拠点として活用されるよう、ICTへの対応など必要な施設の整備や内容の充実を図り、

学習環境の整備に努めます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

社会教育施設の稼働率(※１) 
24.2% 

（33.9%） 
28.1% 35.0% 

リモート（オンライン）で受講できる講座数（※

２） 

－ 

（－） 
10 講座 30 講座 

市民１人あたりの図書館（※３）利

用回数及び図書貸出冊数 

利用回数 
2.2 回 

（3.2 回） 
2.9 回 3.5 回 

貸出冊数 
4.9 冊 

(5.7 冊) 
5.5 冊 6.2 冊 
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主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

③ 図書整備経費 

23,484,790 

閲覧用図書、雑誌、視聴覚資料について、利用者の

ニーズや分野別のバランスをとりながら購入し、図書

館利用の促進を図った。 

図書資料 9,496冊（内訳 伊勢5,647、小俣3,849） 

雑誌   3,159冊（内訳 伊勢1,586、小俣1,573） 

視聴覚資料    44点（内訳 伊勢    23、小俣    21） 

23,523,660 

①② 生涯学習推進事業（公

民館講座） 

(P80と同一事業) 

1,993,195 

 生涯学習のきっかけ作りの機会と場所を提供する

ため及び地域課題解決のため、二見・小俣・御薗の各

公民館等で生涯学習講座を開催した。（民間企業・高

校・大学と連携し、スマホ講座・資産形成講座・相続

講座等を開催） 

○講座内訳（延べ数） 

・二見公民館    42講座（受講者   535人） 

・小俣公民館    81講座（受講者   937人） 

・御薗公民館    56講座（受講者   573人） 

うち民間企業連携講座  7講座（受講者90人） 

うち高校連携講座    4講座（受講者65人） 

うち産学官連携講座   1講座（受講者39人） 

うちハイブリッド講座 10講座（受講者162人） 

 生涯学習サークルの集合体である伊勢文化サーク

ル協会の活動（自主事業及び文化祭等）に支援を行っ

た。 

2,240,749 

③ 図書館運営経費 

160,378,987 

伊勢市立図書館は、民間の能力を活用し、施設の

効果的で効率的な管理運営を行うため、伊勢図書館

（分室含む）は平成18年４月から、小俣図書館は

平成21年４月から、指定管理者制度を導入してい

る。 

○図書館指定管理者 

 指定管理者  ㈱図書館流通センター 

 指定管理期間 令和６年度～令和10年度 

 指定管理料  158,633,000円（令和６年度） 

 業務内容   図書館（分室含む）の管理運営 

各種図書館行事の実施 

 入館者数   伊勢図書館：181,528 人 

        小俣図書館：156,081 人 

208,359,663 

③ 公民館管理運営経費 

14,846,625 

 社会教育及び生涯学習活動の拠点として使用され

ている公民館の維持管理を行っている。 

なお、市内16施設（旧伊勢市１、旧二見町１、旧小

俣町３、旧御薗村11）のうち13施設は地元自治会等

が指定管理者となり、地域の活動拠点として管理して

いる。 

○直営管理施設の使用状況 

・二見公民館  351回（ 4,639人） 

・小俣公民館 1,356回（15,677人） 

・御薗公民館  857回（10,859人） 

48,878,284 
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③ 生涯学習センター施設

維持管理経費 

92,785,505 

 伊勢市生涯学習センターは、民間の能力を活用し、

施設の効果的で効率的な管理運営を行うため、指定管

理者制度を導入している。また、生涯学習活動の場と

して使用されている二見生涯学習センターの維持管

理を行っている。 

○伊勢市生涯学習センター（いせトピア） 

 指定管理者 特定非営利活動法人まなびの広場 

 指定管理期間 令和６年度～令和10年度 

 指定管理料  88,987,000円（令和６年度） 

業務内容     施設の管理運営、生涯学習講座、 

      イベントなどの実施 

 講座開設状況 130講座（1,836人受講） 

 主なイベント 生涯学習フェスティバル・子ども

夏まつり・子ども新春まつり・公

開講座・名作映画鑑賞会 

 利用状況 7,761回（106,236人） 

(れいんぼうルーム、団体室、ふれあい広場の 

利用を含む) 

○二見生涯学習センター（直営） 

使用状況 820回（8,731人） 

114,829,298 

③ 学習等供用施設維持管

理経費 7,983,604 

 防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律に

より建設された民生安定施設（学習等供用施設）の維

持管理を行っている。なお、市内20施設（旧伊勢市

14、旧二見町１、旧小俣町５）は全て地元自治会が指

定管理者となり、地域の活動拠点として管理してい

る。 

○利用状況（小俣北部公民館） 541回（5,113人） 

12,894,658 

③ 農村環境改善センター

維持管理経費 
9,376,605 生涯学習活動の場として使用されている小俣農村

環境改善センターの維持管理を行っている。 

○使用状況 1,768回（25,784人） 14,044,531 

改善措置状況 

施策・事業名 生涯学習推進事業（公民館講座） 

【前年度の指摘事項】 

社会人の学び直しの推進が一層求められるよう

になり、利用者のニーズに合致した講座内容、ア

クセスしやすい学習機会の創出が求められてい

る。そのためにも地域課題やニーズを把握するた

めの取組や、気軽にアクセスできる施設づくりな

どが考えられるが、講座内容の改善や利用システ

ムの改善に持続的に取り組まれており、今後も生

涯にわたって学び続けられる快適な環境を提供で

きるよう取り組んでいただきたい。 

【措置状況】 

コロナの影響でこれまでハイブリッド型講座を

開催してきたが、社会情勢の変化により、ZOOMの参

加者が減少し、参加者同士が繋がりを持てる来館型

が好まれるようになってきているため、講座内容等

を改善し学び直しができる講座の開講を進めてい

きたい。 

自己評価 

・生涯学習推進については、産学官が連携しながら地域課題解決に向けた講座を開催できた。また、学

びを通じた住民相互のつながりを深める機会を提供できたと考える。 

・各種講座の申込み方法について、Logoフォーム申請を活用したことにより、受講希望者の利便性の向

上と事務処理の簡素化を図ることができたと考える。 

・図書館運営については、蔵書検索システムの更新や老朽化した設備の改修など、指定管理者と連携し

適正な施設管理に努め、かつ、指定管理者の民間ノウハウを生かした魅力あるイベントの開催やレファ
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レンスサービスの向上により、成果指標である「人口１人あたりの図書館利用回数」が令和５年度に比

べ増加した。一方、「市民１人あたりの図書貸出冊数」は微減したが、電子図書館の本格運営を開始し閲

覧数が前年度の1.4倍を超える約24万回となったことから、新たな読書のかたちとして市民の読書推進

が図られたと考える。 

今後の課題と取組 

・生涯学習講座の内容をニーズに応じて、若者や子育て世代の方が受講しやすい講座を開催するなど、

引き続き、地域社会における課題解決にも目を向けた取り組みを図る。 

・図書館については、人口減少が進む中でもより多くの市民に図書館を有効活用してもらい利用拡大を

図るため、関係機関との協議や専門家のアドバイスを取り入れながら伊勢図書館・小俣図書館の特色を

生かした機能分化等図書館の在り方を検討していく。 

※１：いせトピア、二見生涯学習センター、二見公民館、小俣公民館、御薗公民館及び小俣
農村環境改善センターの稼働率（利用コマ数／年間コマ数計）。  

※２：社会教育課が所管する施設で実施する公民館講座や生涯学習講座  

※３：伊勢図書館、小俣図書館、分室（13 施設）  

 

（点検・評価） 

【中西】 

オンライン講座の増加や、成果指標に設定されている「市民１人あたりの図書貸出冊数」及び「人口

１人あたりの図書館利用回数」の実績値は、令和元年現状値水準まで回復してきている点は評価できる。

また、自己評価にあるように、電子図書館の本格運営を開始し閲覧数が前年度の1.4倍を超える約24万

回となったことから、新たな読書のかたちとして市民の読書推進が図られたと考える。 

一方、公共の図書館に求められている役割・機能、⽂化的な財産である出版物の保存、提供、課題解

決や調査研究を⽀援できるようなサービス、地域社会の活性化・学習機会の提供などが考えられる。所

有（モノ）より体験（コト）を重視する傾向にあると言われており、公共の教育施設に求められる役割・

機能について検討していただきたい。 

社会人の学び直しの推進が一層求められるようになり、利用者のニーズに合致した講座内容、アクセ

スしやすい学習機会の創出が求められている。そのためにも地域課題やニーズを把握するための取組や、

気軽にアクセスできる施設づくりなどが考えられるが、講座内容の改善や利用システムの改善に持続的

に取り組まれており、今後も生涯にわたって学び続けられる快適な環境を提供できるよう取り組んでい

ただきたい。 

 

【上野】 

電子図書館の本格的な運営が開始されたとお聞きしました。時代の流れもあり、今後の新たな読書の

かたちとなっていくと思われます。それに合わせて、年々多くの書籍の電子化が進められているとの報

告もありました。是非、今後も図書館運営に様々な工夫を取り入れてもらいたいと思います。 

また、来館型の講座内容の工夫やリモート（オンライン）で受講できる講座数を増やしたりするなど、

時代のニーズに合った取り組みがなされている点において非常に評価できると考えます。これからも是

非、今後も生涯にわたって学び続けられるような環境の提供をお願いしたいと思います。 
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（事務局の評価） 

施策名 ②地域・家庭の教育力の向上 部署名 教育メディア課、社会教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

家庭は、生きていくうえでの基礎的な資質や能力を育成する場で教育の原点です。そして、地域は、

家庭や学校だけでは身に付けることができないことを学ぶ場です。しかし、少子高齢化や人口減少の進

展など社会情勢が変化する中、家族形態の変容、価値観やライフスタイルの多様化により、大人自身の

地域とのつながりが希薄化し、地域や家庭の教育力の低下が指摘されています。 

家庭においては、地域のつながりの希薄化や少子化の進行など家庭をめぐる環境が変化するとともに、

共働き家庭の増加や核家族化など家庭のあり方は多様化し、子育てや生活習慣の形成など、家庭での教

育に不安や悩みをもつ保護者が増加しています。 

また、地域においては、高齢化や人口減少により、地域で活動してきた社会教育関係団体等への参加

者が集まらず、その活動を縮小せざるを得ない傾向にあります。また、従来、子ども会など地縁による

団体が担っていた教育力も低下しています。 

地域や家庭の教育力を向上させ、子どもたちの成長に生かしていくためには、子どもの教育環境を整

え、社会教育関係団体や家庭教育支援の関係者等との連携を進め、地域社会における教育の充実、拡大

を図ることが求められています。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 家庭教育に対する支援 

   妊娠期から学齢期の子をもつ保護者を対象に、家庭教育をテーマにした講座を開催するとともに、

家庭教育に関する悩み相談に対してアドバイスを行います。 

 

②  子ども読書活動の推進 

   家庭は、多くの子どもが生活習慣を身に付ける場であり、初めて本に出会う場でもあります。子

どもが生涯にわたる読書習慣を身に付け、心の豊かさと知恵を獲得できるような環境づくりに努め

ます。 

 

③ 関係団体等との連携 

   地域や家庭の教育力の向上を図るため、社会教育関係団体の活動を支援するとともに、家庭教育

支援等のさまざまな団体等との連携を図ります。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

家庭教育を支援するための講座数

及び参加人数 

講座数 
３講座 

（３講座） 

８講座 

（延べ 25

回） 

12 講座 

参加人数 
16 人 

（61 人） 

63 人 

（延べ 204

人） 

120 人 

子ども（※１）１人あたりの図書館（※２）に

おける児童書の貸出冊数 

12.6 冊 

（14.6 冊） 
15.4 冊 17.9 冊 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 
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① 生涯学習推進事業（家

庭教育支援） 

(P76と同一事業) 
1,993,195 

親子で参加できる英語でリトミックのあとに、家庭

教育を支援するため、家庭教育応援講座（グループワ

ーク）を開催し、個別相談にも対応した。また、幼児

期から命の大切さを学べる講座を開催した。 

〇講座内訳（延べ数） 

・英語遊び＋家庭教育グループワーク講座 ３講座

(13回）受講者29人（98人） 

・英語遊び＋いのちの授業講座 ２講座（９回） 

受講者16人（78人） 

・いのちの授業講座（小学生向け）２講座（２回）

受講者８人（８人） 

・家庭教育座学講座（座学） １講座（２回）受講

者10人（20人） 

2,240,749 

①② 子ども読書推進事業 
1,218,250 

(ブックスター

ト事業) 

子どもの読書を支援するため、図書館分野の専門人

材を登用し、各対象に応じた支援を行った。 

【乳幼児向け】 

〇ブックスタート絵本の配布（配布数 678人） 

【小中学校向け】 

〇モデル校（小学校３校）における学校図書館機能

の充実に向けた実証研究  

〇伊勢市電子図書館における児童書の読み放題コン

テンツ1,028冊の提供 

21,444,369 

①③ 放課後子ども教室運営

事業 

1,881,174 

地域社会の中で、放課後等に子どもたちの安全で

健やかな活動場所を確保するため、「放課後子ども

教室」を実施した。 

事業実施にあたって、伊勢文化サークル協会の協

力を得て、子どもたちに体験・活動の場を提供した。 

○事業の概要 

 名 称 「放課後子ども教室」 

（伊勢市における呼称：いせ子どもチャ 

レンジ教室） 

 講座数 30講座（受講者 連携型247人、 

一体型247人） 

 財 源 放課後子ども教室推進事業費補助金 

（補助率：国1/3、県1/3） 

1,955,435 

改善措置状況 

施策・事業名 生涯学習推進事業（家庭教育支援） 

【前年度の指摘事項】 

「家庭教育を支援するための講座数及び参加人

数」の結果からも読み取れるように、需要が高い

ことが分かる。引き続き、今求められているもの、

そして今後求められるものに対応できるよう取り

組みの工夫をお願いしたい。 

【措置状況】 

子育て世代を支援・応援するため、引き続き、ニ

ーズに対応できるよう各講座を工夫し開催してい

きたい。 

 

自己評価 

・家庭教育応援講座後に実施した個別相談は、1回限りの相談だけでなく、継続的に実施することで相

談者に寄り添いながら個々の悩み等解決策を見出せるよう支援した。また、未就学児を対象に、「心の健

康」が「生命の大切さ」につながること、また、「いじめ」のない社会を作ることの重要性を分かりやす

く伝えることができたと考える。 

・放課後子ども教室については、地域の方の参画について、サークルやボランティアを行う団体に協力
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を呼び掛けた結果、実施校数・実施講座数の増加につながったと考える。 

・子ども読書推進については、市内小学校３校をモデル校として学校司書配置日数を増やし、授業に関

する資料や情報提供等を行い、学校図書館の機能向上にむけての実証研究を開始した。その結果、学校

司書の活用が拡大し、児童の情報収集・選択・活用能力の育成につながり、学校図書館の「学習・情報

センター」としての機能強化が進んだ。成果指標の「子ども１人あたりの図書館における児童書の貸出

冊数」は令和５年度に比べわずかに減少したが、電子図書館における書籍コンテンツの拡充に伴い電子

書籍の活用が進んだと考える。 

今後の課題と取組 

・学校図書館の機能向上のため、モデル校での実証研究の成果を踏まえて、市内の全小中学校へ事業展

開し、学校図書館が読書センター・学習センター・情報センターとしての機能を果たすことができるよ

う取り組んでいく。 

・誰もが読書をできる環境をめざして読書バリアフリーを進めるため、マルチメディアデイジーなどの

資料や読書補助具等機器の学校図書館への配置等を行う。 
※１：０歳から 18 歳までを指す 
※２：伊勢図書館、小俣図書館、分室（13 施設） 
 

（点検・評価） 

【中西】 

成果指標にある「家庭教育を支援するための講座数及び参加人数」は昨年度と同様に目標値に達成し

ており、「子ども１人あたりの図書館における児童書の貸出冊数」も目標値に近い実績値を維持できてい

る。また、市内小学校３校をモデル校として学校司書配置日数を増やし、授業に関する資料や情報提供

等を行い、学校図書館の機能向上にむけての実証研究に取り組むなど、学校図書館の「学習・情報セン

ター」としての機能強化に適切に取り組まれていると評価できる。今後も適切に専門人材が登用され、

子どもたちの情報収集・選択・活用能力の育成につながることを期待したい。 

 

【上野】 

「家庭教育を支援するための講座数及び参加人数」の結果が年々増えていることもあり、需要が高い

ことが分かります。引き続き、今求められているもの、そして今後求められるものに対応していただけ

るよう取り組みの工夫をお願いしたいと思います。 

また子どもの読書推進については今後も大切な問題となってきると思われます。書籍の電子化も進ん

でいく中で、どのように活用すれば子どもたちの読書の推進につながっていくのかを引き続き検討して

いただきたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 
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基本施策８：青少年の健全育成  

（事務局の評価） 

施策名 ①青少年の健全育成 部署名 社会教育課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

地域とのつながりの希薄化や家族と過ごす時間の減少等により、青少年が他者と対面でコミュニケー

ションをとる機会が少なくなっています。青少年による非行は減少傾向にあるものの、他者との意思疎

通がうまくいかず、トラブルに発展する事例が増えています。 

特に、SNSの普及により、交遊関係は仮想的かつ広域化し、文字のみによるやりとりから誤解が生じ、

現実の人間関係に問題が発生する状況もみられます。 

また、家庭の貧困、児童虐待など青少年の健全な育成を阻害する生活環境も社会問題となっています。 

青少年の健やかな成長を支援するためには、啓発活動により子どもたちへの関心を喚起し、周りの大

人が声をかける街頭指導を行うなど、行政と地域が連携し、子どもたちと積極的に関わっていくことが

必要です。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① 青少年健全育成関係団体との連携 

   各中学校区の青少年健全育成協議会と連携した作文募集や耐寒歩行などの地域の特色ある取組

や、SNSをめぐるトラブルへの理解を深める研修等を通じて、地域の大人一人ひとりが子どもに関

心をもち、身近なことから青少年健全育成の活動に参加できるよう支援します。 

 

② 青少年相談センター活動の推進 

   青少年の健全育成を推進するため、青少年との「心と心の関わり」を念頭に置いて、地域と連携

した街頭指導を行います。また、青少年の健全育成に関する指導員の研修や関係機関と情報交換等

により青少年相談センターの活動の推進に努めます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

青少年健全育成協議会と連携した研修会等の参

加人数 

－ 

（－） 
66 人 200 人 

街頭指導１回あたりの指導を受けた少年数(※

１) 

1.1 人 

（1.0 人） 
0.64 人 0.8 人 

主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

① 青少年健全育成推進事

業 

2,406,620 

 青少年の保護及び健全な育成のため、広報・啓発

及び研修等、青少年健全育成の推進に必要な事業を

伊勢市青少年育成市民会議に委託し、各中学校区単

位（10中学校区）で組織された青少年健全育成協議

会と連携し、地域主導型による青少年健全育成活動

に取り組んだ。 

また、青少年の非行について、早期発見、早期指

導及び青少年に関する相談並びに情報の収集、資料

の整備などを行い、関係機関及び団体等との協力体

制を確立し、青少年の非行防止を図り、健全育成を

推進した。 

○青少年指導員による街頭指導実施回数265回 

（中央指導61回、地区指導204回） 

2,241,033 
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- 飯田市交流会実施事業 

510,919 

伊勢市と飯田市の児童の代表が、児童会活動や学

校内外の生活、そして住んでいる地域社会のことに

ついて話し合い、友情と連帯の輪を強め、次代の 

リーダーを養成していく。 

○令和６年度（訪問） 

開催日 令和６年８月８日～８月９日 

場 所 飯田市内（飯田市へ訪問） 

内 容 学校活動発表会、水引体験、アップル

パイ作り体験等 

参加者 飯田市 20 人、伊勢市 28 人 

1,092,967 

- 成人式開催事業 

1,633,740 

成人の日にちなみ、自ら生き抜こうとする二十歳

を迎えた成人を祝い応援するために、「伊勢市二十

歳のつどい（成人式）」を開催した。 

開催にあたっては、市内の各中学校区から推薦を

受けた代表により伊勢市二十歳のつどい実行委員

会を組織し、自ら企画・運営を行った。 

○令和６年度 

 開催日  令和７年１月12日（日） 

 場 所  シンフォニアテクノロジー響ホール 

伊勢（伊勢市観光文化会館） 

出席者  926人 

開催形式 １部制 

1,634,000 

改善措置状況 

施策・事業名 青少年健全育成推進事業 

【前年度の指摘事項】 

 青少年の問題行動は年々変化しつつあると考え

られます。街頭指導を受ける青少年の数は減って

きていますが、その代わりとしてSNS等の問題が

今後も増えてくると予想されます。さまざまな関

係機関と連携をしながら、対応を考えていただき

たい。 

【措置状況】 

インターネット利用におけるこどもの性被害等

防止の啓発として、伊勢市青少年相談センター広報

紙「輪」７月・８月発行号で「青少年非行・被害防

止全国強調月間」（全国）及び、青少年非行防止夏

季強化月間」（三重県）実施期間と最重要課題の紹

介をした。 

自己評価 

・関係機関（保護司、民生主任児童委員、ボランティア団体、教職員）と青少年相談センター職員と連

携し、市内のカラオケ店などの娯楽施設の夜間訪問や、中高生の下校時間に合わせた巡回を実施するこ

とにより、青少年の非行防止につなげるとともに、広く関係者と問題意識を共有することができたと考

える。 

・成人式開催事業については、市LINE公式アカウントを活用した事前参加登録・入場管理の実施やデジ

タル記念冊子を導入するとともに、市のPR等についてもデジタル化することで、参加者の利便性向上と

事務効率化につなげることができたと考える。 

今後の課題と取組 

・インターネットやSNSに起因する諸問題には、親や教職員による適切な監督、社会全体での認識向上

が重要であるため、これらの課題の認識や解決策等について学べる機会を提供していきたい。 

・飯田市交流会については、長期にわたり続けられてきた事業であるが、熱中症や感染症対策等の生徒

の安全性の確保や少人数参加による事業目的のバランスに欠けることなどから、飯田市と協議を行う中

で、対面での交流は中止とすることが決定された。今後は、希望する小学校間でオンラインによる交流

を継続していくこととなった。 
※１：青少年が集まりやすい繁華街等で実施する中央街頭指導における人数。 
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（点検・評価） 

【中西】 

成果指標については，前年度に引き続き「街頭指導１回あたりの指導を受けた少年数」は目標を達成

しているものの、「青少年健全育成協議会と連携した研修会等の参加人数」は大きく低下した。原因を調

査し、改善に取り組んでいただきたい。 

また、飯田市との交流会のあり方について見直され、今後はオンラインでの交流となったと報告され

ている。オンライン交流だからこそ可能な、多くの子どもたちが交流できるような機会となることを期

待したい。さらに、生活面や文化交流だけではなく、授業など学びの機会として活用するなど、幅広く

展開してもらいたい。 

今後も関係機関と連携・協力する体制を整備し、対応していただきたい。また、市の公式LINEアカウ

ントを活用した参加登録・入場管理も上手く活用されていることや、二十歳のつどい実行委員会との連

携企画など、若者の地域参画の機会創出に取り組むなど、精力的に取り組まれていると評価できる。 

 

【上野】 

青少年の問題行動は年々変化しつつあり、街頭指導を受ける青少年の数は減ってきていますが、その

代わりとしてSNS等の問題が増えてきているとの報告を受けました。指導の方法も多様化してきている

こともあり、様々な関係機関との連携を通して児童生徒を見守っていくことが大切になってきます。そ

して、問題意識の共有も行うことにより、未然防止、早期発見につなげていっていただきたいと思いま

す。 

一方で、伊勢市と飯田市との交流会は昔から続いている児童にとっても大変貴重な取組だと考えます。

対面の交流は中止となったようですが、オンラインでの開催も含めて、是非前向きに検討していただき

たいと思います。 



- 88 - 

基本施策９：スポーツの推進  

（事務局の評価） 

施策名 ①スポーツの推進 部署名 スポーツ課 

【現状と課題（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋）】 

本市は、国が策定するスポーツ基本計画を基に、第２期伊勢市スポーツ推進計画（Ｈ29～Ｒ３）にお

いて「ライフステージに合わせスポーツを楽しめるまちへ」を目標に掲げ、市民一人ひとりが、年齢や

障がいの有無に関わらず、自分のスタイルをもってスポーツを楽しみ、健康で生き生きとした生活を送

ることができる社会をめざして取組を進めてきました。 

そこで、第２期伊勢市教育振興基本計画においては、「日常生活において週１回以上スポーツを行っ

ている割合」を数値目標に掲げ、スポーツ振興に取り組んできた結果、令和元年度（2019年度）におい

ては44.6％となり、令和３年度（2021年度）時点の目標値である43.0％を達成することができました。 

しかしながら、令和２年度（2020年度）は、39.8％にとどまったほか、国の計画においては令和３年

度（2021年度）に65％、三重県においては令和４年度（2022年度）に65％の目標を定めており、市とし

て、国、県の目標はまだ達成できていない状況となっています。 

このことからも、すでにスポーツに取り組んでいる方には、これからもスポーツを続けていける環境

を、またこれから始めようという方には、そのきっかけを提供していく必要があります。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、さまざまなスポーツイベントや日常のスポーツ活動、

学校での活動が中止、自粛となりました。このような状況下では、感染症対策はもとよりオンラインに

よる競技や動画配信など新しいスポーツの形も求められています。 

これらの活動の基盤となるスポーツ施設については、市の公共施設マネジメントに基づき、安全で安

心して利用していただけるよう適切な維持管理を進めていく必要があります。 

主な取組（第３期伊勢市教育振興基本計画より抜粋） 

① スポーツ活動の充実 

      スポーツの楽しさを感じてもらえる教室やイベントを開催し、それぞれの生活にスポーツを取り

入れてもらえるようスポーツ活動の充実を図ります。 

   また、障がい者スポーツについても、競技を通じた交流を図ることにより、誰もが気軽にスポー

ツを楽しめる環境づくりに取り組みます。 

 

② スポーツ関係団体の連携・強化 

スポーツ関係団体との連携を強化し、競技スポーツの振興を図ります。また、全国大会等へ出場

する選手や好成績を収めた選手に対して、激励金の支給や市全体で応援していく雰囲気を醸成して

いきます。 

さらに、学校体育、地域スポーツ、生涯スポーツについても、スポーツ振興につながるよう連携

を強化していきます。 

 

③  スポーツ施設の利便性の向上 

   各施設においては、今後も利用状況や市民ニーズの把握に努め、安全で快適に利用できるスポー

ツ施設として整備を行っていきます。 

数値目標 

成果指標 

Ｒ２現状値 

下段：（Ｒ元

現状値） 

Ｒ６実績値 Ｒ８目標値 

週１回以上のスポーツ実施率（※１） 
39.8% 

（44.6%） 
51.4% 50.0% 

総合型地域スポーツクラブの会員数 
3,241 人 

（3,662 人） 
3,353 人 3,800 人 

主要なスポーツ施設の稼働率(※２) 
76.9% 

（77.5%） 
79.9% 80.0% 
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主な事務・事業 

該当する

主な取組 
事務・事業名 

R5 決算額(円) 
事務・事業の概要・実績等 

R6 決算額(円) 

② スポーツ推進委員事業 
2,698,136 

 各地域において、スポーツ行事、スポーツ教室等

を開催し、地域におけるスポーツの普及及び振興を

図った。また、県や南勢志摩スポーツ推進委員協議

会等が主催する研修会等に参加した。 

・委員数：58人  
2,218,700 

① 生涯スポーツ推進事業 

3,821,947 

 各種スポーツ行事を開催し、スポーツ人口の拡大、

体力の維持・向上、健康づくり、青少年の健全育成

を図った。 

・市民ふれあいスポカルウォーク（全５回） 

  参加人数：延477人 

・体力・運動能力調査 ※県内市町の輪番制 

  開 催 日：令和６年５月26日（日） 

  参加人数：109人 

・ちびっこ超人選手権大会2024 

  開 催 日：令和６年６月23日（日） 

  参加人数：380人 

・いせスポーツフェスティバル2024 

  開 催 日：令和６年10月14日（月・祝） 

  参加人数：748人 

 〔伊勢志摩定住自立圏域対象〕 

  一部の企画は、伊勢志摩定住自立圏域の住民を

対象に、共生社会の実現に向けたインクルーシ

ブスポーツの普及促進を図った。 

   尾西美咲さんの親子運動教室 51人 

   ボッチャ交流大会 147人（46チーム） 

   インクルーシブスポーツ体験 433人 

   障がい者就労支援事業所等による物品販売 

・第15回伊勢市民ダンス＆体操フェスティバル2024 

  開 催 日：令和６年10月27日（日） 

  参加人数：1,246人（27団体） 

・第18回美し国三重市町対抗駅伝（伊勢市開催分） 

  参加に向けて伊勢市選手団を結成し、結団式を

１回、練習会を３回実施した。 

  開 催 日：令和７年２月16日（日） 

  参加人数：36人  

3,993,866 

①② 総合型地域スポーツク

ラブ育成事業 

6,213,262 

 子どもから高齢者まで全ての地域住民が、各自の

ニーズに合わせて、気軽にスポーツ活動に参加でき

る「総合型地域スポーツクラブ」の育成を図った。 

 また、各クラブで、スポーツ教室等を開催した。 

 クラブ数：８クラブ 

 会 員 数 ：3,353人（令和７年１月現在） 

・皇學館大学合同体験教室 
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5,984,309 

  皇學館大学と連携し、市内小学生を対象に10

種目で教室を実施した。また、中学校部活動地域

移行を見据え、市内中学生を対象とした陸上競技

の教室を実施した。 

 実施期間：令和６年10月～令和７年３月 

 実施回数：35回 

 参加人数：延845人 

② スポーツ少年団育成事

業 

1,807,752 

 子どもたちが規律ある団活動の中で幅広いスポ

ーツ活動を経験することにより、スポーツの喜びを

体感するだけでなく、スポーツを通して地域づくり

に貢献することを学び、心身の健全な育成を図っ

た。 

・体力テスト事業「スポーツテスト2024」 

 開 催 日：令和６年５月19日（日） 

 参加人数：388人 

・三重県スポーツ少年団ブロック指導者研修会 

 開 催 日：令和６年７月20日（土） 

 参加人数：39人（指導者・保護者対象） 

・伊勢度会地域交歓会「スポ少フェスタ2024」 

 開 催 日：令和６年９月23日（月・祝） 

 参加人数：344人 

・全体交流事業 

 開 催 日：令和６年12月22日（日） 

 参加人数：304人 

・種目別交流事業 

 実施期間：令和６年12月～令和７年２月 

 実施種目：バドミントン、野球、サッカー、複合 

 参加人数：504人 

＜スポーツ少年団登録数＞（令和６年９月現在） 

 団  数：34団 

 団 員 数：919人 

1,922,956 

① インクルーシブスポー

ツ推進事業 

620,273 

 障がいの有無、年齢、性別、国籍等に関わらず誰

もが自分のスタイルでスポーツを楽しめるインク

ルーシブスポーツの推進を図った。 

・いせスポーツフェスティバル2024 

 ※詳細は、生涯スポーツ推進事業に記載 

・インクルーシブスポーツフェスタ 

 開 催 日：令和７年１月19日（日） 

 参加人数：114人 

・皇學館大学学修プログラムCLL活動（インクルー

シブスポーツ推進プロジェクト） 

 参加人数：23人 
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751,334 

 取組内容： 

  いせスポーツフェスティバル2024におけるイ

ンクルーシブスポーツ体験の企画・運営 

  市内小学校へのインクルーシブスポーツ体験

出前授業（６校７件 延232人） 

  三重テレビ旬感☆Mieへの出演 

・ふるさと納税型クラウドファンディング（誰もが

主役！伊勢から笑顔でつながるインクルーシブ

スポーツの世界） 

 募集期間：令和６年10月７日（月） 

          ～令和７年１月５日（日） 

 支援金額：161,000円 

 人  数：40人 

② 全国大会等参加激励事

業 

 

8,989,562 

・激励金の支給 

  各種スポーツ大会で全国大会等に出場する個

人や団体に激励金を支給した。 

 支給件数：173件 

 支 給 額：5,600,000円 

 主な大会：パリオリンピック、全国高校総体他 

・パリ2024オリンピック関連 

  パリ2024オリンピックバドミントン男子シン

グルスに出場した伊勢市出身の西本拳太選手を

オール伊勢で応援し、市民の機運醸成を図るた

め、パブリックビューイングや懸垂幕の掲揚、寄

せ書き及び応援動画等の制作を行った。 

 パブリックビューイング 

 開 催 日：令和６年８月１日（木） 

 参加人数：220人 

6,882,570 

①② 競技スポーツ推進事業 

 

 

3,821,409 

・競技スポーツ推進事業開催負担金 

  伊勢市スポーツ協会の各競技団体が主体とな

って、種目普及やジュニアから大人までの競技力

向上のための大会や教室を開催した。 

＜スポーツ協会加盟団体数＞30団体 

・伊勢市全国大会開催事業補助金 

  スポーツ振興と競技力の向上を目的として、ト

ップアスリートが集う大会の開催を支援した。 

 WPA公認 第35回日本パラ陸上競技選手権大会 

  開 催 日：令和６年６月８日（土）～９日（日） 

  参加者・観覧者数：2,892人 

 JOCジュニアオリンピックカップ 第18回U18/ 

第55回U16陸上競技大会 

  開 催 日：令和６年10月18日（金）～20日（日） 

  参加者・観覧者数：7,146人 

14,840,232 

① 集客誘致大会開催事業 

 

 2,934,482 

 全国規模のスポーツ大会を開催し、競技力の向上

や競技人口の拡大を図った。 

・伊勢神宮奉納社会人野球 第72回JABA伊勢・松

阪大会 

 開 催 日：令和６年10月16日（水）～22日（火）  
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3,196,737 

 参加者・観覧者数：3,401人 

・第36回都道府県対抗全日本中学生ソフトテニス 

大会 

 開 催 日：令和７年３月26日（水）～28日（金） 

 参加人数：延1,632人（選手・監督） 

① お伊勢さんマラソン 

開催事業 

21,316,739 

 伊勢市出身でアテネ五輪女子マラソン金メダリ

ストの野口みずき氏を大会長に迎え、地域の活性化

とスポーツ振興、そして健康づくりを目的として開

催し、前年を上回る参加があった。 

 新たに「みえ松阪マラソン」とのダブルエントリ

ーキャンペーン、ランニングコース上のエイドステ

ーション設置等、大会の魅力向上につなげた結果、

日本最大級のランナーポータルサイト「RUNNET」に

おいて、2024年「全国ランニング大会100撰」に２

年連続で選出された。 

 開 催 日：令和６年12月７日（土）、８日（日） 

 参加人数：ウォーク        2,570人 

      バリアフリーラン・伴走者 143人 

      ５キロ         2,572人 

      ハーフマラソン     3,979人 

27,378,346 

③ 体育施設管理運営経費 

130,318,021 

各種スポーツを楽しむ市民が快適に体育施設を利

用できるよう管理運営を行った。 

・倉田山公園野球場（メイン、サブグラウンド） 

 延利用日数：573日、延利用人数：62,566人 

・市営庭球場 

 利用日数：270日、延利用人数：29,420人 

・市民武道館（柔道場・剣道場） 

 利用日数：249日、延利用人数：3,260人 

・北浜スポーツグラウンド 

 利用日数：228日、延利用人数：4,119人 

・宮川スポーツグラウンド 

 利用日数：237日、延利用人数：21,330人 

・朝熊山麓公園（ソフトボール、グラウンドゴルフ） 

 延利用日数：135日、延利用人数：3,520人 

・伊勢フットボールヴィレッジ（Ａ～Ｅピッチ） 

 延利用日数：1,153日、延利用人数：138,986人 
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125,091,689 

・二見体育館 

 利用日数：34日、延利用人数：436人 

・二見グラウンド（グラウンド、ミーティングセン

ター） 

 利用日数：343日、延利用人数：9,366人 

・二見テニスコート 

 利用日数：330日、延利用人数：8,137人 

・小俣総合体育館（アリーナ、柔道場、剣道場） 

 延利用日数：1,047日、延利用人数：92,255人 

・大仏山公園スポーツセンター（グラウンド、キャ

ンプ場） 

 延利用日数：352日、延利用人数：86,291人 

・小俣児童体育館 

  利用日数：306日、延利用人数：14,531人 

・御薗Ｂ＆Ｇ海洋センター（体育館、プール） 

 延利用日数：336日、延利用人数：17,969人 

※別事業で下記施設の管理運営を行った。 

・やすらぎ公園プール 

  利用日数：49日、延利用人数：9,645人 

③ 体育施設整備事業 
23,447,600 

 安全で快適に体育施設を利用してもらえるよう、

施設の修繕・整備等の工事を行った。 

・市営庭球場人工芝張替工事 

42,053,000円 
42,053,000 

③ 体育施設通信環境整備

事業 
0 

 施設利用者及び来場者の利便性向上の観点から、

フリーWi-Fiの環境を整備した。 

○フリーWi-Fi整備施設 

・ダイムスタジアム伊勢（倉田山公園野球場） 

・伊勢フットボールヴィレッジ 

・三重電子スマイルアリーナ小俣（小俣総合体育館） 

〇モバイルルーター設置施設 

・市営庭球場 

・御薗Ｂ＆Ｇ海洋センター 

12,770,450 

改善措置状況 

施策・事業名 総合型地域スポーツクラブ育成事業、体育施設管理運営事業 

【前年度の指摘事項】 

成果指標についても「週１回以上のスポーツ実

施率」は改善するなど評価できる。ただ、「総合

型地域スポーツクラブの会員数」「主要なスポー

ツ施設の稼働率」は前年度より低下していること

から、原因の分析と対応策をご検討いただきたい。 

【措置状況】 

「総合型地域スポーツクラブの会員数」について

は、コロナ禍以前の令和元年度には及ばないもの

の、前年比263人増となり、増加傾向に転じた。こ

れは、新型コロナウイルス感染症の収束と健康志向

によりスポーツを実施する機会が増えたことが原

因と考えられる。引き続き、総合型地域スポーツク

ラブの育成及び周知と併せて、各種スポーツイベン

トの開催、各種スポーツ団体や皇學館大学と連携し

た体験教室等の開催により、会員の確保に努めた

い。 

 また、「主要なスポーツ施設の稼働率」について

は、二見グラウンドを常時使用していた二見中学校

が高台へ移転したことにより、それ以降、同中学校

の使用がなくなったことが稼働率低下の原因と考
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える。引き続き、利用しやすい環境を維持しながら、

一般利用の促進に努めたい。 

なお、他の社会体育施設の稼働率については、コ

ロナ禍以降、高水準で推移している。 

施策・事業名 スポーツ関係団体の連携・強化 

【前年度の指摘事項】 

今後、小学校だけでなく中学校、高等学校との

連携や地域人材との関わりをより密接にもつこと

でスポーツの活性化に繋がっていくと考えられ

る。地域スポーツの拠点である「総合型地域スポ

ーツクラブ」をはじめ多くの取り組みの中で、ス

ポーツに触れるきっかけ作りや、より深くスポー

ツと関わっていく活動などさまざまな段階の子ど

もたちに適した活動を提供していただけるように

お願いしたい。 

【措置状況】 

 総合型地域スポーツクラブのほか、競技団体やス

ポーツ少年団、スポーツ推進委員等の活動を支援す

るとともに、各種スポーツイベントを開催すること

で、スポーツに触れるきっかけづくりから競技スポ

ーツまで幅広い段階の子どもたちが活動できる場

を提供した。 

中学校部活動の地域移行により、今後、地域及び

競技団体の役割はますます重要となっていくこと

から、各種団体の体制強化に努めたい。 

自己評価 

・皇學館大学学修プログラムCLL 活動を活用し、若年層の意見等を取り入れ、新たに市内小学校での出

前授業を実施したことで、子どもたちへ理解を深めることができ、インクルーシブスポーツの認知度が

向上していると考える。 

・皇學館大学合同体験教室において、部活動地域移行・地域連携を見据え、新たに中学生を対象とした

教室を行ったが、地域に根付く大学に協力を得て実施できたことは、今後部活動が地域へ移行していく

中で、生徒の活動の場のひとつとなり、子どもたちが安心して活動できる環境づくりに寄与したと考え

る。 

・学校体育施設開放事業について、32小中学校の全てにおいて、総合型地域スポーツクラブ等へ委託す

ることで、円滑な運営を行うとともに、同クラブ等への財政支援となることから、地域におけるスポー

ツ振興の向上効果があると考えられる。 

今後の課題と取組 
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令和４年度から令和８年度の５ヵ年を計画期間とする「第３期伊勢市スポーツ推進計画」は、スポー

ツをより身近なものとして、気軽に楽しんでもらえるよう、これまでのスポーツを「して」楽しむ、「み

て」楽しむ、「支えて」楽しむを継続し、市民の誰もが自分のスタイルでスポーツを楽しみ、健康で心豊

かな生活が送れるまちを目標としている。 

このことからも、子どもから高齢者まで、誰もが自分自身のスタイルでスポーツを楽しみ、生活の中

に自然にスポーツが取り込まれている「スポーツ・イン・ライフ」という姿をめざすため、そのきっか

けづくりを進めるとともに、生涯にわたってスポーツに親しむことができる環境づくりを進めていく。 

 

１ スポーツ活動の充実 

・スポーツ関係団体をはじめ、伊勢市とスポーツにおける包括連携協定を締結している企業及び大学と

連携し、スポーツの振興を図る。 

・障がいの有無、年齢、性別等を問わず、誰もがスポーツを気軽に楽しめるようインクルーシブスポー

ツに取り組むにあたり、伊勢市パラスポーツ協会との連携強化や皇學館大学学修プログラムCLL活動

の活用、伊勢志摩定住自立圏域の市町と情報交換を行いながら引き続き連携していく。令和７年度は、

新たに皇學館大学生による市内福祉施設等への出前講座に取り組む等、さらに拡充していく。 

 

２ スポーツ関係団体の連携・強化 

・地域スポーツの拠点である「総合型地域スポーツクラブ」の育成強化を図り、支援を行うことで身近

にスポーツに親しむ環境づくりに取り組む。 

・スポーツ関係団体との連携を強化し、身近なところでスポーツに親しむ環境づくりに努め、スポーツ

を楽しむ機会を提供する。 

・部活動の地域移行の受け皿となりうるスポーツ関係団体の育成強化を図る。 

 

３ スポーツ施設の利便性の向上 

・公共施設等総合管理計画及びスポーツ施設長寿命計画に基づき、改修等の施設の見直しを進めていく。 

・指定管理者制度の導入を進めていく。 

・主要なスポーツ施設の稼働率については、引き続き利用者のニーズ等の把握に努め、安心安全に施設 

を利用できるよう管理を行っていく。 
※１：伊勢市市民アンケートにおいて、「日常生活の中でどのくらい意識してスポーツを行っ

ていますか」という質問に対して、週 1 回以上と回答をした市民の割合。 
※２：伊勢フットボールヴィレッジ人工芝グラウンド、ダイムスタジアム伊勢（倉田山公園

野球場）、市営庭球場、三重電子スマイルアリーナ小俣（小俣総合体育館）、御薗 B&G 海
洋センター体育館、二見グラウンドの稼働率 

 

（点検・評価） 

【中西】 

コロナ禍が明けたことに伴う事業の見直し，皇学館大学など関係団体と連携活動など、適切に事業

を遂行されていると思う。また、成果指標についても、いずれの指標も改善傾向にあり、今後も原因

の分析とそれへの対応を継続していただきたい。 

 

【上野】 

今後も小学校だけでなく中学校、高等学校との連携や地域人材との関わりをより密接にもつことで

スポーツの活性化に繋がっていくと考えられます。今回も多くの事業の取組について紹介をしていた

だきました。地域スポーツの拠点である「総合型地域スポーツクラブ」をはじめ、様々なスポーツ関

係団体との連携を深めていくことは児童生徒にとってスポーツに触れるきっかけ作りや、より深くス

ポーツと関わっていくことにつながっていくと思います。そのような取組が、「日常生活において週

1回以上スポーツを行っている割合」の目標値の達成につながっていくと思います。本学も微力なが

ら、何らかのお役に立つことができれば幸いです。引き続き、どうぞよろしくお願いいたします。 
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【全体総括】 

【中西】 

令和６年度の各事業については、前年度の指摘事項に対して適切に対応し改善に努めるとともに、

新たな取組に関わっても目標達成のために適切に取り組まれていると評価できる。 

これらのことから、伊勢市教育委員会の事業は、『第３期伊勢市教育振興基本計画』に基づき、総合

性を持ちつつ、具体的な到達目標に対し適切に教育行政が運用できていると高く評価できる。今後も

計画的な施策の取組とともに関係者と協力して実情に応じて適切な対応を期待するとともに、学校教

育においては「子どもの学びの保証」、社会教育においては個人の要望や社会の要請にこたえて地域で

の活動を実現できるよう取り組んでいただきたい。 

教育事業は地域の現在と未来に関わる社会基盤に関わる営みであり、重い責任を負い難しい判断を

下さなければならないこともあるが、今後も積極的な教育施策の推進に期待したい。 

 

【上野】 

令和６年度の各事業につきまして、教育委員会の各担当の方々からご丁寧な説明を受け、報告をし

ていただきました。ありがとうございました。今年で担当させていただき３年目となりますが、昨年

同様各事業につきまして、前年度の指摘事項を踏まえながら適切に改善がなされており、数値目標達

成に向けて関係各所と密な連携を取りながら取り組まれている点につきまして大いに評価できると思

われます。また予算の執行状況におきましても問題ないと思われます。次年度以降につきましても、

これまでの課題を踏まえながら、この先を見通した事業計画や予算計画を立てながら事業に取り組ま

れることを期待したいと思います。 

新型コロナウイルス感染症も第５類に移行され、多くの活動がこれまでのように再開され、また新

たな形で動き出してきたとの報告をお聞きしました。またICT機器を活用した取組についても年々工

夫がなされ、対面とオンラインの併用等効果的な使用の仕方が取り入れられてきているように感じて

います。引き続き、これらを上手く融合させながら、今後もより一層外部関係機関や協力関係者とと

もに事業を進めていただけるようお願いしたいと思います。 

予測困難な時代を迎え、子どもたちやその保護者を取り巻く環境は年々変化してきていると感じま

す。またこれから少子化の問題がますます深刻化してくると思われます。その中で子どもたちにどの

ような教育を提供するのか、どのような力をつけていくのか、今何が必要とされているのかについて、

是非教育現場の声も取り入れていただきながら進めていただきたいと思います。 

引き続きどうぞよろしくお願いいたします。 

 

 


